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　１９６４年１０月の総選挙で辛うじて過半数（当初４議席差の多数）を制した労働党＝ウィルソン政権

は独自の重要政策立法が不可能な状態に置かれていた。したがって，ウィルソンは政権発足当初
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５２）
から安定多数の議席を確保するために総選挙に打って出る機会を狙っていた 。

　ところで，ヒューム保守党政権から国際収支危機を継承したウィルソン政権は，「平価切下げ」

か「デフレ政策」かという二者択一の中で１９４９年に続く「労働党＝平価切下げ党」というレッ テ

ルを張られるのを嫌悪して，政権発足直後にウィルソンは閣議にも諮らずブラウン副首相兼経済

相及びキャラハン蔵相の３人で現行平価（£１ ．００＝＄２．８０）維持を決定しかつ６６年７月迄はこの問

題を議論すること自体を禁止した。そのためデフレ政策を追求することになり ，一方では野党時

代に批判的な姿勢を示し労働組合に不人気な所得政策における法令的手段の導入へと傾斜しはじ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８１）



　４８　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

め， 他方では１９６４年１１月予算及び６５年度当初予算における増税措置（所得税，石油税，キャピタ

ル　ケイン税，会社税及ぴ酒 ・煙草等消費税の増税）を選択し，さらに６５年７月には「ポンド防衛包
　　　　　　　　　　　　　　　　　１５３）
括措置」による引き締め政策を実施した 。

　こうした中で，外相 コートン・ウォーカー（Ｐ．ｔ．１．ｋ　Ｇｏ．ｄｏｎ－Ｗ．１ｋ。。）が立侯補した６５年１月のレ

イトン選挙区（グレータ ・ロンドン）の補欠選挙で敗北し下院での労働党の優位は２議席差となっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５４）
たが，６５年９月にそれ迄保守党優位の世論調査の形勢が転換し始め，失業率の低下趨勢の中で翌

６６年１月のハル ・ノース選挙区（ハンバーサイド）の補欠選挙での勝利と労働党優位の世論調査結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５５）
果により ，ウィルソンは３月総選挙を決断した。ウィルソン：労働党は１９６４年総選挙の継承であ
　　　　　　　　　　　１５６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５７）

る公約（“Ｔｉｍｅ　ｆｏ． Ｄｅ．ｉ．ｉｏｎ”）を掲げ，ヒース＝保守党は労働党との対決色を前面に打ち出した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５８）「言葉でなく行動を」と題する公約（

‘‘

Ａ．ｔ１ｏｎ　Ｎｏｔ　Ｗｏ．ｄ． Ｔｈ．Ｎ．ｗ　Ｃｏｎ。。。。。ｔ１ｖ． Ｐ．ｏｇ。。ｍｍざ’）を掲

げて，総選挙を闘 った。総選挙の結果は，１９４５年総選挙以来の労働党の圧勝であ った。すなわち ，

労働党は解散時の３１６議席から３６３議席（得酉率４４１％→４７９％）となり ，保守党は惨敗し（３０４議席

→２５３議席／得酉率４３４％→４１９％），労働党は野党に対して２議席差から９６議席差に拡大し，重要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５９）
政策立法におけるフリーハンドを獲得した 。

　こうして，１９６６年総選挙以降，ウィルソン政権は議会で保守党と対決しつつ国際収支危機とい

う制約条件の中で地域政策を含む労働党独自の政策の立法化を推進していく 。そして ，１９６６～６７

年で労働党の地域政策体系はその全貌を現した。それが地域政策の一層の飛躍的展開への転換

（中問）期を成した。１９６８年以後，労働党の地域政策に多少の手直しがあるものの１９７０年総選挙

まで継続される。同時に ，１９６６ ・６７両年は１９６４～７０年の第一次ウィルソン政権にとっ て重要な転

換点でもあ った。すなわち，ウィルソン政権は，一方で国際収支危機を克服するために産業投資

と労働生産性向上を目指す政策を推進し，他方で総需要抑制のデフレ政策を選択する 。

　それらに関する主要立法 ・政策措置は，以下の通りである。¢６６年５月予算で提起した選択

雇用税（Ｓ．１。。ｔ１ｖ． Ｅｍｐ１．ｙｍｅｎｔ　Ｔ．ｘ），投資控除 ・開発地区自由償却の廃止を含む企業税制改革

（１９６６年財政法），　国際収支危機対策としての１９６６年７月デフレ政策措置（５億ポンドの総需要削

減）とそれに反対するブラウン経済相の辞任（外相への転任），それに伴う地域政策にも関連する

計画年度１９６４～７０年における２５％（年率３．８％）の経済成長を目指す『国家計画』の公式的な放棄

（８月），　産業投資促進と新地域政策措置（新投資補助金創設［投資控除 ・開発地区自由償却の廃止の

代替措置１及び開発区域制度の復活）（１９６６年産業開発法），＠製造業への事実上の輸出補助金の性格

をもつ選択雇用税のプレミアム付き還付（１９６６年選択雇用還付法），　民問産業部門への投資基金

をもち産業合併を促進するイタリアのＩＲＩをモテルとした産業再編成公社の設立（１９６６年産業再

編成公社法），＠鉄鋼業の再国有化（１９６７年鉄鋼法）と造船業の合理化促進措置（１９６７年造船業法）
，

¢１９６７年のＥＥＣ加盟申請（５月）とそれに対するフランスの拒否権行使（１１月），加盟申請に

執櫛に反対したジェイ商相の解任（８月），ゆ大蔵大臣特別顧問＝カルドア教授提唱による地域

政策の一環としての開発区域における製造業への賃金補助金：地域雇用プレミァム制度導入

（１９６７年財政法），　１９６７年１１月のポンド平価切下げとキャラハン蔵相の辞任，＠開発区域の中に

炭鉱閉鎖に伴う特別の高失業区域に各種補助金を追加する特別開発区域の新設（１９６７年１１月），で

ある 。

　この時期におけるウィルソン政権の産業 ・地域政策の最大の特徴は貿易 ・経常収支の均衡とい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８２）
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う目標を意識した製造業に対する優遇 ・振興政策であり ，これが保守党との鋭い対決点にもなっ

たということができる。製造業に特化した事実上ｒ輸出補助金」の性格をもつ投資 ・賃金補助金

等の手厚い多面的な助成政策は，デフレ政策の下で国際収支を改善しようとする「平価切下げの
　　　　　　　　１６０）
代替策」を意味する 。

　そこで本節では，まず，製造業就業者数が歴史上のピークに達した１９６６年のイキリスの就業構

造を王要開発区域を抱える５地域と ，成長＝繁栄地域である２地域およひ全国平均との対比にお

いて分析する。その中で，就業構造における鉱工業の位置と衰退 ・成長産業の構成に圧目したい 。

　次に，上記の王要立法 ・政策措置の中から特に地域政策に関連した政策立法を取り上ける。第

１の系列として全国的な産業投資促進を意図しかつ開発区域にはそれを一層強化した投資補助金

制度を立法化した１９６６年産業開発法（特別開発区域の新設は同法第２部［１９６６年地方雇用法と呼称１第

１５条に基づく行政令による），第２の系列として１９６６年度予算の中で総需要抑制（デフレ）政策の一

環として提案された増税措置である選択雇用税（賃金税）を盛り込んだ１９６６年財政法，同法と一

体と見傲される製造業に対する選択雇用税のプレミアム（賃金補助金） 付き還付を定めた１９６６年

選択雇用還付法，さらにこの延長線上に位置する開発区域の製造業に対する特段（４倍）のプレ

ミアムを上乗せした地域雇用プレミアムの給付を盛り込んだ１９６７年財政法を取り上げ，与野党

（労働 ・保守両党）の政策論争の基本的対抗軸を浮き彫りにしたい 。

　その上で，１９６６～６７年という中問期における地域政策の実際とパフォーマンスを評価したく思

う。

１５２）　Ｂｕｔ１ｅｒ　ｏク６〃 ，ｐ２３ ，Ｃ
ｏｎ１ｅｙ

，ｏク６〃 ，ｐ１０

１５３）ＬＰ１１ａｔｚｋｙ（１９８４），Ｇ３肋〃ｇｏ〃４８ク３〃６刎ｇＰ〃５Ｚ２６ Ｅエ戸６〃ゐ〃陀，１…；舳クＺｏツ刎６〃ｏ〃６１〃〃〃７０〃，ｒｅｖ

　　ｅｄ，Ｂａｓ１ｌ　Ｂｌａｃｋｗｅ１Ｉ，ｐｐ６１－２ ，Ｐ　Ｂｒｏｗｎｍｇ（１９８６），丁加丁ブ伽舳び舳４Ｅごｏ〃ｏ舳６ 戸ｏ伽ツ１９碑一１９８５，

　　Ｌｏｎｇｍａｎ，ＰＰ６－
８， １６－７ ，Ａ　Ｃａ１ｍｃｒｏｓｓ，丁加〃伽んＥ６０〃ｏ刎ツ舳６６１９４５，ＰＰ１５１－ ６，

Ｊ　Ｈ　Ｂ　Ｔｅｗ
，

　　“ＰｏＩ１ｃｌｅｓ　ａｍｅｄ　ａｔ　Ｉｍｐｒｏｖｍｇ　ｔｈｅ　Ｂａ１ａｎｃｅ　ｏｆ　Ｐａｙｍｅｎｔｓ” ｍ　Ｂ１ａｃｋａｂｙ（ｅｄ），Ｂｒ伽５んＥ６０”ｏ舳６ Ｐｏ伽ツ

　　１９６０－７４，ｐｐ．３１１－ ４；Ｂ
ｒｉｔｔａｎ

，ｏ声６批， ｐｐ
．２８６，２９６－３０６；Ｓｔｅｗａｒｔ

，ｏ戸６批， ｐｐ
．１９，２６－９

１５４）エコノミストのスチ ュアートによれば，世論の形勢を転換したのは，９月末の労働党大会で物価 ・

　　所得政策の法令的強化に大衆的承認を与え，またそれ以上に重要なのはブラウン経済相がパン製造業

　　者にパン価格の引き上げ回避及び住宅貯蓄貸付組合に抵当貸付金利の引上げ回避を説得するのに成功

　　したことである 。（Ｓｔｅｗａｒｔ，ｏ声泓，ｐ
．６０．ｃｆ．Ｆ．Ｗ．Ｓ．Ｃｒａｉｇ（ｃｏｍｐ＆ ｅｄ）（１９８２），Ｃｏ郷６舳伽３ ＆

　　Ｌ肋ｏ〃　Ｐ〃り　Ｃｏ〃火〃〃６３　Ｄ３６伽ｏ郷　１９４５－１９８１，Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｓｅ耐１ｃｅｓ，ＰＰ１５７

　　［Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｐｏ１１ｃｙ／Ｔａｘａｔ１ｏｎｌ ，４７１）

１５５）　Ｂｕｔ１ｅｒ，ｏク６批，ｐｐ．２２，２４；Ｃｏｎ１ｅｙ，ｏ声６北， ｐ．
１０

１５６）Ｆ．Ｗ．Ｓ．Ｃｒａｉｇ（ｃｏｍｐ＆ ｅｄ）（１９９０），Ｂ棚５んＧ舳舳Ｚ肋６〃ｏ〃 〃舳伽な０３ １９５ナ１９８７３ｒ
ｄ　ｅｄ
，ｐｐ

　　８０－１００

１５７）保守党が総選挙に敗北した翌６５年にヒューム党首が辞任し，同党は初めて下院議員による党首選挙

　　という新制度を採用し，そして党首となるには投票者の絶対多数を獲得した上で次点者に対して得票

　　率で１５％以上上回らなけれはならないという党首選挙規約を決定した。新制度を実施した同年７月の

　　党首選挙の第１回投票でヒースが１５０票，モードリングが１３３票，そしてパウエルが１５票を獲得し，上

　　位２名の決選投票と思われたが，モードリングが辞退してヒースが党首となっ た。（Ｒｏｂｂｉｎｓ，ｏ声６カ． ，

　　ｐ．１９５．ｃｆ－Ｂｕｔ１ｅｒ，ｏ声６払，ｐ．２３）

１５８）　Ｃｒａｌｇ，ｏク６〃 ，ｐｐ７０
－９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８３）



５０

１５９）

１６０）

　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

Ｂｕｔ１ｅｒ
，ｏ声６批，ｐｐ．２３－５；Ｃｏｎ１ｅｙ，ｏ声６批，ｐｐ．１０

－１

Ｐ１１ａｔｚｋｙ
，ｏク６〃 ，ｐ６６

　Ｖ －２－２　イギリスの衰退 ・成長産業と１９６６年における地域産業構造の特徴

　１９６６年総選挙圧勝後にウィルソン政権が産業 ・地域政策において製造業重視を前面に押し出し

てきた背景には，労働党が，第１に国際収支，特に貿易収支 ・経常収支の改善のためには工業製

品貿易における国際競争力を改善することが最も重要であると判断したこと ，第２に，相対的高

失業区域（開発区域）を抱える地域に対する雇用機会創出の主要な手段は製造業の成長部門の立

地促進にあり ，サービス産業の大部分は当該域内消費向けであり雇用機会創出にとっても経常収

支改善にとっ ても補完的であると見傲したこと ，である。そして後者について付言すれば，主要

な開発区域における相対的高失業は伝統的な基礎産業である鉱工業の衰退により生じており ，サ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６１）
一ビス産業は全体として程度の差こそあれすべての地域で成長しているという事実認識がある 。

こうした労働党の姿勢とサービス業を製造業と対等に位置付ける保守党の姿勢との相違が，地域

政策関連立法における論争を通じて鮮明にされていくのである 。

　そこで，地域政策立法の検討に入る前に，１９６０年代を前後とした長期的な視点から製造業を中

心にしてイギリス産業の衰退と成長の動向を確認し，その上で１９６６年時点の全国 ・成長地域 ・衰

退地域の産業構造の特徴を分析しておきたい，と考える 。

１６１）ｃｆ　Ｃ．Ｍ．Ｌａｗ，〃伽んＲ吻ｏ舳Ｚ　Ｄ舳Ｚｏ戸肋〃８伽３Ｗｏ〃Ｗ；〃１，ｐｐ
．８８－９１（Ｔａｂ１ｅｓ１７ －２０）

，

　Ｃｈａｐｔｅｒ７Ｒｅｇ１ｏｎａ１Ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ　Ｃｈａｎｇｅｓ　ｍ　ｔｈｅ　Ｓ
ｅｒｖ１ｃｅ　Ｓｅｃｔｏｒ

　　地理学者＝ローは，サービス産業における地域構造分析の中で，多くのサービス産業は地元，地域

　　及び全国レベルという階層構造を示しており ，全国的管理本部 ・中枢機能及び専門的サービスが集中

　　し雇用を増加させているロンドン及び南東部を除けば，サービス雇用は大銀行を含めて概して人口比

　例的であることを検証している。細目的には，人口比例的なサービス産業は教育，建設，流通，医療 ，

　　地方行政，自動車修理及び電力等であり ，一定の地域集中を示すサービス産業はその他サービス，中

　　央政府行政，郵便サービス，銀行業，その他専門サービスや保険等である（ｏク６松， ｐｐ．１３３
－４３）。 ま

　　た，サービス産業の成長と立地特性（サービス産業立地の基礎的原理，地域 ・都市立地パターン等）

　　については，さしあたり次の文献を参照されたい。Ｐ　Ｄａｍｅ１（１９８２） ，８３ｍ６６１〃郷炉燗Ｇブｏ〃肋

　　伽♂Ｌ０６肋ｏ仏Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ

　Ｖ －２－２－１　イギリスにおける衰退産業と成長産業　　まず王として１９６０年代を中心ないし

到達点として長期的視点から鳥鰍したイキリス産業の盛茨は，以下のように特徴づけることがで

きると思われる 。

　衰退産業　　この時期の衰退産業は以下の通りである。まず最大の衰退産業は輸出 ・国内市場

の喪失と技術革新による打撃を受けた石炭産業である。すなわち，石炭産業の就業者は歴史的ピ

ーク時である１９２０年に１２５万人を記録したが，１９４７年には７０万人，１９５８年頃から炭鉱合理化（閉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６２）
鎖）が急速に進み（１９５８～６６年迄に２０６炭鉱閉鎖），１９６６年には４６万人に減少していた。そして，さ

らに就業者の一層の削減の見通しにあり ，その中で最も打撃を受けるのが深層炭鉱が多くコスト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６３）
の高いウェールズと北東部，そして部分的にスコットランドである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８４）
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　製造業の衰退部門では１０年毎のセンサス統計基準で第１次大戦以後（１９２１年～）１９７１年迄に２００

万人以上の雇用を失 った。その中で，第１に綿亜麻 ・麻（紡績織布）は輸出市場の喪失によ

り約７５万人のうち６０．９万人（最大の綿繊維ではランカシャーを中心とする北西部だけで４６万人）の減少
，

第２に衣服が６８ ．３万人のうち２８．５万人（最大の打撃は南東部＝ロンドンのファッ ション製品，続いて北

西部＝マンチェスターのレインウェア，さらにヨークシャー＆ハンバーサイド＝リーズのメンズウェア）

の減少，第３に造船 ・舶用機械で約４３万人のうち約２４万人減（スコットランドと北東部が減少分の
　　　　　　　　１６４）
夫々％づつを占める），第４に杭毛 ・紡毛で１４ ．３万人（ヨークシャーだけで１３万人）の減少，さらに ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６５）
鉄道機械（１２ ．８万人減），繊維最終製品（６ ．２万人），繊維機械（３．８万人）などが続く 。

　また金属製造業は１９７１年時点で就業者５５万人余を擁する重要部門であり第１次大戦以来僅かな

減少を経験してきたが，内容構成の変化と立地地域のシフトに注目すべきであろう 。金属製造業

は鉄 ・鋼や非鉄金属の基礎的製造だけでなく鋳造品やその他部品の加工を含んでいるが，周知の

ように第１次大戦までは原燃料（石炭，鉄 ・銅 ・錫 ・鉛鉱石等）賦存地域立地型でウェールズ，ヨ

ークシャー 北部及ひスコソトラントが主要地域あ ったが，その後は自動車産業の成長と雁行し

て金属加工品を中心に市場立地型にシフトし東西ミッ ドランズと南東部が浮上した。そして，高

炉の大型化やＬＤ転炉等の新技術導入に後れを取った鉄鋼業は１９７０年代には北部 ・西部諸地域で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６６）
多くの製鉄所閉鎖をもたらす重大な合理化計画の推進を余儀なくされる 。

　さらに，戦後復興後の１９５３～６６年における製造業における衰退部門は，繊維（２７ ．３万人減），鉄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６７）
道等車両（１０万人減），造船 ・舶用機械（９ ．２万人減），衣服 ・履物（７ ．９万人減）と続く 。

　サービス産業における衰退部門は，１９２１～７１年に１１５万人という最大の減少を経験した「繁栄

するヴィクトリア時代」の象徴である家事 ・個人サービス［執事 ・料理人 ・下男 ・下女 ・召使１

（ピーク時 ＝１９３１年／１５４万人→１９７１年／２４万人［１３０万人減１。 このサービス業が事実上最大の衰退産業と言

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６８）
ってよい），鉄道 ・海運 ・港湾 ・内陸水運の運輸サービス等である 。

１６２）Ｂ　Ｒ　Ｍ１ｔｃｈｅ１１（１９７ユ），〃５肋ｄ 〆Ｂ肋３んＨ１並ｏ附ｏＺ８肋舳へＣａｍｂ ｒｌ
ｄｇｅ　Ｕｎ１ｖ　Ｐｒｅｓｓ，ｐ１１９

　　（Ｃｏａ１４．Ｎｕｍｂｅｒｓ　ｉｎ　Ｃｏａ１Ｍｉｎｅｓ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ｕｎｉｔｅｄ　Ｋｉｎｇｄｏｍ　ａｎｄ　ｉｔｓ　Ｍａｉｎ　Ｃｏａ１Ｆｉｅ１ｄｓ）；Ｗ．Ａｓｈｗｏｒｔｈ

　　（１９８６），丁加Ｈ虹ｏびげ 左加Ｂブ〃５んＣｏｏＺ１〃〃５ｚ似ＶｏＬ５／１９４６
－１９８２ ：Ｔｈｅ　Ｎａｔｉｏｎａ１ｉｚｅｄ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ

，

　　Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｎｉｖ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ．２５６，６７７－ ８１

１６３）Ｌａｗ，ｏク６〃 ，ＰＰ　ｌ０３－ ８， Ａ　Ｊ　Ｂｒｏｗｎ（Ｍ
ａｙ１９６７） ，‘‘Ｔｈｅ‘Ｇｒｅｅｎ　Ｐａｐｅｒ’ｏｎ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ａ

ｒｅａｓ”

　　１Ｖ；〃ゴｏ舳ｏ〃郷〃〃６ 厄６０〃ｏ〃６ Ｒ舳加側，Ｎｏ
．４０
，ｐｐ
．２６－９

１６４）第２次大戦直後イギリスは世界の造船業（商船／グロストン ・べ一ス）のおよそ半分を占めていた

　　が，その後減少の一途を辿り造船業の衰退が意識され始めた１９６０年には１５ ．５％になり ，世界における

　　イギリス造船業の競争力回復のための産業政策に関する勅命委員会報告（Ｂｏａ．ｄｏｆＴｒａｄｅ（Ｆｅｂ

　　１９６５），舳妙〃〃加ｇ１刀ｇ〃びＣｏ舳舳伽６［Ｃ加ゴ舳伽〃グＲ．Ｍ．Ｇ６〃６山Ｒ功ｏ砿ＨＭＳＯ）に基づ

　　き巨額の助成と補助金の給付を定めた造船業法（ｔｈｅ　Ｓｈｉｐｂｕｉｌｄｉｎｇ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ａｃｔ１９６７）が制定された

　　１９６７年には７８％にまで落ち込んでいた。（ＢｏａｒｄｏｆＴｒａｄｅ，ｏ戸ご〃 ，ｐ１８５［Ａｐｐｅｎｄ１ｘ Ｋ１ ，ＢＷ

　　Ｈｏｇｗｏｏｄ（１９７９），　Ｇｏ叱閉舳６〃舳４８ん抄６〃Ｚ”〃ｇ 二丁加ＰｏＺ〃６３ げ１〃４〃５炉ゴｏＺ　Ｃん伽駅Ｓａｘｏｎ

　　Ｈｏｕｓｅ，Ｃｈａｐ３Ｉｍｔ１ａ１ｒｅｓｐｏｎｓｅｓ　ｔｏ　ｄｅｃｌｍｅ１９５９ －６４，Ｃｈａｐ４Ｆｒｏｍ　ｃｏｍｍ１廿ｅｅ　ｔｏ　ｌｅｇ１ｓ１ａｔ１ｏｎ１９６５－６７ ，

　　Ｃｈａｐ５Ｆｒｏｍ１ｅｇ１ｓ１ａｔ１ｏｎ　ｔｏ　ｒｅａｌ１ｔｙ１９６７－７０）

１６５）　Ｌ
ａｗ，ｏ戸６壮， ｐｐ．１１１－２０；Ｂｒｏｗｎ，ｏ声６壮， ｐｐ

．２６ －９

１６６）Ｌａｗ，ｏ力〃 ，ｐ１１９ｃｆＤＷＨ
ｅａ１（１９７４），丁加８〃１〃〃３卿閉力

０３之一ｚりｏブ Ｂ舳閉（Ｉｎｄｕｓ缶１ａ１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８５）



５２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

　　ＢｎｔａｍＳｅｒ１ｅｓ），Ｄａｖ１ｄ＆Ｃｈａｒｌｅｓ ，ＤＷＨ
ｅａｌ（１９８４），Ｒｅｖ１ｅｗＮｕｍｂｅｒ２７ＩｒｏｎａｎｄＳｔｅｅ１，ｍＤＷ

　　Ｈｅａ１＆Ａ　Ｓ１ａｖｅｎ（１９８４），ルｏ〃伽♂８肋Ｚ＆８〃抄吻Ｚ凶昭・（Ｒｅｖｌｅｗｓ　ｏｆ　ＵＫ　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃａ１Ｓｏｕｒｃｅｓ，Ｖｏ１

　　ＸＷ），Ｐｅｒｇａｍｏｎ

１６７）Ｒ．Ｓ．Ｈｏｗａｒｄ（１９６８） ，〃３〃ｏ〃舳３〃 げ〃伽〃伽６伽ブ加ｇ１〃伽５卯加〃６脇伽４Ｋ加ｇ４ｏ刎
　　１９４５－６５，Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ　ＨＭＳＯ，ｐ２７

１６８）　Ｌ
ａｗ，砂．６批，ｐｐ

．１３６，１４３ －４

　成長産業　　１９６０年代迄の成長産業は，特に機械 ・金属製品産業であり ，そしてそれに続くの

が化学製品，食料，印刷及びその他製造業である。それらの中でも，第１次世界大戦後にその出

発点がある最も重要な少数の成長産業に関してのみ言及しておきたい 。

　第１に最も重要な２０世紀産業の一つである自動車産業はイギリスにとっ ても基軸産業であ った 。

自動車産業における生産台数のピークは１９６４年と１９７２年の２回あり ，従業者数のピークは１９７０年

代初頭（１９７１～７３年）であ った。すなわち，狭義の自動車産業（完成車組立及び自動車部品／標準産

業分類の細目分類［Ｍｍｍｕｍ　Ｌｌｓｔ　Ｈｅａｄｍｇ１３８１）における従業者数は１９４８年＝２８４万人，１９５４年 ＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６９）　１７０）
３１ ．２万人，１９６０年 ＝４３ ．５万人，１９７３年 ＝５０．８万人である。こうした見通しの下で，１９６０年代後半

の自動車産業は国際競争力の低下とポント防衛の一環としての金融引締め，特に自動車販売動向
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７１）
に重大な影響を与える割賦販売信用規制の中で停滞的様相を強めていた，と思われる。その主要

立地地域は，南東部とウエスト ・ミソ ドランズ，そしてかなり差が開いて北西部であ った 。

　その他の主要な成長産業は，航空機産業，電機工業及び機械工業であ った。航空機産業は戦時

期を挟んで紐余曲折があるが，長期的には成長産業であ った。１９６０年代以降，企業合理化による

若干の工場閉鎖と人員削減があ ったが，７１年の就業者数は，部品産業を除いて，なお２１万人余り

に達していた。その主要な立地地域は，南東部やミソ ドランスである。電機工業の就業者数は ，

１９２１年の１４万人から７１年には８６万人に増加した最大の成長工業の一つであり ，主要な立地地域は

南東部，ウェスト ・ミソ ドランス及ぴ北西部の順であ った。最後に，機械工業（日本における標準

産業中分類の般機械に相当）は１９２１年の６０万人と比較して１９７１年には１１０万人の就業者を擁する重

要産業群である。周知のように，機械工業は爾余の産業に機械装置を供給するとともに特に製品

の多様性に特徴がある。当面する時点においては，特にランカシャーやヨークシャーに主要立地

地域がある繊維機械は衰退し，また機械工業全体の雇用水準はマイクロ ・プロセ ッサ革命に脅か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７２）
されていた。成長する機械工業諸部門は，主として南東部及びミッ ドランズに立地していた 。

　さらに，戦後復興後の１９５３～６６年における製造業における成長部門を列挙すれば，狭義の機械

工業（３５ ．７万人増），電気製品 ・科学器具（３２ ．８万人増），紙 ・印刷 ・出版（１５万人増），自動車 ・航

　　　　　　　　　　　　　　１７３）
空機（１４．８万人増）等となっ ている 。

　サービス産業の成長部門は，前述した衰退部門を除き ，註１６０で言及した人口比例的及び地域

集中的な業種として列挙したすべてが含まれる 。

１６９）　Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ（１９７５） ，１４泌Ｒ４ｏれ 介ｏ刎〃６厄功６〃７〃閉Ｃｏ刎伽肋３１９７４－７５　丁加

　　〃ｏエｏブ Ｖ助〃３１〃郷¢似ＨＣ６１７，ｐｐ．１５－７，４８；ｄｏ，４ｏ， ＨＣ６１７－Ｉ，ｐｐ．１９１，２３０
－１，３９９－４００，４０２；（１ｏ

，

　　３ｏ， ＨＣ６１７一皿， ｐｐ８８，１２２－ ３， １２７ ，Ｌａｗ，ｏク６〃 ，ｐ１２１
，Ｐ　Ｊ　Ｓ　Ｄｍｎｅｔｔ（１９８０），丁加Ｄ３６Ｚ舳げ伽

　　Ｂ〃肋〃ｏ¢ｏブ１〃刎６な似Ｃｒｏｏｍ　Ｈｅｌｍ　ｐｐ１３，９０ ，Ｄ　Ｔｈｏｍｓ ＆Ｔ　Ｄｏｍｅ１１ｙ（１９８５），珊３〃ｏなｏブ Ｃ〃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８６）
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　　１〃鮒び加Ｃｏ惚〃び３加６〃加１８９０，Ｃｒｏｏｍ　Ｈｅ１ｍ，ｐｐ．１６０，１９５；Ｃ．Ｃ
ａｒｒ（１９９０） ，Ｂブ伽加きＣｏ舳 一

　　火肋閉伽３５３　丁加ル１ｏ舳ｇ３刎６〃 げｚ加Ｖ助
ｚ６Ｚ３ Ｃｏ刎クｏ脱〃１〃４〃５エ似Ｒｏｕｔ１ｅｄｇｅ，ｐｐ６１ ，６３．６７

１７０）上記の下院歳出委員会報告（自動車産業）における推計によれば，１９７０～７５年のイギリス自動車産

　　業の関連産業を含む平均従業者数は１３０万人，全国就業者総数の約５％に及ぶ。すなわち，その内訳

　　は，狭義の自動車産業：５１万人，関連素材 ・部晶産業（鋳鉄品，ゴム，電気部晶，アルミ ・プラステ

　　 ィッ ク・ 金属製品，工作機械 ・機械工具，塗料等）＝３２ ．５万人，自動車販売 ・保守 ・修理業：４５万人

　　である 。（Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ｏ戸６〃 ，ＨＣ６１７，ｐ１６）

１７１）１９６０年代後半，イギリスは自動車生産台数で，５０年代半ばの西ドイッに続いて，フランスさらには

　　日本にも追い抜かれた。カナダの経済学者＝ダンネ ットは，１９４５～７５年のイギリス自動車産業展開の

　　時期区分をして ，成長期（１９４５－５２年），緩やかな前進期（１９５３－５９年），停滞期（１９６０－６９年）及び衰

　　退期（１９７０－７５年）と規定している 。（Ｄｕｎｎｅｔｔ，ｏク〃
，ｐａｓｓｍ）他方で，イキリスの行政学者＝ウィ

　　ルクスは，１９６０～７２年は通説では「停滞」期と見傲されるが，国際的見通しの下では，明白な衰退期

　　であると断定している 。（Ｓ　Ｗ
１１ｋｓ（１９８４），１〃伽伽げｏ伽 伽〃ん６〃ｏ¢ｏブ 〃伽炉ｙ　Ｍａｎｃ

ｈｅｓｔｅｒ

　　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ，Ｃｈａｐ４Ｄｅｃ１ｍｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｍｏｔｏｒ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　ａｎｄ　Ｅ１１ｔｅ　Ｉｎｓｕ１ａｒ１ｔｙ，１９６０－７４）

　　　本稿第５章でも言及した１９６０年代の新自動車工場は長期的成長予測の下に建設されたが，この成長

　　はイギリス経済の停滞と７０年代の外国製自動車の輸入浸透により実現せず，イギリス企業の国際競争

　　力は劣悪な経営管理と労使関係により喪失し，過剰な生産能力と労働力を露呈し，マージィサイドの

　　新鋭工場の一つさえ閉鎖を余儀なくされることになる 。（Ｌａｗ，ｏクご払， ｐ． １２３）その後のイギリス自

　　動車産業の展開については，さしあたり ，上記の外，次の文献を参昭。Ｋ　Ｗ１１１１ａｍｓ，Ｊ　Ｗ
１１１１ａｍｓ ＆

　　Ｃ．Ｈａｓ１ａｍ（１９８７） ，丁加３〃ｏ〃ｏｚり〃ｏジＡ倣加Ｒｏ叱グＡ　Ｃ伽６ ８〃勿加”６ル”肌６ げＢ〃３加伽

　　８肋惚ツ伽４１〃〃鮒わＺ　Ｐｏ〃似Ｂｅｒｇ；Ｗ．Ｌｅｗｃｈｕｋ（１９８６） ，ｎ６〃ｏ之ｏブ ルん肋１〃あ岬ｉｎ　Ｂ

　　Ｅ１ｂａｕｍ＆Ｗ．Ｌａｚｏｎｉｃｋ（１９８６），丁加Ｄ６６伽６０ジ伽Ｂｒ〃５ん亙６０〃ｏ榊Ｏ
ｘｆｏｒｄ　Ｕｎｉｖ　Ｐｒｅｓｓ

１７２）　Ｌａｗ，ｏ声６〃， ｐｐ
．１２４ －８

１７３）　Ｈｏｗａｒ
ｄ，
ｏ声 ６批，ｐ

．２７

　Ｖ －２－２－２１９６６年における全国 ・成長地域 ・衰退地域の産業構造　　次に，１９６６年におけ

る地域就業構造の特徴を分析する 。（表Ｖ －１３－１を参昭）

　全国的な総括的特徴として指摘できることは，農林漁業という第１次産業の就業者は既に減少

の限界点（２％水準）に達し，サービス産業のそれは５７．５％でその後の「サービス経済化」の進

展と比較すればなお相対的低位ともいえるが，絶対的水準ではかなり高水準である。それに対し

て１９６６年時点における製造業の比重は極めて高い。就業者数で歴史的に最高（９０５万人）であ った

ばかりでなく ，その比率も３８ ．１％（鉱工業合計では４０ ．５％）であり ，今日（４４０万人＝１５ ．６％／１９９２
１７４）

年）と比ぶべくもない。また，就業者数基準で工業構造を評価した場合，重化学工業化（５７０％）

は既にかなり高水準にあることが確認できる 。

　次に，王要成長地域である南東部及ぴウェスト ・ミソトランスの産業構造を検討しよう 。

　イギリスを代表する成長地域であるロンドンを含む南東部はサービス産業が突出的位置にあり

地域産業構造のサ ーピス化（６６０％）は最も進んでおり ，建設及ひカス　電力　水道を除けはす

べて全国平均をかなり上回る。なかでも保険　銀行　金融は全国の就業者総数の過半数（５４６％）

を占める。また，南東部の製造業における就業者比率は全国平均以下の３２５％であるが，その絶

対数では全国一である。そして，成長工業部門である自動車，電気製品，機械工業及ぴ印刷 ・出

版に特化している 。

（１８７）
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　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一３（若林）　　　　　　　　　　　　５５

　もう一つの成長地域であるウェスト ・ミッ ドランズは，南東部とは対称的で典型的な工業地域 ，

それも重工業地域である。すなわち，就業者全体の５３ ．Ｏ％が工業部門（鉱工業では５６－２％）で占め ，

重工業部門は３７ ．９％，工業部門内の重工業比率は７１ ．５％（重化学工業化率は７４．Ｏ％）に達し，全国

１１地域の中で最も高い。そして，自動車，金属製品，金属製造，機械工業及び電気製品に特化し ，

１９６１～８１年においてこれらの５大部門で工業就業者の８０％を占めたのである 。当面する１９６０年代

中葉におけるウェスト ・ミッ ドランズ重工業（機械産業）は「繁栄」期にあ ったが，７０年代以降

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７５）
には自動車産業を中心に急速な衰退を経験する見通しにあ った。重工業とは対称的にサーピス産

業の就業者は４３ ．８％であり ，比率的には全国最低水準であ った 。

　これらの成長地域の対極に位置する衰退地域はイングランドの北部 ・北西部 ・南西部，ウェー

ルズ及びスコットランドの５地域である。この中で，地域政策的にほぼ全域的に衰退地域（した

がっ て， １９６６年産業開発法により開発区域として指定）と認識されているのは，北部，ウェールズ及

びスコットランドであり ，南西部はコーンウォール地方，北西部はマージィサイド周辺区域であ

る。 これらの衰退地域に共通しているのは，あのヴィクトリア期に繁栄を言厘歌した伝統的な基礎

産業（鉱工業）への特化が顕著であることである。北部では石炭 ・鉄鋼 ・造船，ウェールスでは

石炭 ・鉄鋼，スコットランドでは繊維 ・造船及び農業，部分的に石炭に特化している。南西部は

全体として観光保養地 ・年金生活者の集聚地域でありサーヒス産業に特化し衰退地域とは言えな

いが，その中で局地的に南西端に位置するコーンウォール及び北デヴォン地方だけは就業者の顕

著な減少を経験している農業と鉱山業（錫 ・陶土等）に高い特化を示している。北西部のマージ

ィサイド周辺区域は，繊維 ・繊維機械等繊維関連産業に特化していた（ランカシャー
綿業は１９５９年

表Ｖ －１３－２　１９５３～６６年における地域別製造業の雇用変化の構成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位／１０００人）

１９６６年 １９５３～６６
雇用者数変化の構成

地　　　域 の雇用 年の雇用 外国 国内要因

者総数 者数変化
企業
入来 地域間ホ１地域内 ＃

北　　　　　　部
４５８ 十５２ 十４ 十２３１＋２５

北　　　西　　　部
１， ３６４ 一４１ 十６ 十６２１－１０９

南　　　西　　　部
４０８ 十７５ 十３ 十２５１＋４７

ウ　 エ　 ー　ル　ズ
３２６ 十５０ 十３ 十２１１＋２６

スコッ 　トラン　ド
７４０ 一１ 十１７ 十３３１－５１

ヨークシャー・ ハンバ ーサイド
８９７ 十４２ 十１ 十１５１＋２６

イースト ・ミッ ドランズ
６２３ 十７７ 十４ 十１４１＋５９

ウエスト ・ミッ ドランズ
１， ２５９ 十１７３ 一 十６１＋１６７

イースト ・アングリア
１８８ ／・… 十１

南　　　東　　　部
２， ６０３ 十１５

工ｔ：／・・１・

北アイルランド
１８７ 十１ 十８ 十１８：一２５

全　　　国
９， ０５４ 十８８０ 十６４ 十２３８：十５７８

備考）単純集計と全国の数値は必ずしも一致しない 。

　　 ＊　 「地域間」とは，１９５３年時点で域外企業の当該地域への工場移転（分工場

　　　完全移転）による雇用者増を意味する 。

　　＃　 「地域内」とは，１９５３年時点で域内企業の当該地域内での雇用者数の増減を

　　　意味する 。

資料）Ｒ　Ｓ　Ｈｏ　ａｒ
ｄ，

丁加〃ｏリ舳６〃ｏゾ〃ｏ舳伽６¢〃舳ｇ１〃〃５仰閉エ加び〃〃３６

　　 Ｋ加ｇ６ｏ刎１９４５－６５，ｐｐ．１１ ，４２－３，より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　（１８９）
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綿業法による補助金で合理化政策を推進していたので地域政策の対象外とされていた）。

　この項の最後に，戦後復興後の１９５３～６６年における地域別製造業の雇用者数増減の構成を検討

して１９６６年以降の地域政策の基礎的条件を確認しておきたい。（表Ｖ －１３－２を参照）

　１９５３～６６年に製造業の雇用者総数は８８万人増加する中で，繁栄地域の南東部（及ぴイースト　ア

ングリァ）とウェスト ・ミッ ドランズだけで６２ ．５万人増 ＝７１％を占め，両地域への集中傾向は顕

著である。これが，ＩＤＣ規制による工場立地抑制地域に指定される背景である。ヨークシャ

ー・ ハンバーサイド，イースト ・ミッ ドランズは地域政策の助成策なしにそれぞれ４ ．２万人，７ ．７

万人の増加を記録したことにも止目される。さらに，南西部は高い増加率を示しており ，南西端

を除いて開発区域に指定されない根拠がここにある 。

　ほぼ全地域で製造業雇用が増加している中で，深刻な減少（４．１万人）を経験した唯一の地域は

北西部である。綿繊維及び繊維機械を中心とした域内企業における大きな雇用減少（１０ ．９万人）

が地域問移転を通じた入来企業の工場新設による雇用増加で相殺できなかった結果である。既に

言及した１９５９年綿業法に基づく補助金による合理化政策で競争力再生を図ったが成功せず，北西

部はマージィサイドを除いて１９７０年まで地域政策の対象外とされ，後述するように北西部選出下

院議員は与野党問わず地域政策に対する不満を募らせていた
。

　他方，北部及びウェールズは製造業雇用ではこの問の地域政策により一定の成果を示したが
，

石炭産業での雇用減は深刻であ った。スコットランドは，入来企業による雇用増（外国企業，特

にアメリカ企業の進出による雇用増は全国最大）が北西部に次ぐ地元企業における雇用減（主として繊

維・ 造船）で相殺され，地域政策の成果を積極的には享受できなかったと言いうる 。

１７４）　Ｃｅｎｔｒａ１Ｓ吻ｔ１ｓｔ１ｃａ１０舶ｃｅ（１９９４ｅｄ），亙６０〃ｏ舳６ Ｔブ伽必，ＨＭＳＯ，ｐ１５６

１７５）ＫＳｐｅｎｃｅｒｅｔａ１（１９８６） ，Ｃブ醐５閉〃３１〃４鮒伽〃Ｈ３０れ加〃４Ａ８肋４＝ソ 〆Ｗ；刎ル７〃加〃ムＣｈａｐ

　３Ｆｒｏｍ　Ｂｏｏｍｔｏ　Ｓ１ｕｍｐ　Ｅｃｏｎｏｍｌｃ　Ｃｈａｎｇｅ　ｍｔｈｅ　ＷｅｓｔＭ１ｄ１ａｎｄｓ　Ｃｏｍｔｙ，Ｏｘｆｏｒｄ　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ

　Ｖ －２－３１９６６年産業開発法をめくる労働 ・保守両党の政策論争

　１９６５年秋以降重要な政策立法におけるフリーハンドを獲得するための総選挙のタイミングを謀

っていた労働党政権は，保守党政権の遺産と見傲した短期的に繰り返される国際収支危機を解決

し「ストッ プ・ ゴー循環」に終止符を打つために新産業投資を振興する産業政策とその重要な一

環である地域政策をそれまでの保守党政府の継承型から労働党独自の新方向へと転換しようとし

ていた。それは産業全体を包括した産業助成政策から工業製品貿易収支の大幅な改善による国際

収支の改善に狙いを絞った製造業における新設備投資を振興する投資補助金の強化と賃金（労

働）補助金の新規導入であ った。その中で製造業に対する投資補助金制度の強化を目的とした立

法が１９６６年３月総選挙圧勝後に議会に提出 ・成止した１９６６年産業開発法であ った 。

　Ｖ －２－３－１１９６６年１月の３省共同白書『投資刺激誘因』　　ウィルソン政権は３月総選挙

に先立って１９６６年１月に産業政策及び地域政策における従来の保守党政府継承型に終止符を打ち

労働党独自色を打ち出そうとした経済省 ・大蔵省 ・商務省共同作成の白書『投資刺激誘因』
（Ｆ１ｒｓｔ　Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ　ｏｆ　Ｓｔａｔｅ ＆Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ　ｆｏｒ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａ丑ａｌｒｓ，Ｃｈａｎｃｅｌｌｏｒ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｘｃｈｅｑｕｅｒ，ａｎｄ　Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ　ｏｆ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９０）



　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林）　　　　　　　　　　　５７

ｔｈｅＢｏａｒｄｏｆＴｒａｄｅ（Ｊａｎ１９６６），１舳５吻刎１。閉肋硲Ｃｍｎｄ２８７４，ＨＭＳＯ）を議会に提出した。本文

わずか１４ぺ一ジ ・付録３ぺ一ジの小型白書ではあるが，この時点ではなお堅持していた中期経済

成長計画である『国家計画』を達成するために新産業設備投資を振興する新たな産業政策と地域

政策を組み合わせた重要政策立法に関する提案である 。

　本白書は，「第１節　一層の投資の必要性」，「第２節　新政策措置」，「第３節　投資補助金制

度は如何に機能するのか」，「第４節　開発区域」，「第５節　その他の特定産業の扱い方」及び

「第６節　結論」の６節で構成されている。そこで注目される論点を摘出しておきたい 。

　第１に指摘すべきことは，民問部門で最も差し迫って必要なことは『国家計画』に基づき貿易

収支の改善が主として依存する製造業における投資を増加させることであると確認した上で，こ

れ迄のミッ ドランズと南東部への過度の投資集中を抑制して産業投資及び産業成長のヨリ良好な

地理的配分を奨励する投資刺激策の新制度が必要であるとし，それが全国 ・地域政策を支えなけ
　　　　　　　　　　　　　　　　　１７６）
ればならないと強調していることである 。

　第２に，戦後歴代政府が投資刺激策として利用してきた投資税制（初期控除と投資控除）を検討

し， 財政費用対効果の観点から現行制度の大幅な変更を提起する。すなわち，まず投資税制を次

のように特徴づける。１９４５年に初めて導入された初期控除は自由償却や１００％償却等の形をとり

無利子融資と同等の意味をもつ加速償却であるのに対して，１９５４年に初めて導入された投資控除

は資産のフルコストを越えて免税措置を行なうものであり ，現行投資控除率は船舶（自由償却付

き）が４０％，プラント ・機械装置が３０％，産業用建築物が１５％である 。特に後者に関連して１９６５

年財政法に基づく法人税（標準税率＝４０％）導入は企業税制の大改革であり ，その重要な部分は企

業内に留保し再投資する利潤は従来より低税率としたこと（２４７５％）であると指摘し，その上に

投資控除総額が年額２億～２億５，ＯＯＯ万ポンドのオーダーに達していることを強調している 。

　そして，白書は，英国産業連盟（Ｃｏｎｄｅｄ。。。ｔ１ｏｎｏｆＢ．１ｔ１．ｈＩｎｄｕｓｔｒｙ）による会員向け調査によれ

ば最も強い支持のある刺激策は自由償却であり ，また現行の投資控除及び現金補助金にもかなり

の支持があることに言及しつつも ，政府はＣＢＩと調査結果を議論し財政費用の考慮から自由償

却を除外すること説明したと明言しているに留まり ，両者に新制度をめぐり対立が残っているこ
　　　　　１７７）

，１７８）

とを示唆している 。

　第３に，白書の第２節の目頭で，現行制度変更に関する２つの理由を説明していることである 。

まず最初の理由は，国際収支強化に対する最大の貢献という意味で十分効果的であるためには現

行制度の利益は余りに拡散し過ぎている，という評価である。それ以外の投資控除の欠陥として

列挙されたのは，投資控除の当初効果は投資支出実施後平均１８ヵ月迄感知されないこと，十分な

大きさの利潤が得られない企業にとっ ては初期の助成を提供しないこと ，またＣＢＩ調査でもか

なりの数の企業が投資決定に際して租税控除を十分には考慮していないことである。さらにその
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７９）
上， 法人税制の基本的目的の一つが投資控除の目的と重複している，と見なした 。

　こうした検討結果に基づき ，表Ｖ －１４に示したように，新制度提案では投資控除は全廃され

るとともに，競争力回復のために別個の産業政策の検討対象とされた造船業を例外として開発区

域における自由償却も廃止とされ，それに代わって現金補助金が全国 ・開発区域ともに格段に強
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８０）
化され，初期控除は主として現金補助金給付のされないケースに温存されることになっ

た。

（１９１）
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表Ｖ －１４　１９６６年１月白書『投資刺激策』の政策提案～現行制度と新制度の比較

現行制度 新制度

租税控除
１）

補助金
租税控除

１）

補助金
投資控除１初期控除 投資控除１初期控除

【Ｉ ．一般的適用】

全　国

現）新プラント ・機械装置
・

３０％　１１０％

現）中古プラント ・機械装置
一 一　１３０％

新）投資補助金適格プラント ・機被憂直
一‘’

２０％ 一　　　１　　　　－　　１

．更）不適格プラント ・機械装置（中古を含む）
・ 一　１　 ３０％１

新産業用建築物 ・構築物
ｉ

１５％　；　 ５％
一 一　１　 １５％

現）開発地区〈新）開発区域〉

産業事業用プラント ・機械装置

現）新規プラント ・機械装置 １Ｏ％
２）

３０％　１自由償却４

現）中古プラント ・機械装置 １０％
２）

一　１３０％
その他のプラント ・機械装置

現）新規プラント ・機械装置
■

３０％　１１０％

現）中古プラント ・機械装置
■ 一　１３０％

新）投資補助金適格プラント
’・

雇祇裏巨
一一’

４０％ 一　　　　、　　　　　一　　１

．暫２不適格プラント ・機械装置（中古を含む）
一 一　１　 ３０％１

新建築物 ・構築物／産業用 ２５％
２）

１５％　１５％ ２５％
２）

．３５％
３）

一　；　 １５％

非産業用 ２５％
２）

■
２５％

２）

．３５％
３）

Ｉ　　　　ｌ　　　　　■

【ｎ ．特別項目】

船　舶

新造船（新制度／漁船を除く）
■

４０％１自由償却４ ２０％ 一　１自由償却 ４）

中古船
一 一　１３０％

一 一　１　 ３０％

航空機も含むヴィーイクル

個人用自動車
‘

一　　　　１　　　＿
■

一　　　　：　　　　　＿

その他ヴィーイクル　新規
１

３０％　１１０％

中古
■

３０％ １一 一　１　 ３０％

新）適格産業過程用の特殊型可動表侍
一一

薪妊 ２０％（４０％
ホ５ Ｉ’’

．
中古

一 一　１　 ３０％１

コンピュータ　新規
‘

３０％　１ユ０％ ２０％ 一　　　　１　　　　　＿

中古
■ 一　１３０％ ‘ 一　１　 ３０％

科学研究用プラント ・機械装置

現）新規
・

３０％　１１００％償却

現）中古
一

一　１１００％償却

新）適格産業過程関連／新規 ２０％（４０％ ホ） 一　１１００％償却１

新）中古または非適格
■

一　１１００％償却１

科学研究用新建築物

全　国
ｉ

３０％　１１００％償却
一

一　１１００％償却

現）開発地区〈新）開発区域〉 ２５％
２） ３０％　１１００％償却 ２５％

２）

．３５％
３）

一　１１００％償却

備考）１）初年度に自由償却または１００％償却の資格を有する資産とは別に，年次控除はプラント ，機械装置及び建築

　　　　物に対する異なる率で行なわれる。補助金が給付された場合には，年次控除は招来した資本支出の差額に基

　　　　づくものとする 。

　　　２）当該補助金は，適切な雇用の提供を条件とする 。

　　　３）雇用の提供を条件とする３５％の建築物補助金は，商務省が追加助成が必要であると見なす特定の新事業に

　　　　給付するものである 。

　　　４）「自由償却」とは，納税者が通則で規定された償却率に代わり適当な任意の償却率で税務上の償却控除を請

　　　　求できることを意味する 。

　　　＊　開発区域における特定事例に適用される 。

資料）Ｆｌｒｓｔ　Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ　ｏｆ　Ｓｔａｔｅ ＆Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ　ｏｆ　Ｓｔａｔｅ　ｆｏｒ　Ｅｃｏｎｏｍｃ　Ａ丘ａ１ｒｓ，Ｃｈａｎｃｅ１１ｏｒ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｘｃｈｅｑｕｅｒ　ａｎｄ　Ｐｒｅｓｌ
　　ｄｅｎｔ　ｏｆ　Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ（Ｊａｎ．１９６６），ル閉肋舳〃鮒３〃伽硲Ｃｍｎｄ．２８７４，ＨＭＳＯ，ｐｐ．１７ －９，より作成 。

（１９２）
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　最後に，「第４節　開発区域」で提案された新たな地域政策の骨格を整理しておきたい。それ

はまず現行の開発地区に代わる開発区域の復活と現行の失業率基準に加えて人口変動や雇用趨勢

等経済情勢を考慮した指定基準の拡大であり ，その結果として後掲図Ｖ －７に見られるように ，

北部地域，スコットランド及びウェールズの全域に亙る開発区域指定の提案となっ た。 次に，全

国に倍する開発区域におけるプラント ・機械装置に対する４０％の投資補助金，新建築物に対する

２５％の標準補助金に加えた投資控除廃止の代替措置として１０％の特例追加補助金である。さらに

地方行政府に対する荒廃地（遺棄地）整備補助金の現行率（８５％）での存続や基礎的サーヒス提供
　　　　　　　　１８１）
の継続の提案である 。

　以上，分析した労働党独自の新たな産業政策及び地域政策の提案の骨子は６６年３月総選挙の公

約の「第２部　強い経済」の中に産業再編成公杜や鉄鋼業再国有化等の諸提案とともに盛り込ま
　１８２）

れた 。

１７６）　Ｆ１ｒｓｔ　Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ　ｏｆ　Ｓｔａｔｅ ＆Ｓ
ｅｃｒｅｔａｒｙ　ｆｏｒ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａ丘ａ１ｒｓ　Ｃｈａｎｃｅ１１ｏｒ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｘｃｈｅｑｕｅｒ，ａｎｄ

　Ｐｒｅｓ１
ｄｅｎｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ（Ｊａｎ１９６６），１舳６５肋６〃１〃６６舳刀６５，Ｃｍｎｄ２８７４，ＨＭＳＯ，ＰＰ３ －４

１７７）ＩｎｖｅｓｔｍｅｎｔＩｎｃｅｎｔ１ｖｅｓ
，ｏク６〃，ｐ５ｃｆＲＷＲＰｒ１ｃｅ，ＢｕｄｇｅｔａｒｙＰ

ｏ１１ｃｙ
，１ｎ
Ｂ１ａｃｋａｂｙ（ｅｄ），Ｂ〃

　　おんＥ６０〃ｏ刎たＰｏ〃６ツ１９６０－７４，ｐ．１４３

１７８）パーソンズによれば，白書を作成した３人の大臣の問にも意見の相違があ った。すなわち，ジ ェイ

　　商相とキャラハン蔵相は，産業連盟に同調して，開発区域における補助金と自由償却の制度を選好し

　　たが，ブラウン副首相兼経済相が補助金制度を支持したという 。そして，ジェイは新開発区域権限が

　　前進する限りで自説にほとんど頓着しなか ったといわれる 。（Ｐａｒｓｏｎｓ，ｎ３Ｐｏ脇６０ＺＥ６０〃ｏ榊げ

　　Ｂｒ〃３んＲ６４ｏ舳Ｚ戸ｏ伽ヅｐ．２３２．［Ｎｏｔｅ６４１）

１７９）　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ｉｎｃｅｎｔ１ｖｅｓ
，ｏク６〃 ，ｐ６

１８０）　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ｉｎｃｅｎｔ１ｖｅｓ
，ｏク６〃 ，ｐｐ７－８

１８１）　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ｉｎｃｅｎｔ１ｖｅｓ
，ｏク〃

，ｐｐ１２，１４ －５

１８２）　Ｃｒａｉｇ，Ｂブ〃５ん　Ｇ舳６ｍＺ　ＥＺ３〃ｏ〃　〃伽批並０３ １９５９－１９８Ｚ　ＰＰ．８２－６　（ＰＡＲＴ　２： ＳＴＲＯＮＧ

　　ＥＣＯＮＯＭＹ）

　Ｖ －２－３－１１９６６年産業開発法をめくる労働 ・保守両党の政策論争　　１９６６年産業開発法案

は， １９６６～６７年議会招集直後の５月４日 ，ウィルソン首相初め第１副首相兼経済相，蔵相，スコ

ットランド相，住宅 ・地方行政相，科学技術相，ウェールズ相の７名の閣僚等が連名で支持する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８３）
形をとっ た重要法案として，ジェイ商相により下院本会議に提出された。法案のその後の経過は ，

５月１６日に第２読会を通過，その後常任委員会審議，７月１９日の報告段階 ・第３読会審議により

政府修正案を含んで下院を通過 ・上院へ法案送付，上院での４日問（７月２５日 ，８月２日 ，４日 ，

８日）に亙る審議により上院修正法案成立 ・下院へ回付，８月１１日に下院は上院修正法案を否
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８４）
決・ 上院に伝達，８月１２日に上院は下院での決定を承認して成↓した。（勅裁は８月１２日）

　そこで，上下両院議会議事録を手掛かりにして，産業開発法案に関わる産業振興及び地域政策

の対象と手段についての労働 ・保守両党の政策姿勢の相違点を検討したい 。

　労働 ・保守両党の政策姿勢の相違点は，法案審議の第２読会（法案の基本原則を審議）における

シェイ商相の法案に関する趣旨説明とそれを批判する保守党＝ハーハー（Ａｎｔｈ．ｎｙ　Ｂ。。ｂ。。／オルト

リンチャム＆セール ：チェシャー／後のヒース政権蔵相）による代表演説と第２読会を拒否する修正動

（１９３）
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議の提出，さらには保守党の第２読会での記名投票による採決姿勢に集約的に表われた 。

　扱て，ジェイ商相は第２読会冒頭で，法案はこの国の産業的進歩をスピード ・ア ップする重要

な手段であり ，開発区域の産業的拡張を加速し過密区域ではそれを抑制するために政府の権限を

拡大かつ大いに強化するものであると総括的に特徴づけた上で，まず地域政策に関する主要点を

以下のように説明した。第１に１９６７年３月に期限となる１９６０年地方雇用法の代替法案である，第

２に失業率という現行の唯一の指定基準を変更して開発区域の境界を大幅に拡大するものである ，

第３に開発区域指定は前保守党政府における商務省の行政決定だけでなく議会承認を必要とする

行政令によっ て行なう ，第４に投資補助金以外の補助金とＩＤＣの授与 ・否認の選択的利用によ

る開発区域への新産業誘致のために商務省に大きな選択的権限が必要である，第５に１９４５年産業

配置法の積極的な主要権限の継承と拡大（商務省による資金調達，工場及び工業団地の建設と所有，基

礎的サービス及び荒廃地［遺棄地１整備のための助成措置）を図るものである，最後に開発区域の建築

物補助金は標準率２５％の外に雇用創造が期待できる新プロジェクトには３５％に引上げることがで
　　　　　　　　　　　　　　１８５）
きるようにしたこと ，以上である 。

　その上で，ジェイ商相は，全国 ・開発区域に共通する製造業を中心とする主要な投資助成策を

現行の現金補助金と資本（租税）控除（投資控除及び初期控除）の二本建て制度から現金補助金一

本建て（全国基準２０％，開発区域基準４０％）に統合する法案第１部の趣旨説明を行なっ た。 ジェイ

は， 初期控除は戦後産業発展の促進のために古い歴史的な損耗控除の補完として出発したが今日

では導入の趣旨に不適合となり整理が必要なこと ，また投資控除はＣＢＩ調査によれば多くの企

業が投資決定の際に殆ど留意していないこと ，さらに自由償却は大多数の企業が支持しているが

余りに財政負担が大きすぎることを指摘し，投資補助金には回答企業の２８％が選択した事実を挙
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８６）
げた上で前述の白書に沿った積極的役割を強調した 。

　他方で，野党＝保守党との最大の対立点であるホテル ・観光等サービス産業に関して，ジ ェイ

商相は，¢プラント ・機械装置に対する初期控除は１０％から３０％に引上げたこと，◎開発区域

では２５％または特別の条件を満たせは３５％の建築物補助金が利用できること ，　また英国旅行

協会（Ｂ。血。ｈ　Ｔ。。。。ｌ　Ａ。。ｏ．１．ｔ１ｏｎ）を通じて観光業界には特別の年次補助金を給付していることを

挙げ，これら３重の助成が，外貨で総収入の２５％ないし３０％を稼得している製造業に比べて，観

光業界～例えはホテル業界はその７％を外貨で稼得しているのに過ぎない～の国際収支に対する

重要性に関する政府の認知の証拠であると強調し，法案はサーピス産業を軽視しているわけでは
　　　　　　　　　１８７）
ないと敢えて強弁した 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８８）
　保守党の代表演説に立ったハーハーは，発言の冒頭で第２読会を拒否する動議を提出し，同時

に労働党政権成立以来の投資税制や法人税導入をめくる混乱を非難しつつ，法案に反対する投資

刺激策の一般的論点と地域政策に関する２つの問題を提起しその理由を詳論した 。

　最初の投資刺激策の　般的論点とは，法案における提案は以下に挙げる６つの理由で不健全で

あるという主張である。第１に，法案は流通 ・サービス産業に対する不公平かつ経済的にバカげ

た差別であり ，（審議中の１９６６年財政法で提案されている）新たな選択雇用税をも考慮すると ，流

通・ サービス産業は最も筋の通らない強打を受けることになる。第２に，多くの場合，実際上 ，

産業の設備投資に関する現金便益を削減するものである。第３に，提案は収益性を考慮せずに投

資に対する現金補助金を給付するものである（資本［租税１控除こそ企業の効率的経営の結果として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９４）
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の利潤と連結し，現金補助金より優位な制度である，という保守党の年来の主張）。 第４に，政府が選択

した行政制度は最も煩雑で費用の掛かるものであるからである。第５に，商工業からの支持が最

も少ない制度を提案していることである。第６に，訴訟権の見せかけさえなし（「これこそ社会主

義だ！」と言う）で毎年２億５０００万ポンドもの公金の配分を商務省官僚の絶対的自由裁量に委せ
　　　　　　　　　　　　　１８９）
るのは問違っているからである 。

　つぎに，バーバーは，野党＝保守党は開発地区を支援する政策を全面的に支持するものである

と前置きした上で，労働党政府の地域政策に関する新提案を以下の３点に亙って批判した。第１

に， 開発地区を廃止して開発区域に代替して，前保守党政府が１９６３年に採用した政策的成功の見

込みの高い成長拠点政策（ｔｈｅ　ｐｏ１ｉ．ｙ．ｆ　ｇ．ｏｗｔｈ　ｐｏｉｎｔ。）の概念を放棄したのは遺憾である。第２に ，

観光 ・サービス産業から投資控除を除外するという政策は開発区域の多くの地区で重大な打撃を

与えるものである。第３に，法案第１６条（成立法第１８条）の開発区域における会杜の株式発行に

よる政府ローン返済及ぴ株式への応募 ・取得による助成は白書にもなく総選挙前に開示されてい

ないものであり ，これは議会の何らの関与なしに国家が国土の半分に及ぶ開発区域における会社

を保有 ・統制しようとする「労働党左派にとっ て美酒である」もう一つの社会主義的提案であり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９０）
産業再編成公社や鉄鋼国有化の提案に続くものである 。

　この後４時間余り続いた与野党の議論は，以上の諸論点を個別的に詳論するか発言者の選挙区

の実情に照らした評価に関わるものであり ，目新しい論点は提起されなかった。自由党は留保付

きで法案に賛成の姿勢を示した。唯一の止目すべき論点は，新開発区域提案に含まれる過疎区域

（典型的にはスコットランドのハイランド）では就業者の圧倒的多数は農業とサービス産業に従事し

ており（ハイラントでは９０％），産業開発法案及ひ財政法案（選択雇用税条項）により不利になり企
　　　　　　　　　　　　　　　１９１）
業立地は進まないという指摘である 。

　最後に政府を代表して総括答弁をしたのは経済省副大臣＝アルビ ュー（Ｍｉｎｉ．ｔ。。ｏｆ　Ｓｔ．ｔ。，Ｄ 。一

ｐａ・ｔｍｅｎｔ　ｏｆＥ
ｃｏｎｏｍ１・

Ａｆｆ・１・・［Ｍ・Ａｕ・ｔｅｎ Ａ１ｂｕ１）であるが，ハーハー議員を初め野党フロント ・ベ

ンチは法案に対する反対票を得るために手の込んだ攻撃をしたが実質的な内容はほとんど攻撃を

受けなかったという強気の発言をした外はほとんど既に言及した論点の繰り返しであり ，注目さ

れる点は法案に訴訟権条項がない理由を説明した部分である。すなわち，訴訟権付きの投資控除

に関する委任規定のある１９５４年財政法は裁判の結果，法解釈が著しく拡大されて政策的意図が台

無しにされた教訓があり ，訴訟権を認めると法案における差別的政策は機能しない，という主張
　　１９２）

である 。

　法案は記名投票採決に付され，賛成２５５票対反対１５７票で第２読会で通過し，常任委員会に付託
　　１９３）

された 。

　７月１９日 ，法案は常任委員会審議を経て下院本会議の報告段階審議に諮られた。政府側からの

野党提案を含めたかなりの条項について多数の細目的規定に関する修正提案（そのうち新条項は

「開発区域における建築規制の免除」＜成立法第２９条〉及び「北アイルランド議会の権限」＜同，第１４条〉）が

採択される一方で，野党＝保守党は修正動議を連発した。その中で保守党が主に投票採決を要求

した修正案を中心に重要と思われるのは，¢訴訟権に関する新条項修正案，　第１条の補助金給

付対象に選択雇用税及び投資控除廃止で大打撃を受けると見なしたホテル ・レストラン等サービ

ス業を加える修正案，　補助金を受ける会社組織の細目規定（持株関係）に関する修正案及び＠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９５）
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一般ローン及ぴ補助金の供与に対する株式発行に制限を加える修正案等であ ったが，すべて否決
　　１９４）

された。そして直ちに第３読会に入り ，保守党はジェンキン議員（ウォンステイッ ド＆ウ ッドフォー

ド／グレータ ・ロンドン： 後のサ ッチャー政権環境相）が第２読会でのバーバー発言とほぼ同様の法案

に対する総括的な反対意見を表明したが，野党発言を締め括ったノー ブル（元スコットランド相）

は政府与党による野党提案を含む２５項目に及ぶ法案の修正処理を是として敢えて記名採決投票を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９５）
要求せず，政府修正を含む法案は下院を通過した 。

　ところが，８月２日 ，上院での法案審議の委員会段階（全院委員会）で採決の末，投資補助金

の受給資格に関する第１条の「適格な産業過程」に対する２つの追加修正案が成立し，８月８日

の本会議も通過したのである。すなわち，第１に，下院審議で最大の対立点になっ た「（・）ホテ

ル， レストラン ，酒類販売免許店（１１。。ｎ。。ｄ　ｐ。。ｍ１。。。）またはその他の同様の営業施設の運営」等 ，

サービス業を補助金給付対象とする修正案を賛成５４票 ・反対５３票という１票差で可決し，第２に ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９６）
賛成６８票 ・反対５１票で「材木の採取及ぴ付随作業所」を補助金給付対象に加えたことである 。

　８月１１日 ，上院から修正法案の回付を受けた下院は，ホテル，レストランやパブ等のサービス

業のプラント ・機械装置を含む投資補助金の無差別的給付の是非をめぐる政府与党＝労働党と野
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９７）
党＝保守党の論争を再燃させたが，記名投票採決で２つの修正案を否決した。翌日 ，それを受け

た上院は保守党の工ロール卿（元マクミラン政府商相）による遺憾の意思表明があ ったが，下院の
　　　　　　　　　１９８）
探決結果に同意した 。

　こうして成立した１９６６年産業開発法は，既に分析した同年１月の白書『投資刺激誘因』で提案

された諸政策措置のうち投資税制部分（投資控除，初期控除 ・自由償却）を財政法に委ねた外は ，

投資補助金対象に建設業を加えたのが実質的な意味で唯一の追加修正であり ，基本的には白書の

政策措置を法制化したものである 。（表Ｖ －１５を参照）

表Ｖ －１５　１９６６年産業開発法の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【本法の正式名称】

　新事業資産調達費用に対する議会提供資金からの補助金給付を定め；１９６０年及び１９６３年地方雇用法下での新開発区域に関

する権限行使を定め，さらに同法のその他の修正を行ない： 産業開発許可証に関する新条項を定め；１９６２年海水漁業法第３

条を修正し；さらに関連目的を定める法律（１９６６ｃ．３４，勅裁 ：１９６６ ．８ ．１２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【第１部　投資補助金】

［第１条１機械装置及びプラント～（１）商務省は以下のいずれかのためにグレート ・ブリテン（以下，ＧＢと略称する）で使

　用に供する新規の機械装置及びプラントを調達するＧＢの事業経営者に招来した公認資本費用（ａｐｐｒｏｖｅｄｃａｐｉｔａ１

　ｅｘｐｅｎｄｉｔｕｒｅ）に対して補助金を給付することができる　（・）適格産業過程（ｑｕａ１ｉｆｙｉｎｇ　ｉｎｄｕｓｔｒｉａ１ｐｒｏｃｅｓｓ）の遂行，（ｂ）適

　格産業過程に関連する科学研究（ｓｃｌｅｎｔ１丘ｃ　ｒｅｓｅａｒｃｈ）の遂行。（２）適格産業過程の定義　（・）物品（ａｒｔｌｃ１ｅ）の製造，（ｂ）石炭 ，

　石油またはその他鉱石，塩水，泥炭または天然ガスの探査，抽出または取得，販売準備，（・）エネルギーの産出，（ｄ）船舶

　の修理，保守，改造または改装，（・）建築物または道路を含む建設または土木工学技術のその他のいずれかの固定事業所の

　建設，改造または解体。（３）特定の場合を除く ，修理，保守，保管または包装を適格産業過程の付随過程として扱わない規

　定。（４）（５）特定用途の機械装置及びプラントを適格とする規定（略）（６）補助金率規定～本法第７条による行政令を条件

　として（以下の補助金率規定はすべて同様），費用の２０％とする。但し，別表１に従って開発区域資格がある限りでは費

　用の４０％とする。（７）補助金の受給資格のない機関（別表２）（略）。（８）科学研究の遂行用のあらゆる種類の物品の試作品

　製造への適用 。

［第２条１コンピュータ～（１）新コンピュータ調達により招来した公認資本費用に対する補助金規定。（２）補助金率は２０％ ，

　但し開発区域では４０％。（３）補助金対象となるコンピュータの使用規定（略）。

［第３条１ホーヴ ァー・ ヴィーイクル（ｈｏｖｅｒｖｅｈｉｃｌｅｓ）～（１）新ホーヴ ァー・ ヴィーイクル調達により招来した公認資本費

　用に対する補助金規定。（２）補助対象からの除外規定，（・）通常ＧＢに居住していない個人，（ｂ）ＧＢに法人登記されていな

　い法人。（３）補助金率は２０％とする 。

（１９６）
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［第４条１賃借資産（ｈｉｒｅｄ　ａｓｓｅｔｓ）～（１）本法第１部での機械装置またはプラント ，コンピュータ或いはホーヴ ァー・ ヴィ

　ーイクルの調達には第３者からの賃借による調達を含まないものとする。また，第３者への賃貸用資産の調達によっ て招

　来した費用に対して前記の諸条項による補助金を受給できるものとは解釈されない。（２）本条の諸規定を条件として，商務

　省は，ＧＢで前項の資産の調達賃貸業を営む者にそのいずれかの新資産の調達のために招来した公認資本費用に対して補

　助金を給付することができる。以下～補助対象となる資産賃貸業の細目規定（略）（３）補助金率は第１条～第３条に準ず

　る 。（４）（５）（囲各）ｏ

［第５条１船舶～（１）商務省は，ＧＢの事業者にＧＢでの使用に供するか否かに関りなく新船舶の調達によっ て招来した公認

　資本費用に対して補助金を給付することができる。（２）船舶の新しい部分に対する第１項に準ずる規定。１３）補助対象から

　除外される船舶，（・）１８９４年商業海運法（Ｍｅｒｃｈａｎｔ　Ｓｈｉｐｐｉｎｇ　Ａｃｔ１８９４）第１部による英国で登録されていない船舶 ，（ｂ）

　１００グロス ・トン未満または自動推進式でない船舶。（４）補助対象から除外される個人または法人，（・）大英帝国市民で同時

　に通常ＧＢに居住していない個人，（ｂ）ＧＢに登記されていない法人。（５）（略）（６）補助金率は２０％。（７）用船（チャータ

　ー）による調達を補助対象から除外する規定 。

［第６条１鉱業作業所～（１）商務省は，石炭，石油またはその他鉱石，塩水，泥炭または天然ガスの探査，抽出または取得

　の過程またはその付随的過程を遂行するためにＧＢで作業所を設置したＧＢの事業者に補助金を給付することができる 。

　（２）１９６４年大陸棚法（ＣｏｎｔｉｎｅｎｔａｌＳｈｅ１ｆＡｃｔ１９６４）第１条７項で指定されたあらゆる区域の作業所は，本法の目的のため

　に，ＧＢで設置されたものと扱われる 。（３）補助金率は，通常２０％，開発区域の場合は４０％とする 。（４）別表２に列挙された

　機関の補助金受給不適格規定。（５）第３者からのリースによる作業所の補助対象からの除外規定 。

［第７条１補助金率を変更し補助適格資産をさらに追加する権限～（１）商務省は，大蔵省の同意を得て定められた行政令によ

　り以下の事項を行なうことができる　（・）本法の前記の諸条項により ，該当条項が適用されるあらゆる資産に関してかまた

　はかかる資産の等級または種類に関して，支払われる補助金率を変更すること ，（ｂ）本法第１部の前記の諸条項では補助金

　の適格性をもたない等級または種類の資産に関して，当該行政令により規定された補助金率で第１部の下での各種補助金

　を給付する規定を定めること 。（２）第１項（ｂ）による行政令は特に第４条により不適格であ った各種補助金給付の規定を定

　めること 。（３）本条での行政令は，その性格またはそれを使用する場所或は目的に関してそれを適用する資産を指定し，さ

　らに様々な等級または種類の資産に関する別個の規定を定めることができる 。（４）本条による行政令は商務省にとっ て適当

　と思われる付随的かつ補足的な諸規定を含むことができる。これらの諸規定には当該行政令が効力を有する補助金率及び

　費用関連規定に随伴する修正を含む。（５）行政令の制定権限は事後の行政令で以前の行政令を変更または廃止する権限を含

　み，かつ委任立法（ｓｔａｔｕｔｏｒｙ　ｍｓｔｒｕｍｅｎｔ）により行使される 。（６）行政令は，同令制定日より２８日以内に両院議会により

　承認されなければ効力を失う 。（７）前項の期間の算定には議会の解散または停会中，或は両院が４日以上延会中である日数

　を含まない 。

［第８条１補助金給付関連条件～（１）給付補助金が関係条項の要件通りに運用されるのを担保するために商務省が適当と考

　える各種条件を賦課する。これには返還条件を含む。（２）商務省は，補助金給付条件が充足または遵守されているか，或は

　補助金がかかる条件に従って全額またはその一部が返還されたかを決定可能とするために，補助金受給者またはその代理

　人に，通知により指定した情報を提供させる，または帳簿，記録，或はその他の書類を検査のために提出させることがで

　きる 。（３）前項の情報 ・資料請求通知の手続き規定（略）。（４）通知の送達規定（略）。（５）商務省が権限を委任した担当官に

　よる補助金給付資産の付帯条件遵守確認等のための立入り検査権，立会人請求権に関する規定（略）。（６ト（１Ｏ）虚偽の説明

　書または書類作成，通知不履行，立入検査妨害及び補助金給付条件不履行によるその全部または一部の返還事態の商務省

　への通知不履行等に関する罰則（罰金及び禁固） ・起訴規定。（１１）スコットランドヘの適用 。（１２）（略）。

［第９条１不正な補助金申請～故意または過失による不正な補助金申請に対する罰則（罰金及び禁固） ・起訴規定 。

［第１０条１法人による違反（略）。

［第１１条１諮問委員会～（１）商務省は，本法第１部の運営に関して同省に助言するための１つ以上の委員会の任命を用意す

　るものとする 。（２）委員会は投資補助金諮問委員会（Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　Ｇｒａｎｔｓ　Ａｄｖ１ｓｏｒｙ　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ）として公表されるものとし

　かつ委員の半数以上は貿易，産業または（政府省庁職員以外の）財務または会計問題の関係者とする 。（３〕委員会の施設設

　備及びスタ ッフの提供及び委員への旅費，手当規定 。

［第１２条１年次報告～商務省による本法第１部の遂行に関する年次報告作成及び議会への提出義務 。

［第１３条１解釈及び補足規定～各種用語解釈及び補助金対象費用の日付（１９６６年１月１７日以後に招来または支払われた費

　用）

［第ユ４条１北アイルランド議会の権限（略）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【第２部　開発区域に関する諸権限】

［第１５条１１９６０年地方雇用法による諸権限の延長～（１）１９６０年地方雇用法第１部により授与された諸権限は，同法第１条第

　６項に拘らず１９６７年３月３１日以後引続き行使できるものとする。同法の諸条項は，第１条第２項で規定された開発地区
　（ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔｄｉｓｔｒｉｃｔｓ）に代わり ，開発区域（ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔａｒｅａｓ）として公表されるＧＢの区域に関して効力を有する 。

　（２）開発区域は商務省の行政令により指定され，商務省は本項により現行行政令を適宜新行政令により改廃できるものとす

　る 。（３）開発区域とは，商務省の意見により ，産業の成長と適正な配置を奨励する特別措置が必要な区域とする。第２項の

　権限行使に当り商務省は，雇用，失業，人口変動，移住の状態及び地域政策の諸目的を含む現実的かつ予測される全ての

　事情を考慮するものとする 。（４）第２項による行政令は開発区域を職業紹介所（ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　ｅｘｃｈａｎｇｅ）区域に関して記

　載できる。（５）第２項による行政令制定権限は委任立法手続（両院議会の決議）により行使できる 。（６）開発区域指定基準

　に関する関係法令との調整規定（スコットランドを含む）。（７〕１９６０年法第２ ・３及び４条による権限行使に当り商務省が

（１９７）
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　考慮すべき事項，（・）費用と予測雇用との関係，（ｂ）当該開発区域のその他の地区及びその他の開発区域における雇用への

　随伴効果。（８）１９６０年法第１条第４項による開発地区が本法での開発区域に指定されなかった場合の調整措置規定～本法施

　行前に着手，受理または合意された商務省による建築物，事業所の完工，補助金またはローンの給付等 。

［第１６条１機械装置 ・工場設備補助金の終結～（１）本条の諸規定を条件として，１９６３年地方雇用法第１条（機械装置 ・工場

　設備補助金）は失効するものとする。（２ト（４）本法施行前の補助金申請に対する移行措置規定（略）

［第１７条１建築物補助金に関する修正～（１）開発区域の建築物補助金は１９６３年地方雇用法第２条第１項による２５％から３５％

　に変更する。（２）予測雇用が３５％補助金を正当としないことが商務省にとっ て明白な場合，同補助金を２５％以下にすること

　ができる。（３）補助金の対象となる建築物には新築建築物の購入を含む，但し建築費に帰することのできない支出を掛酌し

　ないものとする。（４）賃貸用建築物で賃借人の要請による特別仕様を含みかつそれの対価として資本金額支払いを請求され

　る場合，当該金額を費用として補助金を給付できる。（５）建築物には建築物及び建造物の拡張を含む 。

［第１８条１一般的なローン及び補助金に関する修正～（１）開発区域における事業者が英国の法人会社の場合，（・）ローン供与

　条件に株式発行による商務省に対する債務履行を含む，（ｂ）商務省はローンまたは補助金の供与に代わりまたは並行して ，

　株式への応募または取得による助成を行なうことができる 。（２）１９６０年法第２４条（商務省の権限の行使）の承継。（３）～（４）

　（略）

１第１９条１工業団地公杜～（１）１９６０年地方雇用法第８条により設立された公社の名称変更，（・）（ｂ）（・）イングランド，スコット

　ランド及びウェールズの産業団地管理公社を，夫々 ，工業団地公社とする 。（２）各公杜は，工場建設或は工業団地の開発ま

　たは管理に関する助言サービスを提供する，またはその提供を支援する権限を有する。但し，その権限は商務省の同意を

　得かつ決定された方法による以外に行使されてはならない。（３）１９６０年法第９条に基づく公社のサービス，その他便宜の提

　供に関する規定の承継。（４）商務省の判断により開発区域における特別助成の必要のある事業に賃貸料無料で土地建物を公

　社に提供する権限 。

１第２０条１荒廃地（ｄｅｒｅ１ｉｃｔ　ｌａｎｄ）～（１）開発区域の土地に関して，（・）当該土地が遺棄 ・放置されまたは見苦しいと所管大臣

　に見傲され，かつ（ｂ）商務省にとっ て当該区域の産業開発に寄与させるために当該土地（以下，荒廃地と表記する）を利

　用に供しうる，または整備する措置を講じることが適当であると判断される場合，本条第２ ・３項による授与される権限

　が商務省及ぴ所管大臣により ，夫々，行使できるものとする。（２）合意または強制収用による荒廃地及ぴその他あらゆる土

　地の取得に関する商務省権限。（３）所管大臣は大蔵省の同意を得て第１項（ｂ）の目的のために当該土地が位置する州，カウ

　ンティ ・ボローまたはカウンティ郡の行政府に対して以下の補助金を給付することができる　（・）荒廃地等取得ための行政

　府権限行使の費用，（ｂ）行政府による荒廃地等での何らかの事業遂行の費用。（４）所管大臣の規定（住宅　地方行政大臣 ，

　スコットランド相及びウェールズ相）。（５）第３項のスコットランドヘの適用。（６）１９６０年第５条（本条に代替）の失効，但

　し本法施行前の補助金申講に対する給付を排除しない 。

［第２１条１１９６０年地方雇用法のその他の修正～（１）商務省権限（既存取得地での建築物 ・その他工場の近代化，改造または

　改築及ぴ既存取得地または新規の取得地での建築物の新設及ぴ工場の完成）。（２）基礎的サービス整備に対する財政的助成

　に対する関係大臣による産業開発への寄与の観点及び雇用提供目的からの検討義務。（３）商務省の財務表作成義務。（４）開発

　区域指定解除による各種助成の中断の防止。（５）１９６０年法第３条及ぴ６３年法第１４条第１項の失効。（６）（略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【第３部　産業開発許可証】

［第２２条１許可証を必要とする建築物の維持または土地利用の継続のための一定の許可申請（略）

［第２３条１許可証に付帯する制限または条件（略）

［第２４条１第２３条により課せられた条件に関する諸規定（略）

［第２５条１　「工業用建築物」の意味の拡張～事業向けの科学研究（自快　応用科学）用建築物への適用

［第２６条１１９６２年都市 ・農村計画法第３８条第２項（開発地区の適当な雇用提供の必要性への特別の配慮）～開発区域への適

　用

１第２７条１解釈（略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【第４部　雑 ・補足規定】

［第２８条１（漁業関連条項）（略）

［第２９条１１９６６年建築規制法第４条の開発区域に対する適用除外

［第３０条１財政規定～政府省庁による支出の議会承認，同収入の国庫への払い込みに関する規定 。

［第３１条１略称，引用，修正及び廃止，解釈，施行日及び適用範囲（略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別　　表】

〈別表１　投資補助金 ：開発区域支出〉

〈別表２　特定補助金に適格性をもたない機関〉（英国鉄道庁［Ｔｈｅ　Ｂｒｉｔｉｓｈ　Ｒａｉ１ｗａｙｓ　Ｂｏａｒｄ１以下１５公共企業体）

〈別表３　本法制定の結果に随伴する既存法の修正及び廃止〉

　資料）Ｂｕｔｔｅｒｗｏ血ｈｓ　Ｌｅｇａ１Ｅｄ１ｔｏｎａ１ｓｔａ丑（ｅｄ）（１９６７），Ｈｏ肋〃びき３刎〃３５ ゲ厄俗加払Ｖｏ１４６（１９６６） ，Ｂｕｔｔｅｒｗｏ汽ｈ

＆Ｃｏ．， ｐｐ．７４４ －５０，８１８－４６，より作成 。

（１９８）



　　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林）　　　　　　　　　　　６５

　１９６３年地方雇用法における地域政策の基本的枠組を変更した１９６６年産業開発法の特徴は以下の

ように要約することができる。第１に，開発地区を廃止し新しい開発区域に代替し，グレート ・

フリテンの国土の４０％，人口の２０％を包摂したことである。第２に，自由償却　プラント機械設

備補助金を投資補助金に代替し，利潤に対する控除に代わりあらゆる投資に対して現金給付を行

なうものとしたこと（開発区域では４０％，全国＝２０％）である。第３に，従来の２５％の建築物補助

金に３５％の特例を付加したことである。第４に，開発区域における産業開発への寄与を条件とす

る８５％の荒廃地（遺棄地）整備補助金（全国＝５０％）を存続したことである。第５に，商務省によ

る賃貸 ・売却用工場の建設及びローン ・補助金給付に関する地方雇用法体系の当該部分を継承し
　　　　　１９９）
たことである 。

　そして，１９６５年財政法による企業所得税制改革（従来の合計５６％の所得税プラス利潤税に代わる基

準税率４０％の法人税導入［但し租税控除評価額の全廃を含む１）及び１９６６年財政法による投資税制改革

を考慮して，保守党政権下における地方雇用法体系と１９６６年産業開発法による製造業に対する投

資促進策を総合的に比較評価すると ，全国レベルでは政策的後退であり ，開発区域では刺激誘因
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００）
の強化という２極分化傾向が推定できる。しかも ，それを後述する開発区域の製造業に対する地

域雇用プレミアムが加速したのである 。

１８３）Ｐ〃伽肋肋びＤ３６〃３３（Ｈ伽鮒４）（１９６６ －６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７２７，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏ１ｓ．１６３５－ ６，

１８４）付言すれば，産業開発法案は重要法案として通常であれば「全院委員会」方式で審議されたと思わ

　　れるが，６６～６７年議会における最大の与野党対決法案は産業開発法案とも関連して次項で検討する選

　　択雇用税を中心とする１９６６年財政法案と関連する選択雇用還付法案が委員会段階で「全院委員会」に

　　付託されたのである 。

１８５）Ｐ〃Ｚ６舳舳切びＤ３６〃６３（Ｈ伽ｗ４）（１９６６ －６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒｉｅｓ，ＶｏＬ７２８，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ
，

　　
ｃｏ１ｓ．９４１－６

１８６）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク６〃

，ｃｏ１ｓ ９４７－５５

１８７）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，砂 ６〃
，ｃｏ１ｓ ９５５－６

１８８）この動議の全文は以下の通りである 。「本院は，収益性の高い投資の実際的奨励を歓迎するもので

　　あるが，流通　サーピス産業を差別し，産業が開発地区に移転する誘因を減らし，さらに商務省に国

　　家による統制と産業所有の領域を拡大する権限を与える法案の第２読会通過を拒否するものである 。」

　　（Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏ戸６〃
，ｃｏ１９５７）

１８９）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏ〃６〃

，ｃｏ１ｓ ９６０－８

１９０）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク６〃

，ｃｏ１ｓ ９６８－７３

１９１）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃 ，ｃｏｌｓ９７３
－１０４６．１０５０

１９２）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃
，ｃｏ１ｓ１０４６－５８

１９３）　Ｐａｒ１ｌａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃
，ｃｏ１ｓ１０５７－６２

１９４）肋〃１舳６肋びＤ３６〃６５（Ｈ伽鮒♂）（１９６６
－６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７３２，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ　ＨＭＳＯ

，

　　
ｃｏ１ｓ．３９８－５７０

１９５）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，功 ６〃
，ｃｏ１ｓ５７０－８５

１９６）　Ｐ
ｏブ伽刎舳勿びＤ６加倣（Ｈｏ郷ｏ〃）（１９６６－６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１ＣＣＬＸｍ，Ｈ

ｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｌ
ｏｒ
ｄｓ

，

　　ＨＭＳＯ，ｃｏ１ｓ．１２４０－５２．１２６２－９．１５８５－９８

１９７）戸〃Ｚ〃倣伽びＤ３６倣５（Ｈ伽５伽３）（１９６６ －６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７３３，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏ１ｓ．１９６５－９６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９９）



６６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

１９８）　Ｐ〃伽刎舳吻びＤ６６〃６５（Ｈｏ郷ｏ〃）（１９６６
－６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒｌｅｓ，Ｖｏ１ＣＣＬＸｍ，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｌｏｒｄｓ ，

　　ＨＭＳＯ，ｃｏｌｓ．１９２５－
８，

１９９）ＭｃＣｒｏｎｅ，砂 ６〃 ，ｐｐ１３１－
６， Ｋｅｅｂ１ｅ，１〃狐肋〃Ｌ０６伽ｏ刀伽４Ｐ伽舳ｇ刎 伽ひ伽〃Ｋ２〃ｇ

　　６ｏ桝ｐ２２９ ，Ｒａｎｄａ１１，ｏク６〃 ，ｐｐ３５－ ６， ＭｃＣａ１ｌｕｍ，ｏク６〃 ，ｐｐ１６－７

２００）ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏ少６批， ｐ．
１３６

　Ｖ －２－４１９６６６７年における投資税制の後退と選択雇用税及び選択雇用 ・地域雇用プレミア

　　　　　ム給付制度の新設をめくる労働 ・保守両党の政策論争

　１９６６年財政法における特に選択雇用税（Ｓ．１。。ｔ１。。 Ｅｍｐ１．ｙｍ．ｎｔＴ．ｘ）の新設及ぴ産業開発法と直

接連関した全国レベルの投資控除及ひ開発区域の自由償却の廃止，関連立法である１９６６年選択雇

用還付法（Ｔｈｅ　Ｓｅｌｅｃｔ１．ｅ　Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　Ｐａｙｍｅｎｔ． Ａ．ｔ１９６６）による製造業に対する選択雇用税のプレ

ミアム（選択雇用プレミアム／Ｓｅ１ｅｃｔ１ｖｅ Ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔＰｒｅｍ１ｕｍ）付き還付をめくる諸問題は１９６６年に

おける労働 ・保守両党の一大政策論争に発展し，さらにその延長線上に位置し新規の地域政策条

項を盛り込んだ１９６７年財政法による開発区域の製造業に限定した平年度助成額１億ポンドに達す

る地域雇用プレミアム（Ｒ．ｇ１ｏｎ．１ＥｍｐｌｏｙｍｅｎｔＰ。。ｍ．ｕｍ以下，必要に応じてＲＥＰと略称する）問題は

前年の論争を再燃させた 。

　Ｖ －２－４－１選択雇用税及び選択雇用 ・地域雇用プレミアム構想の背景　　これらの政策措

置のすべてが地域政策に直接に関連するものではないが，これらの分析を通じて地域政策が経済

政策全体の基本的フレームワークの中に積極的に位置付けられ，優先順位を高めていた政策分野

であることが理解できるのであり ，そのために必要の限りで言及したい 。

　扱て，３月総選挙で５月３日まで延期されていた１９６６年度予算は，ポンド危機が束の間の小康

状態にあ ったとはいえ，年初来，所得，消費及ぴ輸入はすべて予測より高水準であり国内需要圧

力の緩和を予測させる兆候はなく ，また１月の失業率は１ ．２％という「超完全雇用」にあり ，デ

フレ的でなければならないとされていた。しかし，キャラハン蔵相は，選挙運動の当初，厳しい

増税の必要性を否定していた。こうした事情が，大蔵省が準備した伝統的なデフレ予算案を余り

にありふれた大蔵省の処方菱の繰り返しでありすぎるとしてウィルソン首相や主要経済閣僚が明

確に拒否し，構造改革的側面をもつ租税であれば選挙前声明の違反とはそれ程思われないであろ
　　　　　　　　　　２０１）

、２０２）

う， と確信した背景にあ った 。

　そこで，キャラハンが新しい租税 ・財政政策の構想と立案における支援を求めたのは，１９６４年

の労働党の政権復帰以来大蔵大臣特別顧問で，租税政策の専門家であると同時に卓越したケンフ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０３）
リソ ジ・ エコノミスト・ ポスト ・ケインジアンのリーターであ ったカルドア（Ｐ．ｏｆＮｌｃ

ｈｏ１ａｓ Ｋａ１ｄｏ。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０４）
であ った。そして，カルドアの理論と構想によっ て選択雇用税と製造業に対する選択雇用 ・地域

雇用プレミアムの政策提案が具体化されていっ た， といわれる 。

　それは３つの系譜で構成される。すなわち，第１に，１９６６年当時，工業製品等財貨に対する購

買税や物品税というかなり重い課税がされていた一方で，サービスに対しては無税という ，サ ー

ビス業に有利な税制の歪みを是正する手段として，サービス産業に傾斜した選択雇用税の内容は

経済リベラル派にとって支持しうるものと見なされ，また大蔵省（官庁）エコノミストによっ て

現行税制の財貨とサービスの取扱上の格差を除去する方法として支持された。第２に，この新税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２００）



　　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林）　　　　　　　　　　　　６７

による歳入の一部を製造業にプレミアム付きで払い戻すこと（プレミアムは平価切下げ拒否に対する

僅かな裏口代替措置）によっ て， 製造業に対する暗黙の輸出補助金の役割を与え，国際収支の改善

に役立たせることを意図した。第３に，課税方式に人頭税的性格を持たせることによっ て， サー

ビス業における「過剰雇用」を解放し製造業への移動を奨励して，製造業の産出量と労働生産性

を増加させ，かくして高い輸出と急成長に導くという「ヴ ァードゥーンの法則（Ｖ。。ｄ。。ｍ
’。

　２０５）

Ｌ．ｗ）」を実現しようとした，と指摘されている。そしてさらに，この延長線上に，開発区域に

対する国内的な「地域的平価切下げ」（。。ｇ１ｏｎ．１ｄ。。。ｌｕ．ｔ１．ｎ＜Ｂ．１仇。ｎ〉）措置と見なされた製造業に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０６）
対する特別の賃金補助金である地域雇用プレミアムが位置付けられる 。

２０１）Ｍ．Ｓｔｅｗａｒｔ，ｏク泓 ，ｐ
．６４；Ｂｒｉｔｔａｎ，ｏク６批， ｐ．

３２４ －５

２０２）　ところで，ステ ユアートは，総選挙直後の平価切下げをめぐる世論は次のようになっ ていた，と指

　　摘している。すなわち，労働党内では左派は平価切下げを碗曲に要求していたが，中央派 ・右派はウ

　　 ィルソン首相等指導部次第の姿勢にあ った。他方で，シチー（金融界）と保守党はそれは気に入らな

　　いが我慢せざるをえない，という態度だった。こうして，経済的観点（国内需要圧力の下で追加輸出

　　や輸入代替生産の実行不可能性）からは平価切下げの好機ではなかったが，政治的には絶好の機会で

　　あ ったといわれる。それにも拘らず，ウィルソン政府は平価切下げを再び拒否したのである 。

　　（Ｓｔｅｗａｒｔ，ｏク６壮， Ｐ．
６４）

２０３）カルドアの経歴と研究業績については，次の文献を参照。Ｊ．Ｅａｔｗｅ１１ｅｔ　ａ１．（ｅｄ）（１９９１），ｎ３Ｎ伽

　　戸ｏＺ馴伽６　Ａ　Ｄ２６肋舳びｇグＥ６０〃ｏ舳６３，Ｖｏ１３，ｐｐ３－８　（Ｋａ１ｄｏｒ，Ｎ１ｃｈｏｌａｓ ／ｗｒ１ｔｔｅｎ　ｂｙ　Ａｄｒ１ａｎ

　　Ｗｏｏｄ）

２０４）カルドアの理論と構想の原典は，以下の文献である 。Ｋａ１ｄｏｒ（Ｄｅｃ．１９３６），Ｗａｇｅ　Ｓｕｂｓｉｄｉｅｓ　ａｓ　ａ

　　Ｒｅｍｅｄｙ　ｆｏｒ　Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ，ノｏ〃舳Ｚ　ｏグＰｏ〃ｚ６０Ｚ　Ｅｃｏ〃ｏ舳ｙ　Ｖｏ１４４，Ｎｏ６，ｐｐ７２１－４２ ，ｄｏ（１９６４） ，

　　公５０災ｏ〃 亙６０〃ｏ加６ Ｐｏ〃６以Ｖ
ｏ１ ．１，Ｄｕｃｋｗｏｒｓ

ｈ，

ｐｐ
．２９１－４；ｄｏ（１９６６），Ｃ伽蝸げ〃６８Ｚｏｚり Ｒ〃３ げ

　　亙６０刀ｏ伽６ Ｇブｏ鮒ん閉 伽ひ〃ｚ〃Ｋ閉ｇゴｏ舳，Ｃａｍｂｒ１
ｄｇｅ　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ 第１論文は全般的失業という条

　　件下で労働生産性向上による失業削減策における公共事業や金利引下げ等のその他の方法に対する賃

　　金補助の理論的優位性を説き（地域雇用プレミアムの原点），第２論文はサービス業 ・建設業と比較

　　した製造業の相対的に高い輸出比率を根拠にして，付加価値税の提案と関運してその一部を製造業に

　　対する暗黙の輸出補助金として利用するという主張を含み，第３論文は工業生産の高い成長率こそ高

　　い生産性向上，輸出急増及び高い水準の経済成長の必須条件であるという論理によりサービス業従事

　　者への課税による人的資源の製造業への移動を主張している 。（ｃｆ．Ｓｔｅｗａｒｔ，ｏか泓 ，ｐｐ．６５－６；Ｂ
ｒｉｔ

－

　　ｔａｎ，ｏ戸ご〃 ，ｐｐ３２５－６ ，Ｐｒ１ｃｅ，ｏ〃６〃 ，ｐｐ１５１－ ２， Ａ　Ｃａ１ｍｃｒｏｓｓ，丁加Ｂ〃ｚ５んＥ６０刀ｏ舳ツ舳６６１９４５，

　　ｐｐ．１５８ －９）

２０５）Ｓｔｅｗａｒｔ
，ｏ声６松， ｐｐ

．４５，６６．ヴ ァードゥーンの法則の詳細とカルドアによるこの法則の経済成長理

　　論への展開については，次の文献を参照。Ｊ．Ｅａｔｗｅ１１ｅｔａ１．（ｅｄ），ｏクｏ
〃．， Ｖｏ１．４

，ＰＰ
．８０４－６（Ｖｅ・ 一

　　ｄｏｏｍ’ｓ　Ｌａｗ／ｗｒｉｔｔｅｎ　ｂｙ　 Ｊ． Ｓ． Ｌ． ＭｃＣｏｍｂｉｅ）

２０６）　Ｂｒ１ｔｔａｎ，ｏクｃ〃 ，ｐｐ３２５－６，３４７
，Ｓｔｅｗａｒｔ

，ｏク６〃 ，ｐ６５ ，Ｐｒ１ｃｅ，ｏクｃ〃 ，ｐ１５１

　Ｖ －２－４－２１９６６年財政法（選択雇用税）及び１９６６年選択雇用還付法（選択雇用プレミアム）を

めくる政策論争　　１９６６年度予算案が５月３日に提出された後，予算関連法案である１９６６年財政

法案は５月１０日に下院に提出され，それが委員会段階での審議に懸けられていた６月１５日に特定

産業 ・業種に対する選択雇用税の同額払戻し及びプレミアム付き還付を法制化する１９６６年選択雇

用還付法案が下院に提出された。（表Ｖ －１６－１及び表Ｖ －１７を参照）そしてこれらと同時並行して ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０１）
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表Ｖ －１６－１１９６６年財政法（投資税額特別措置及び選択雇用税条項）の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【第４部所得税及び法人税】
１第３５条１投資控除（ｍｖｅｓｔｍｅｎｔ　ａ１１ｏｗａｎｃｅｓ）の廃止及ぴ初期控除（ｍ１ｔ１ａｌ　ａ１１ｏｗａｎｃｅｓ）に関する修正（略）。

１第３６条１開発地区における自由償却の終了～（１）１９６６年１月１７日の直前に１９６３年財政法第３８条及び第３９条（ＧＢの特定地区

　及ぴ北アイルランドの地区における新規の機械装置及ぴ工場設備，または事情により新規の鉱業支出に対する控除を評価

　する計算に関係する）のために開発地区であ ったあらゆる地区は，同日付で開発地区であることを終了したと見傲すもの

　とし，かつ前記第３８条第７項によるものを除きあらゆる地区は同日以後の期問に関し開発地区とは扱われないものとする 。

（２ト（４）（略）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【第６部　選択雇用税】

［第４４条１選択雇用税～（１）本条第２項を条件として，１９６６年９月５日を始占とする各拠出週（ｅａｃｈ　ｃｏｎｔｒｌｂｕｔｌｏｎ　ｗｅｅｋ）に

　関して，雇用王は週毎の雇用王の保険金拠出分（ｅｍｐ１ｏｙｅｒ’ｓ　ｍｓｕｒａｎｃｅ　ｃｏｎｔｒ１ｂｕｔｌｏｎ）を支払う責任を負う各人に関して ，

　以下の所定額の選択雇用税（ｓｅｌｅｃｔ１ｖｅ　ｅｍｐｌｏｙｍｅｎｔ　ｔａｘ）を支払う責任を負うものとする 。（・）１８歳以上の男子１人に付き

　２５シリング，（ｂ）１８歳以上の女子１人に付き１２シリング６ペンス，（・）１８歳未満の男子１人に付き１２シリング６ペンス ，（ｄ）

　１８歳未満の女子１人に付き８シリング 。

（２）雇用主の保険金拠出分が英国軍関連及び北アイルランドの海員 ・飛行士関連等による規則により減額されている場合 ，

　　本税は支払われないものとする 。

（３）本税のための支払金は雇用主の保険金拠出分とともに徴収されるものとし，さらに，（・）グレート ・ブリテンで徴収さ

　　れる限りでは社会保障大臣より大蔵省が指定できる時占毎に国庫に払い込まれるものとする ，（ｂ）北アイルラントで徴収

　　される限りでは北アイルランド保健 ・社会サービス省より同財務省に払い込まれるものとする 。

（４）本条のために招来した諸費用～議会により提供された資金により支弁する規定等（略）。（５）前項の諸費用の取扱い ・処

　　理に関する細目（略）。（６）本法の別表１１（Ｓｃｈｅｄｕ１ｅ１１）の諸規定は本条のために効力を有する 。（７）本条第２項及ぴ別

　　表１１を条件として，本条及び別表１１は公務員の場合にも民間雇用主と同様に適用する 。（８）本条及び別表１１の北アイルラ

　　ンドヘの適用。（９）本条及び別表１１の用語の定義（略）。

　　　　　　　　　　　　　　　　【第４４条／別表１１～選択雇用税に関する補足規定】
１． 本別表の以下の諸規定を条件として，関連保険諸条項（国民保険諸法）が効力を有する，（・）雇用主が拠出週の被用者に

　関して支払責任を負う本税，及び（ｂ）当該被用者に関して当該週の雇用主の保険金拠出分は，一緒に，国民保険諸法に基

づき雇用王により支払われる一つの結合拠出金（ｏｎｅ　ｃｏｍｂｍｅｄ　ｃｏｎｔｒ１ｂｕｔ１ｏｎ）を構成するものと見傲される。さらに，当

該結合拠出金は特定基金（ｔｈｅ　ａｐｐｒｏｐｒ１ａｔｅ　ｆｍｄ／国民保険基金：Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｉｎｓ皿ａｎｃｅ　Ｆｍｄ＆Ｎｏｒｔｈｅｍ　Ｉｒｅｌａｎｄ　Ｎａｔ１ｏｎａ１

Ｉｎｓ岨ａｎｃｅ Ｆｍｄを意味する）に払い込まれたものと見倣される 。
２． 第１パラグラフの規定は以下の事項に関係しないものと解釈する。（・）雇用主の保険金拠出分の分担率へ影響を及ぽすこ

　と ，（ｂ）雇用主の保険金拠出分を支払う人を除外すること ，及び本税支払義務からかかる人を除外する権限を授与すること ，

（・）何らかの等級の人々に関して本税率を修正する権限を授与すること ，（ｄ）１９６５年国民保健サービス拠出法第２条等の運

営を損なうこと 。

３　国民保険諸法以外のあらゆる立法における当該拠出金または特定基金への支払額への参昭は本税を含むものと解釈する 。

４． 用語の定義（略）。

備考）Ｏ本法は，１９６６ｃ．１８，勅裁（裁可）：１９６６ ．８．３である。　本法は，フルタイム ・パートタイム被用者共通の税率

　　として制定されたが，その後，パートタイム被用者及び６５歳以上の被用者に対して別個の軽減税率が適用された 。

　　また，週就業時問８時問未満の被用者に関しては国民保険法との関係で当初から課税適用を除外された。（表Ｖ －

　　１６－２を参照）

資料）Ｂｕ廿ｅｒｗｏｒｔｈｓ　Ｌｅｇａ１Ｅｄｌｔｏｍ１ｓｔａ丑（ｅｄ）（１９６７），Ｈｏ肋〃びさ３肋〃３５ げＥ昭Ｚ伽４２ｎｄ　ｅ
ｄ， Ｖｏ１４６（１９６６），Ｂｕｔ

　　 ｔｅｒｗｏ廿ｈ＆Ｃｏ， ｐｐ１１７－２１ ，２９０－３，より作成 。

既に分析した１９６６年産業開発法案が審議されていたのである 。

　ところで，既に示唆したように，選択雇用税とその払戻しや選択雇用プレミアム自体は地域政

策措置ではない。しかし，かかる政策措置のうちに「ストッ プ・ ゴー循環」と長期的な相対的低

成長という形で把握された「英国病」を克服しようとする労働党政権の基本的な政策選択の一つ

が提示されたばかりでなく ，地域政策措置である．地域雇用プレミアムの財源は選択雇用税であ っ

たのである。したがって，両者の関連を分析するのに必要な限りで前者の２つの政策立法を考察

する 。

　扱て，両法案は１９６６～６７年議会の最重要法案として委員会審議はいずれも「全院委員会」方式

（２０２）



　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林）　　　　　　　　　　　６９

で行なわれた。財政法案は全７部全５１条（成立法５３条）構成の１９６６年度予算の基本的関連法案で

あっ たが，下院議会における法案審議は払戻し　プレミアム付き還付をめくる論争を含み選択雇

用税条項（法案提出時第４２条／成立法第４４条）に集中した。選択雇用税問題に議論が集中した第２

読会を含めて，議会議事録を参照すればこの問題をめぐる審議だけで２回の徹夜を含み４９時問余

（９８４コラム＝ぺ一ジ）にも及んだことを確認できる 。

表Ｖ －１６－２選択雇用税率の変化（週当り）

就業時間（週） ６６ ．９ ．５～ ６７ ．９ ．４～ ６８ ．９ ．２～ホ ６９ ．７ ．７～ホ ７１ ．７ ．５～ホ

＜２１時問以上〉 Ｓ． 吐 Ｓ．
ｄ．

Ｓ．
ｄ．

Ｓ． 吐 Ｓ． 吐

成　　人　　男　　子 ２５ Ｏ ２５ Ｏ ３７ ６ ４８ Ｏ ２４ Ｏ

成人女子十１８歳以上男子 １２ ６ １２ ６ ！８ ９ ２４ Ｏ １２ Ｏ

１８歳未満女子 ８ Ｏ ８ Ｏ １２ Ｏ １６ Ｏ ８ ０

６５歳以上男子
２５ Ｏ ２５ ０ １２ ６ １６ ０ ８ Ｏ

６５歳以上女子
１２ ６ １２ ６ ６ ３ ８ ０ ４ Ｏ

＜８時間以上２１時間未満〉

６５歳以上を含む成人男子 ２５ Ｏ １２ ６ １２ ６ １６ Ｏ ８ Ｏ

６５歳以上を含む成人女子 １２ ６ ６ ３ ６ ３ ８ Ｏ ４ Ｏ

１８歳未満男子
１２ ６ １２ ６ １８ ９ ２４ Ｏ １２ Ｏ

１８歳未満女子 ８ Ｏ ８ Ｏ １２ Ｏ １６ Ｏ ８ Ｏ

＜８時問未満〉 非 課 税

備考）＊この税率は１９６８年財政法別表１７に指定された区域（農村開発区域）のホテルには

　　　適用されない。客用宿泊に利用可能な４室以上をもつ該当区域のホテルは税額の
　　　満額払戻し請求ができる 。

　　¢　税率は，旧貨幣単位のシリング及びペンス（£１＝２０
ｓｈｉ１１ｉｎｇｓ，１ｓｈ三１１ｉｎｇ＝１２

　　　 ｐｅｎｃｅ）で表示されている 。
　　　　選択雇用税は１９７３年３月３１日付けで廃止となっ た。

資料）ＷＢＲｅｄｄａｗａｙｅｔａ１（１９７３），蝋６なｏグ８伽伽６ Ｅ卿Ｚｏツ刎６〃Ｔ〃ハ舳ＺＲ６
　　クｏれＣａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ　ｐ２７３より借用 。

　５月２５日の財政法案の第２読会の冒頭で，政府を代表して選択雇用税が法案の王要論占である

と認めながらその主要原理を説明したのは，大蔵主席次官（閣外相）＝ダイアモンド（Ｔｈ．Ｃｈｉ．ｆ

Ｓｅ・・ｅｔａ・ｙ　ｔｏ　ｔｈｅ　Ｔ・…ｕ・ｙ［Ｍ・． Ｊｏｈｎ　Ｄｉａｍｏｎｄ，Ｍ．Ｐ．１）であ った 。

　ダイアモンドの政府代表説明の要旨は，以下の通りである。まず第１に，法案第３３条（成立法

第３５条）の投資控除廃止 ・初期控除の変更について現在審議中の産業開発法案における新投資補

助金との関連での理解を求め，サービス産業における労働節約投資の必要性と対比した製造業に

おける雇用と設備投資の増加による大規模な生産拡大と効率の飛躍的向上の重要性に注意を喚起

しつつ，選択雇用税導入の王要理由は必要なテフレ要素をもたらす２～３億ポントの歳入を確保

することである，と強調した。これと関連して，彼は購買税（Ｐｕ。。ｈ。。。 Ｔ．ｘ）の引上げは自動車

産業等の製造業への打撃が大きく採用できないこと ，また選択雇用税は雇用と投資の抑制をもた

らす保守党政権の遺産であるストッ プ・ ゴー政策の落とし穴を回避できることが枢要点であり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０７）
批判者はこうした条件を満たす代替案を示すべきであると指摘した 。

　第２に，製造業にはプレミアムを給付することにより ，選択雇用税が製造業に雇用増加を奨励

し， またある程度サービス産業から製造業への労働移動を促進することができるのではないかと

指摘し，（民問）サ ービス産業（と建設業＜当時の標準産業分類ではサービス産業に含まれる＞）の租税

負担で製造業を振興するものであることを示唆した。このこととの関連で，ダイアモンドは，従

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０３）
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来“余りに長い聞
’’

わが国の財政政策が労働のサービス産業への流入を奨励してきた結果，最近

５年問でわが国の労働力増加分の９０％がサービス産業に入り ，た った１０％が製造業に入ったに過

ぎないとの予算演説での大蔵大臣の指摘に言及し，選択雇用税は歳入増加機能，課税べ一ス拡大

の賢明な出発点，サービスと製造業との課税不均衡是正及び製造業の効率と生産性向上の奨励措

置として十分に正当化されるものであり ，こうして内外市場に対するわが国の工業製品を一層競
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０８）
争的にしようとするものである，と強調した 。

　第３に，徴収行政の簡便性と追加公務員（経費）の最小化に留意して既存の行政機構を活用す

ることとした結果，この税の普遍的適用を余儀なくされたことに理解を求め，その上でその他の

方法を採用しようとするものであり ，それらは払戻し及びプレミアム付き還付を扱う労働省法案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０９）
（選択雇用還付法案）が議会に提出された時に詳細に説明される，と指摘した 。

　第４に，老齢者 ・パートタイム ・身障者という被用者グループの課税上の取扱いについて，ダ

イアモンドは完全雇用政策が維持される限り選択雇用税によっ てこのグループの労働者の必要性

の全般的脱落はないとし，パートタイムについては雇用そのものの性格による複雑性，脱税と濫

用の重大なリスクがあり ，身障者に関しては１９４４年身障者雇用法による２０人以上の労働者の雇用

王に対する労働力の３％の法的雇用義務や政府の重度身障者に対する保護雇用機会の提供等があ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１０）
り， 現時点では特別措置の必要性を感じない，と明言した。他方で，課税により重大な問題に直
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１１）
面する慈善団体については補償方法を原則的に検討するのが政府の意思であるとした 。

　タイアモント大蔵主席次官の法案の趣旨説明の冒頭から保守党議員による中断発言や不規則発
　　　　　　　　　　　　２１２）
言が続発した荒れ模様の中で，野党：保守党の代表発言を担当したのは影の内閣：大蔵大臣補佐

であ ったサ ソチャー女史（Ｍ。。 Ｍ。。ｇ。。。ｔＴｈ．ｔ．ｈ。。フィンチェリィ／グレータ　ロントン／後の首相）で

ある 。

　サ ソチャーは発言の冒頭で，我々は今でさえ新税の十分な含意を理解する立場にないことを遺

憾とし，また大蔵主席次官の発言は本税を提案する準備ができていないことを明確にしたもので

ありこれを少なくとも来年まで延期すべきであると要求し，またもう一つの法案（選択雇用還付

法案を指す）の内容を知るまでこの法案の修正案を提出するのは困難な立場に置かれていること

に異議を唱えた。その上で，選択雇用税そのものについて，これほどの混乱と広範囲の落胆を引

き起こした税はないし，四方八方から批判が大蔵大臣に送られまたこの税の影響の緩和を求める
　　　　　２１３）　２１４）

批判もあるとして，以下の大別して３点の反対理由を主張した 。

　第１の最大の反対論は，製造業との租税負担バランスの是正という目的で，サービス産業を狙

い撃ちする選択雇用税そのものへの批判であり ，これは先行審議中の産業開発法案における投資

補助金給付対象からサーピス産業を除外した労働党政府の基本的政策姿勢に対する共通の批判で

ある。サ ッチャーはその根拠に３点を挙げた。第１にこの税は必需サービスに掛る広範囲な税で

あること ，第２に輸出サービス，わが国第４位のドルの稼ぎ頭である観光業及び輸出関違の保

険・ 金融に打撃を与えること ，第３に製造業とサービス産業との完全に人為的な分類法にある ，

　　２１５）

とした 。

　第２の反対論は，すべての納税者に政府に無利子ローンを供与するために７％または７ ．５％の

利子付き借入れを強制するのは全く誤りであると主張するものであり ，保守党は払戻しまたはプ

レミアム付き還付の機構が機能し始める本財政年度末までの間この税の影響を停止する修正案を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０４）
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　　　　　　２１６）　２１７）
提出すると警告した 。

　第３の反対論は，この税の影響の緩和対象となるべき多くの機関があるが，大蔵主席次官が慈

善団体について言及しなければならなかったことに全く失望するものであり ，また宗教団体，教

育機関，看護 ・保養所や民間病院，老人ホームがあり ，さらに大蔵主席次官は身障者の介護従業

者に言及しある提案を示唆したがその全容に言及しなかったことはこの税が考え抜かれていない

ことを示すもう一つの事例であり ，科学，文学及び芸術の振興ないし研究団体を含め保守党は言

及したすべてのカテゴリーに対する課税免除の修正案を提出する，というものである。これと関

連して，パートタイム労働者の免税基準を国民保険法の拠出免除である週８時問未満として，退

職手当法（ｔｈ．Ｒｅｄｕｎｄ．ｎ．ｙ　Ｐ．ｙｍｅｎｔ． Ａ．ｔ）の２０～２１時間としないのは不公平であり ，課税範囲に

関するこうした措置は小売業にかなり就業しているパートタイム労働者，特に多数の老齢者を支

援することになり ，与党内にもこの問題での賛同者がいるのを喜びとするところである，として
　　　　　　　　　　　　２１８）
政府与党に揺さぶりをかけた 。

　最後に，サ ッチャーは，製造業を特別扱いしサービス産業や建設業に課税するこの馬鹿げた選

択雇用税に多くの修正案を提出すること ，国民保険訴訟機構をこの税に適用するのは問違いであ

ること ，あらゆる新税は国会提出前に全面的に検討されるべきであり提出後であ ってはならない

と批判し，さらにこの税のテフレ効果に関する３つの評価に言及して反対者に代替税源案を迫る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１９）
与党に疑問を提起して，選択雇用税に関する発言を締め括 った 。

　サ ッチャーの野党代表発言から第２読会審議のマクラウド（Ｉ．ｉｎ Ｍ。。１。。ｄ ：エンフィールド ・ウェス

ト／グレータ ・ロンドン［影の内閣蔵相１）の総括発言までに至る６時間余の与野党議員の発言時間の
　　　　　　　　　　　　　２２０）
殆どが選択雇用税に費やされた。マクラウドの総括発言及びキャラハン蔵相の総括答弁に殆ど新

味はなかった。両者の発言で多少とも止目すべき点は，マクラウド発言では○法人税４０％の統合

税率は６４ ．２５％であり旧統合税率５６．２５％に対して酷い増税であり委員会で引下げ修正案を提出す

ること ，　製造業に対するプレミアム還付に反対しそれを削除する修正案を提出すること ，　賃

金税（ｐ．ｙ。。１ｌ　ｔ．ｘ）は同僚で博識の当時の蔵相：ロイド（Ｓ．１ｗｙｎ Ｌ１ｏｙｄ）が１９６１年に提案したもの

　　　　　　　　　　２２１）　２２２）
であると指摘したことであり ，これに対するキ ャラハン発言では¢選択雇用税は，酒税 ＝６２ ．５％ ，

煙草税 ＝７６ ．５％，石油税＝５８％や購買税 ＝１４．５％（平均／流通費を除く）と比べて課税基盤が広く

サービス価格の平均３％に留まる優位性があること ，　本税徴収の容易性，課税の可変性 ・柔軟

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２３）
性があり ，かつサービス支出は富裕層に多く累進税であると強調したことである 。

　大多数の議員が注目していた法案の第２読会は深夜に及んで記名投票採決に付され，賛成３１７

　　　　　　　　　　　　　　　　　２２４）
票・ 反対２４０票により決着が付けられた 。

　委員会（全院委員会）段階では第２読会で論点となっ た選択雇用税に関する合計三桁オーダー

の修正案が保守党，自由党さらにはアルスター統一党から提出され，そのうち２０件（政府原案の

細目規定を含む）が記名投票採決に付されて審議は３３時問余を要し，本条項（法案第４２条／成立法第

４４条）及ぴ関連する別表（法案別表１０／成立法別表１１）は記名投票採決に付され，いずれも賛成１３２

　　　　　　　　　　２２５）
票・ 反対８２票で通過した。保守党は報告段階でも身障者 ・老齢者 ・パートタイムヘの課税の軽減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２６）
または免除を求める修正案を提出して抵抗したが否決された 。

　製造業に傾斜した包括的助成の推進とサービス産業の軽視と課税強化を選択雇用税新設 ・払戻

し及びプレミアム付き還付，さらには投資税制の大幅後退と投資補助金の拡大等により進めよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０５）



　７２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

とする労働党政府とこれに基本的に反対する野党：保守党との根深い対立が全く解けないまま ，

財政法案の第３読会を迎えて激しい論争が展開され，自由党は身障者 ・高齢者 ・パートタイムと

いう社会的弱者への課税を撤回しないことを理由に法案反対に回り ，結局，記名投票採決に付さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２７）
れ， 賛成３１５票 ・反対２３７票で可決 ・成立した 。

　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　他方で，１９６６年財政法案（選択雇用税条項）の直接の関連法案である１９６６年選択雇用還付法案の

審議は選択雇用税をめくる論議の再現あるいは延長戦であるが故に全１１条 ・別表２項の小型法案

にも拘らず全院委員会にかけ下院審議に３８時問を要した与野党対決法案であ った。したがって ，

前述の財政法案（選択雇用税条項）をめぐる与野党論争の分析で基本的論点はほぼすべて出揃って

いるので，選択雇用還付法案をめぐる政策論争の分析は前者の補足に留める 。

　６月２３日の第２読会では，法案の趣旨説明をカンター 労相（Ｍｍ１．ｔ。。ｏｆＬａｂｏｕ。［Ｍ．ＲＪ
Ｇｍｔｅ．１），それに対する野党代表発言をヒース保守党党首，総括発言を保守党の重鎮＝ジ ョセフ

（Ｓ
１・ Ｋｅ１ｔｈ　Ｊｏｓｅｐｈリース ・ノース ーイースト／ノース ・ヨークシャー），総括答弁をキャラハン蔵相とい

う組み合わせで進行した 。

　ガンター労相の趣旨説明で指摘すべきことは，ｏ払戻し ・プレミアム付き還付を含む本税の

短期的目的は消費需要抑制のために追加歳入を上げて国際収支を改善することにあり ，それを製

造業とサービス部門との租税バランスの是正に資する方法で達成することであり ，長期的にはサ

ービス部門の労働利用の節約の奨励により製造業で利用可能な人的資源を増加させることである ，

　増税自体が争点ではなく本税の新設か既存諸税の増税（例えば購買税／２５％ウ３３％％と所得税

基本税率２．５％引上げの組合せ増税により平年度で同額歳入）という選択の問題である，　本法の適用

は標準産業分類で施行し，払戻し ・還付は事業所単位とし有資格活動の被用者が５０％以上を占め

ることを基準とする，＠プレミアム付き還付対象は製造業及び関連研究等のみとし，第１次産

業， 鉱業 ・採石業や公務サーピス，公益事業や財政法案審議で論争点の一つとなっ た慈善団体や

介護サーヒスを必要とする特定世帯を税額払戻し対象とし，払戻しの除外対象は建設業，流通業 ，

保険 ・銀行 ・金融業，会計 ・法務等専門科学サーヒス及ぴその他サーピスに限定した，としたこ
　　　２２８）

とである 。

　ヒースの発言で指摘すべきことは，¢先進国のサービス経済化は当然の成り行きである，　

選択雇用税はＧＡＴＴ規約上問題であり ，加盟申請している（ＥＥＣ）ローマ条約と抵触すること

になる，　１９６２年（１９６１年の誤認）にロイド蔵相が被用者１人当りた った４シリングの賃金税を

提案した時，野党の故ゲイ ッケル党首，現政権のウィルソン首相，ジェイ商相，ブラウン経済相

やジェンキンス内相が「非常識な政策」とか「インフレ効果」等を挙げて批判したことを想起す
　　　　　　　　　　　　２２９）
べきだ，とした３点であろう 。

　ジ ョセフは総括発言で，¢製造業の労働力不足の原因は労使双方またはいずれかに責任のあ

る制限的慣行にあり ，そうした非効率な製造業に対する極めて大きい配当の提供は不当だ，　

サービスがイギリス経済の中で二次的で製造業が主要であるという概念は幼稚であり ，社会主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３０）
政府は近代産業史の帰結に逆らうものである，と論難した 。

　キャラハン蔵相は，ヒース党首は賃金税に同意した経緯があると反論しつつ，結局，保守党の

批判は誇張されたものとして拒否し，新税は革新的かつ改革的な租税であると強く主張して締め

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０６）
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表Ｖ －１７　１９６６年選択雇用還付法の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【本法の正式名称】

払込済選択雇用税に関わる被用者について特定条件による還付及び関連目的を定める法律（１９６６ｃ．３２，勅裁 ：１９６６ ．８ ．９）

［第１条１選択雇用プレミアム（ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　ｐｒｅｍｉｕｍ）～（１）雇用主が本条が適用される雇用に関し選択雇用税

　を支払った場合，第７条を条件として（以下同様），労働大臣は週当り払込み税額に以下の所定額を加えて還付すること

　ができる 。（・）１８歳以上の男子１人に付き７シリング６ペンス，（ｂ）！８歳以上の女子１人に付き３シリング９ペンス ，（・）１８

　歳未満の男子１人に付き３シリング９ペンス，（ｄ）１８歳未満の女子１人に付き２シリング６ペンス。（２）第３条を条件とし

　て，本条は以下の事業所に適用する 。（・ト（ｂ）製造業（標準産業分類 ：中分類皿［食料晶，飲料及び煙草１～ 珊［その他

　製造業１）のための事業活動，それに関連する科学研究及び訓練。（３）（略）

［第２条１選択雇用払戻し（ｓｅ１ｅｃｔｌｖｅ　ｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　ｒｅｆｍｄ）～本条が適用される雇用の場合，所管大臣は払込み税額と同等

　額を雇用主に還付することができる 。（２）本条は，第３項（・卜（・）に列挙する事業活動に従事する事業所に適用する 。（３）

　前項で指示された事業活動は以下の通りである　（・）漁業，鉱業 ・採石業，電気 ・水道，運輸 ・通信，（ｂ）露天掘りによる

　石炭の採取，（・）第１条第２項及ぴ本条第２項に指定された事業所のための道路輸送業務，（ｄ）関連する事業活動，研究ま

　たは訓練，（・）農業または林業。（４）無資格事業活動（略）。（５）所管大臣の規定（労働大臣等）。（６）第３条適用雇用の除外等 。

［第３条１特定公共機関への還付～（１）本条は，次の雇用主，すなわち（・〕別表１第１部に指定された機関，（ｂ）逓信大臣，に

　適用する。（２）別表１第２部で指定された事業を除いて，指定大臣は雇用主に以下の所定額を還付することができる 。（・）

　別表１第３部で指定された事業の雇用に対してはプレミアム付き還付，（ｂ）それ以外は，税額相当分の還付。（３）別表１第

　１部に指定された機関の子会社または共同子会社への適用規定（略）。（４）指定大臣（ｔｈｅ　ｄｅｓｉｇｎａｔｅｄ　Ｍｉｎｉｓｔｅｒ）の意味

　（略）。

［第４条１地方行政府等への還付～（１）雇用主が地方行政府，ニュータウン開発公社 ・同委員会，法定上下水道事業者等へ

　の適用。（２）所管大臣による税額相当分の還付。（３）所管大臣による適用雇用主の指示規定（略）。（４）所管大臣の意味（略）。

［第５条１慈善団体（ｃｈａｒ１ｔｌｅｓ）への払戻し（略）。［第６条１特定世帯への特別払戻し（略）。

［第７条１登記，請求，疑義の裁定等～（１）所管大臣は，第１条または第２条第２項を適用する全事業所の登記を蒐集かつ

　保管するものとする。（２）第１条第２項または第２条第２項により選択雇用税の還付を請求する雇用主は，所管大臣が指定

　する形式及び方法さらに事項内容に基づく登記申請しなければならない。その還付は登記申請受理日を基準にして実施さ

　れる。（３）所管大臣の登記削除権限，登記削除の雇用主への通知義務。（４）第１ ，２ ，４ ，５条による還付講求及び還付規
　定（略）。（５）雇用王による労働裁判所（ｍｄｕｓｔｒ１ａ１位１ｂｍａ１）への疑義昭会と裁定の請求に関する規定（略）。

１第８条１執行等～（１）所管大臣の権限委任を受けた担当官による登録事業所への立入り検査権。（２）還付を得る目的で故意

　または過失による虚偽の説明書，書類または情報の作成，提出及び保管等をする者への罰則（罰金 ・禁固）規定。（３）担当

　官の職務執行に対する故意による遅延または妨害，質問への回答または情報保管の拒否等する者への罰則。（４）会社による

　違反規定。（５）（略）。

［第９条１行政令による法令修正権限～労働大臣は，大蔵省の同意を得て，行政令により以下の事項を行なうことができる 。

　（・）第１条または第２条が適用される雇用への追加または削除，（ｂ）第２条の適用追加雇用のための所管大臣の指定 ，（・）

　（略）。（２）大蔵省は，行政令により以下の事項を行なうことができる。（・）第３条が適用される雇用主の追加または削除 ，

　そのための別表１第１部の諸規定の修正，（ｂ）別表１第２ ，３部の諸規定の修正，（・）別表２で指定される機関の追加また

　は削除。（３）第１ ，２項の行政令は委任立法（両院議会による承認決議）により行なわれ，また事後の行政令により変更ま

　たは廃止できるものとする 。

［第１０条１解釈等～製造業の分類 ：被用者の５０％以上が生産活動に従事していること等（以下，略）。

［第１１条１行政経費の支弁（略）。

［第１２条１略称，適用範囲（略）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【別表１～公共機関への還付】

第１部　第３条適用機関～全国石炭庁（ＮａｔｌｏｎａｌＣｏａｌ　Ｂｏａｒｄ）以下，２２機関 。

第２部　除外される事業部分～炭坑付属地外及ぴ王として石炭の卸小売に従事する全国石炭庁貯蔵所等，４事業部分 。

第３部　プレミアム受領資格のある事業部分～全国石炭庁煉瓦工場管理部等，１１事業部分 。

　　　　　　　　　　　　　　　　【別表２～（還付受給資格から）除外される雇用】

　１９６５年科学技術法（Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ　Ａｃｔ１９６５）のための研究審議会（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｏｍｃｉ１）構成団体以下，１７機関 。

　備考）納税から還付までのタイムラグは，制度発足当初１７週であ ったが，以後，原則として１３週（３ヵ月）となっ た。

　資料）ＢｕｔｔｅｒｗｏｒｔｈｓＬｅｇａ１Ｅｄｌｔｏｒ１ａ１ｓ値伍（ｅｄ）（１９６７），Ｈｏ肋〃びき８肋炊５ 〆肋ｇＺ舳３，２ｎｄｅｄ，Ｖｏ１４６（１９６６），Ｂｕｔ

　　　 ｔｅｒｗｏｒｔｈ＆Ｃｏ， ｐｐ１６６ －８７，より作成 。

　　２３１）

括っ た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３２）
　第２読会の記名投票採決は，自由党も反対に回り ，賛成３２３票 ・反対２５２票であ った 。

　委員会（全院委員会）審議では保守党が修正動議を連発しその多くを記名投票採決に持込む抵

（２０７）
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抗姿勢を示して３日問（７月２０日，２１日及び８月１日）：２４時問を要したが，政府 ・労働党も基本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３３）
的な譲歩に応じず行政上の細目的な修正を成立させただけであ った 。

　会期末近くの８月４日の報告段階に至っても保守党は徹底的な抵抗姿勢を緩めず，マクラウド

提案の新条項（公務員経費の削減）やサ ッチャー提案の新条項（利子支払い／選択雇用税払込み時点か

ら払戻時点までの金利の国庫負担）等の修正動議を提出したがすべて否決され，政府 ・労働党はプ

レミアム付き還付対象に特殊なフィルム加工製造業を追加したのを除き６項目の行政運営上の細
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３４）
目的な修正を提案 ・成立させ，法案審議は引き続き第３読会に移行した 。

　第３読会では，ガンター労相は人気のある新税はこれ迄あ った試しがないとした上で関係閣僚

の保証により本税施行の初年度中に必要または望ましいと分れば修正を意図して税の仕組みを再
　　　　　　　２３５）
検討すると表明し，保守党：マクラウドは法案は労働党の初歩的な愚考と非難し（法案の）農

業・ 採石業や慈善団体等への譲歩はすべて野党が押し付けたものであるとし，結びに蔵相が先週

「この予算は問違いだ」と発言した状況の下で本法案を如何に弁護できるのかという「爆弾質問」
　　　　２３６）
を行 ったが，蔵相欠席の上審議時問切れで答弁のないまま記名投票採決に入り ，法案賛成２８７
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３７）
票・ 反対２１６票により ，下院で可決成立した。上院は，下院法案を承認した 。

　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊　　　　　　　　＊

　こうして立法化された選択雇用税の税率構造のその後の変化は表Ｖ －１６－２の通りである。次

項で検討する地域雇用プレミアムを盛り込んだ１９６７年財政法でパートタイムヘの軽減税率を適用

し， その後１９６８年及び６９年の財政法で増税した結果，税負担率はサービス価格の当初の３～４％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３８）
（労働コストの７％）から７％（同，１１％）になり ，さらに１９７０年総選挙で政権交代して成立したヒ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３９）
一ス保守党政府は先ず税額を半減させ，その後公約に従い７３年３月に廃止した 。

　ところで，選択雇用税は高圧経済を冷却する即効的なデフレ政策効果を意図していたはずであ

るが，提案した１９６６年５月から９月までは機能しない点で短期的な政策目的には不適な政策手段
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４０）
であることは６６年７月デフレ政策措置を必要としたことでも明白であ った 。

　また，保守党＝ジ ョセフが指摘した製造業における労使紛争回避を意図した雇用 ・解雇におけ

る制限的’廣行がかなり大きい余剰生産能力と過剰雇用の並存を温存していたことは広く確認され
　　　　　　　２４１）
ていたことであり ，選択雇用税の効果を詳細に調査 ・検証したレ ッダウェイ等によればこの税に

よりサーヒス業にのみ有意な失業は検出されず，またサーピス業の犠牲で製造業就業者を増加さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４２）
せたという事実は検証されなかったのである 。

　さらに，選択雇用税導入直後に流通業における労働生産性の異常な上昇が検出されたが，これ

はヒース商相時代の再販売価格維持制度の廃止とこの税の相乗効果と評価されたが，製造業の生

産性向上は僅かであると見なされ，また選択雇用税批判の観点からサービス部門で解放された労

働力は地理的 ・職種的に製造業に移動するのは不可能であり ，失業者となるか労働力から退出す
　　　　　　　　２４３）
るという指摘もある 。

　そして，製造業に対する選択雇用プレミアムは，プライア ッツキィによれば３点で投資補助金

と性格を異にしていた。すなわち，第１は行政裁量的要素は最小で紛争は法廷で処理されたこと ，

第２は事業所登録時点からプレミアムの申請者数と概算額が判明したこと ，第３に既設の労働省
　　　　　　　　　　　　　　　　　２４４）
オフィスで運営可能であ ったことである。この選択雇用プレミアムは１９６７年１１月の平価切下げ後

の６８年３月にいわば設置目的の消滅により開発区域を除いて廃止され，７０年３月には開発区域で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０８）



　　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林）　　　　　　　　　　　　７５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４５）
のそれも新設した中間区域助成経費を賄うために廃止されることになる。選択雇用プレミアムの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４６）
輸出促進効果に関する評価はほぼゼロか極く僅かというものであ った 。

２０７）肋ｒ伽倣肋びＤ６６倣５（Ｈ伽鮒６）（１９６６－６７）
，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７２９，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　 ｃｏｌｓ．４７９－ ８２．ブリタンによれば，平年度における税収総額１０億６０００万ポンド，プレミアム付き還付を

　　含む払戻し総額８億２０００万ポンド，純税収額２億４０００万ポンドと推計されていた。（Ｂｒｉｔｔａｎ，ｏ戸６払，

　　 ｐｐ．３２４ －５）

２０８）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏクｃ〃
，ｃｏｌｓ ４８３－４

２０９）Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃
，ｃｏ１ｓ ４８４－５選択雇用税は国民保険拠出金の付加税として徴収され

　　 ることになり ，徴収時点での選択性の導入は行政的に実施不可能と見なされた。したがって，払戻し

　　とプレミアム付き還付は，適切な所管省庁が別途の立法的根拠により有資格雇用王に執行されなけれ

　　はならない，とされた。アームストロング大蔵事務次官（Ｗ
ｌ１１１ａｍ　Ａｍｓｔｒｏｎｇ，Ｐｅｍａｎｅｎｔ　Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ

　　 ｏｆ　ｔｈｅ　Ｔｒｅａｓｕｒｙ）始め大蔵官僚に支持された選択雇用税の払戻しとプレミアム付き還付に関する行

　　政業務を労働省が引き受けるに当り ，事務次官タンネ ソト（Ｊａｍｅｓ　Ｄｕｎｎｅｔｔ）は２つの条件を付けた 。

　　すなわち，第１は，この制度は標準産業分類に基づくこと ，第２はルールの適用に関する紛争を裁く

　　法廷を設置すること ，であ った。前者について，カルドア教授は事業所単位でなく ，生産労働者カテ

　　ゴリーにすべきとして満足しなかったが，法案は２条件を受け入れた。当時の事情は，大蔵事務次官

　　補（ＡｓｓｉｓｔａｎｔＳｅｃｒｅｔａｒｙ）として実務レベルで法案の調整を担当したプライア ッツキィの著書に詳し

　　い
。　（Ｐ１ｉａｔｚｋｙ

，ｏク６〃， ｐｐ
．７２－３）

２１０）　Ｐａｒｌ１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏ戸６〃

，ｃｏ１ｓ ４８５－７

２１１）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏ〃６〃

，ｃｏ１ｓ ４８８

２！２）英国では議員が議会での発言者の不謹慎を議長に抗議するために起立して発言許可を求める習慣が

　　あるが，ダイアモンド大蔵主席次官の法案の趣旨説明に対して野党のバッ クベンチャーが繰り返し議

　　長に議事進行に関する異議申し立てをしたのは，ダイアモンドが用意されたテキストを一字一句，一

　　行ごとに読み上げる発言態度にあり ，その真骨頂はファー（ＪｏｈｎＦａｒｒ：ハーボロー／レスターシャ

　　 ー）による「（テキストは）正式にカルドア博士によっ て用意されたものだ」と示唆し，ダイアモン

　　トがそれを明示的には否定しなかったことである 。（Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃
，ｃｏ１ｓ ４８３，４８６）

２１３）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃
，ｃｏ１ｓ ４９０ －１

２１４）選択雇用税は特に実業界から重大な反撃を受けた，といわれる。けだし，その一部は保守党が容易

　　く乗じやすい多くの例外を作りだす程院てて提出されたことにあり ，また一部はイギリス経済の弱点

　　を攻撃する行為そのものが各界から剃去な行為と見なされたからである。同時に，労働党内でも普遍

　　的な支持があ ったのでは決してない。左派は当初部分的にはこの税はサービス部門にペナルティを課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ピユーリタニカル　　し製造部門を支援するものであるという厳　格な理由で歓迎したが，後者は妥当であったが前者は

　　見かけ倒しと見なして幻滅した，という 。閣内ではクロスマン住宅　地方行政相（Ｍ土Ｒ１ｃ
ｈａｒｄ

　　 Ｃｒｏｓｓｍａｎ ＭＰ）はひとい法案と感じたはかりでなく閣議に飛ぴ出してきた時には止めるのに手遅

　　れというやり方に’憤慨したと記録している 。（Ｓｔｅｗａｒｔ，ｏク泓 ，ｐ
．６７）

２１５）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏ戸６〃

，ｃｏ１ｓ４９１－３

２１６）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏ〃６〃

，ｃｏ１ｓ ４９４

２１７）サ ッチャーのこの主張は，払戻し ・プレミアム付き還付の有資格事業所の場合でも ，制度発足当初 ，

　　 １９６６年９月５日から週単位で選択雇用税を国民保険拠出金（雇用主負担分）の付加金として払込後 ，

　　翌年１～３月に順次，払戻し ・還付を受ける仕組みを根拠にしている 。

２１８）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク６〃

，ｃｏ１ｓ ４９５－７

２１９）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク６〃

，ｃｏ１ｓ ４９７－８

２２０）　 ｃｆ　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏ戸６〃
，ｃｏｌｓ４９８－６２９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０９）
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２２１）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク〃

，ｃｏ１ｓ６２９－４０

２２２）当時，賃金税（ｐａｙｒｏ１１ｔａｘ）は民問支出の調整弁として国民保険拠出金の雇用主付加税として構想

　　され，ロイド蔵相が１９６１年予算演説でそれに必要な権限を求めたが，産業界の反対に遭って撤回した

　　経緯がある 。（Ｂｒ１ｔｔａｎ　ｏ〃６〃 ，ｐｐ２４６－５１）

２２３）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク６〃

，ｃｏ１ｓ ６５０－８

２２４）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏ〃６〃 ，ｃｏ１ｓ６５９－６４

２２５）Ｐ〃伽肋肋びＤ６６倣５（Ｈ伽鮒４）（１９６６ －６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅ亀Ｖｏ１７３０，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏ１ｓ．１２５０－５４８．１８２１－２１４７

２２６）Ｐ〃Ｚｚ舳６肋びＤ６６倣５（Ｈ伽蜥♂）（１９６６－６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７３１，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏＩｓ．１５７９ －６２９

２２７）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏ〃６〃 ，ｃｏ１ｓ１９１０ －７８

２２８）Ｂｒｌｔｔａ叫ｏ〃６〃 ，ｐ３２６ ，Ｓｔｅｗａ廿，ｏ戸６〃 ，ｐ６５ ，ＷＢＲｅｄｄａｗａｙｅｔａ１（１９７３），Ｅ脈６な げ８６Ｚ３６肋３

　　亙刎〃ｏツ閉３〃Ｔｂ” ハ舳Ｚ　Ｒ¢ｏ仏Ｃａｍｂｎｄｇｅ　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ，ｐｐ９－１０

２２９）Ｐ〃伽〃３肋びＤ６６倣３（Ｈ伽鮒♂）（１９６６ －６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅ斗Ｖｏ１７３０，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏ１ｓ．９３２－４１

２３０）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅ，ｏク６〃 ，ｃｏｌｓ９４２－５３

２３１）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅ
，ｏク〃

，ｃｏｌｓ１０２８－３８

２３２）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅ
，ｏク６〃 ，ｃｏｌｓ１０３９ －５０

２３３）　Ｐａｒ１ｌａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅ
，ｏク６〃 ，ｃｏ１ｓ１０４９－５４

２３４）Ｐ０７伽伽伽びＤ３６倣５（Ｈ舳鮒ビ）（１９６６
－６７） ，５ｔｈ　Ｓ

ｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７３２，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏｌｓ．６６７－８２８，８８６－１０５２；ｄｏ

，ｏ声６〃，
Ｖｏ１，７３３，ｃｏ１ｓ．４５－２１０

２３５）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅ
，ｏク６〃

，ｃｏ１ｓ ７０３－８１０

２３６）　Ｐａｒ１ｌａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅ，ｏク６〃
，ｃｏ１ｓ ８１５－６

２３７）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅ
，ｏク６〃

，ｃｏ１ｓ ８５４－６６

２３８）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅ
，ｏ〃６〃

，ｃｏｌｓ ８６５ －７１

２３９）　Ｂｒ１ｔｔａｎ，ｏ戸６〃 ，ｐ３２６ ，Ｓｔｅｗａ屯 ｏク ６〃 ，ｐｐ１１２，１２０，２１４，２４２ ，Ｐｒ１ｃｅ，ｏ〃６〃 ，ｐｐ１５０，２０５
，Ｂ１ａｃｋ

　　 ａｂｙ，砂 ６〃 ，ｐ７２ ，Ｓ　Ｎ　Ｂｒｏａｄｂｅｒｒｙ（１９９１），Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　ｍ　Ｃｒａｆｔｓ　ｅｔ　ａ１（ｅｄ），丁加３肋肋Ｅ６０ 一

　　 刀ｏ刎ツ８加”１９４５ｐ．２３３

２４０）　Ｂｒ１ｔｔａｎ　ｏク６〃 ，ｐ３２８

２４１）　Ｐｒｉｃｅ
，ｏク６批，ｐ．１５１

２４２）　Ｒｅｄｄａｗａｙ　ｅｔ　ａ１
．，
ｏ声 ６北，ｐｐ

．１１４ －７

２４３）　Ｓｔｅｗａｒｔ

，功〃 ，ｐｐ６６
－７

２４４）　Ｐ１１ａｔｚｋｙ
，ｏ〃６〃 ，ｐｐ７０

－１

２４５）　Ｂｒ１ｔｔａｎ，ｏ〃６〃 ，ｐｐ３２７

２４６）　Ｐｒｉｃｅ
，ｏか６北，ｐ．１５１

　Ｖ －２－４－３地域雇用プレミアム（１９６７年財政法）に関する緑書 ・自書と労働 ・保守両党の政

策論争　　開発区域の製造業に対する賃金補助金であるＲＥＰに関する構想は，商務省からでは

なく大蔵省及ぴ経済省から提起された。すなわち，これは大蔵大臣特別顧問：カルドア教授や経

済省事務総長＝マクドゥーガル卿（Ｓｉ・ Ｄ・ｎ・１ｄ　Ｍ・・Ｄ・ｕｇ・１１）を含む多くの経済顧問の一致した圧

力を起源とする巧妙な構想といわれ，これに若干の大蔵省職業エコノミストが魅了される中で事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４７）
務次官＝アームストロング卿（Ｓ１・ Ｗ１１１１・ｍ んｍ・ｔ・ｏｎｇ）が政策化するための実務的支援を行った 。

　そして，ＲＥＰ提案はアームストロング議長の下での省庁問事務次官会議で処理され，大蔵省

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１０）



　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一３（若林）　　　　　　　　　　　７７

と経済省の高級官僚の共同作業により６７年４月 ，政策史上初めてといわれる「協議文書により新

政策提案を試す先例」をつくっ た緑書『開発区域～地域雇用プレミアムの提案』（全２０ぺ一ジ）と
　　　　　　２４８）
して公表された 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４９）
　４月５日 ，スチ ュアート経済相（Ｍ．Ｍ１．ｈａ．１Ｓｔｅｗ。。ｔ）は，下院本会議で緑書公表に当 って ，

「この提案の公表は，政府が開発区域と残りのグレート ・ブリテン区域との失業率格差を縮小し ，

内外経済の安定と均衡の維持と一致する最大限の成長率を達成することに高い優先順位を与える

故に，極めて重視しているイニシアティウである」と指摘した上で，英国産業連盟やＴＵＣ等と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５０）
十分に協議 ・議論して立法化するか否かを決定する，と表明した。これに対して，保守党：マク

ラウド（影の内閣＝蔵相）は「地域問の繁栄格差の縮小に与野党問の異論はないが，…… 新たな異

例を挿入するよりはむしろ選択雇用税を改変するか，当然の順序を追って廃止することを検討す
　　　　　　　２５１）
べきだ」と対応し，挑戦の意志を明らかにしていた 。

　政府は各界の意見を聴取し，同年６月 ，批判や疑問に答える形の両省大臣共同の緑書と同名の

白書（全１５ぺ一ジ）を作成して議会に提出し，政府はそれを６月１４日の１９６７年財政法案（４月１８日

　２５２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２５３）　　 、

提出）審議の委員会段階で修正新条項（法案新条項第６７条／成立法第２６条）として提案する ，といっ

経過を辿った 。

２４７）　Ｐ
ａｒｓｏｎｓ，ｏ声６壮， ｐ．

２１６；Ｂｒｉｔｔａｎ，ｏ声６壮， ｐ．
３４５；Ｐｌｉａｔｚｋｙ

，ｏ
ク． ６机，ｐｐ

．６９，７２－ ３，

２４８）　
この緑書の起草は，当初，アームストロング卿からプライア ソノキィに関係閣僚向け報告書として

　　作成が指示されたと自ら指摘している 。（Ｐ１１ａｔｚｋｙ，ｏク６〃 ，ｐ７３）

２４９）６４年１０月以来経済相を務めていたブラウンは，少数の平価切下げ支持派（Ｒ．ジ ェンキンズ内相 ，

　　Ａ．クロスランド教育科学相，Ｒ．クロスマン住宅 ・地方行政相）とともに６６年７月のポンド平価維持

　　のための５億ポンドの総需要削減を盛り込んだ第２次包括政策措置に反対して，辞任し，代わ ってス

　　チ ュアートが経済相兼副首相に就任した。６６年９月の『国家計画』の放棄とともに，今や経済省の権

　　威は地に落ちていた。（Ｂｒ１ｔｔａｎ，ｏク６〃 ，ｐｐ３３０－４０ ，Ｓｔｅｗａｒｔ，ｏク６〃 ，ｐｐ７２－ ３， Ｔｅｗ，ｏ戸６〃 ，ｐ３１２）

２５０）Ｐ〃Ｚ２舳６肋びＤ３ろ倣５（Ｈｏ舳〃）（１９６６－６７）
，５ｔｈ　Ｓ

ｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７４４，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏ１，２４５

２５１）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク〃
，ｃｏ１ｓ２４５－６

２５２）Ｐ〃Ｚ２舳６肋びＤ６６倣５（Ｈ伽ｗ６）（１９６６
－６７） ，５ｔｈ　Ｓ

ｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７４５，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏ１，３０７

２５３）Ｐ〃Ｚｚ舳６伽びＤ助倣５（Ｈ舳鮒６）（１９６６－６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７４８，Ｈ
ｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃ

ｏｍｍｏｎｓ，ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏ１ｓ．５７８－８０

　地域雇用プレミアムに関する緑書及び白書の基本的内容　　そこで，ＲＥＰをめくる議会での

与野党論争を分析する前に，白書を中心にこの措置をめぐる現実認識と政策的意図及び批判 ・疑

問への回答の主要内容を検討しておきたい 。

　先ず，ＲＥＰ創設に関わる現実認識は以下のように要約できる，と思われる。第１に，戦後歴

代政府は開発区域における雇用促進を意図した政策を一貫して追求し数多くの新規プロジェクト

を創設してきたが，伝統産業の雇用縮小の相殺には十分ではなく ，永続的な人口流出と相対的高

失業靴解消できなか
っ箸１第・１こ

，労働需要の地域問不均衡はこの国の経済的弱占の源泉であ

る， すなわち，高成長の時期に一方で繁栄区域における極めて高水準の労働需要は周知のインフ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１１）



　７８　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　２５６）
レ的結果と国際収支への損害をもたらし，しかも他方で抑制措置は開発区域に受け入れ難い失業
　　　　　　　２５７）
水準を再現させた。第３に，従来の開発区域における雇用増加の助成措置は専ら新投資を奨励す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５８）
る政策措置であ ったが，今や労働補助金が必要である 。

　こうした現実認識の下で，白書は，開発区域の製造業に対する労働補助金に以下の政策効果を

期待し，代替政策手段の不在を強調する。第１に，ＲＥＰの方針に沿った労働補助金は開発区域

のすべての製造業の労働コストを削減して競争力を強化し，工業製品の輸出と輸出比率を増加さ

せる。第２に，ＲＥＰによっ て開発区域と残りのグレート ・ブリテン区域の失業率格差を緑書が
　　　２５９）　　　　　　　　　　　　　　　　　２６０）
推定したように約半分に減少する（実数で約１０万人減）のを期待するものである。第３に，この減

少はインフレ圧力や国際収支の悪化なしに達成することが見込まれるので，このための追加歳出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６１）
は需要増加分を特別税によっ て相殺する必要はない。けだし，ＲＥＰによる工業生産のすべての

増加分は開発区域で生じるので，開発区域での公共投資増加等のその他の政策手段のように既に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６２）
需要圧力の高い区域における生産の純増にはならないからである，と判断した 。

　その上で，白書は，主として産業界の経営者側から提出された地域雇用プレミアムに対する２

つの基本的疑問 ・批判に答える 。

　第１は，ＲＥＰは主として利潤または賃金に吸収されてしまうので，開発区域の製造業の全国

市場シェアは目に見える程には増加しないという論点である。白書はこの可能性を詳細に検討し

全面的には否定しなかったものの，多くの企業がＲＥＰを競争的地位を改善するするために利用

するであろうとし，企業は製品価格の引下げよりはむしろ品質改善や販売促進，投資増加，デザ

イン ・研究開発等に利用できるとして，期待を込めた判断を提示した。同時に，白書が強調した

ことは，開発区域に対するその他の形態の助成はＲＥＰ程には効果的ではなく ，その上インフレ
　　　　　　　　　　　　　　　　２６３）
効果という難点があるという点である 。

　第２は，開発区域には適当な熟練及び半熟練の労働力が不足しているという論点である。白書

はこの指摘を認めながら，ＲＥＰ案に対する反対論としては拒否し，ウィルソン政権下における

各種の職業訓練政策の推移を指摘しつつ，ＲＥＰはそれらの進展を奨励するものである，と反論
　　　２６４）

している 。

　この外，選択雇用税に反対する人々によるＲＥＰが過剰人員を抱える可能性の指摘に対しては
，

製造業者はなお９０％以上の賃金コストを自弁するのであり ，ＲＥＰが労働利用の節約を実質的に
　　　　　　　　　　　　　　　　２６５）
減殺することはない，と反論している 。

　そして，白書は，政府はすべての意見表明を注意深く比較考量した後に，緑書が提起した

ＲＥＰに関する３点の基本的論拠が妥当なものであるとの結論に達した，と表明した。それらは

以下の通りである。第１ ，わが国経済の効率的な管理と人的資源の最適利用は地域間の産業開発

の一層均等な配置を創りだし，結果として開発区域と残りのグレート ・ブリテン区域との失業率

ギャッ プの一層大幅な縮小を確保するために，新たな主要な政策措置を必要とする。第２ ，提案

されたＲＥＰはこの効果を一定期間に亙って有するのであり ，同規模のかかる効果を期待しうる

実際的代替策はない。第３ ，これらの還付が開発区域の製造業に限定されることを条件とすれば ，

需要圧力及ぴ国際収支への影響は補助金向けに資源を投入するために相殺課税を必要とするほと
　　　　　　２６６）
のものではない 。

　さらに緑書では継続期問を事例的に５年，給付額について成人男子／週当り１～２ポンドとし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１２）



　　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林）　　　　　　　　　　　７９

ていた提案を，白書では，新投資が完全操業に達するまでの期間を考慮して最小期間を７年と修

正し，また給付額に関しては成人男子／週当り１ ．５ポンド（３０ 。．
），

成人女子及び年少男子，同 ，

Ｏ． ７５ポンド（１５。 ．），年少女子，同，Ｏ ．４７５ポンド（９ 。． ６ｄ．）及びパートタイムはそれぞれ半額，給

付総額は平年度で約１億ポンド，還付開始は１９６７年９月４日以降等という形で具体化し，この提
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６７）
案は１９６７年財政法案の新条項として実施すると明記した 。

２５４）緑書によれば，１９５９年以来の年平均失業率で見ると ，最高率が１９６３年の開発区域 ＝４ ．４％，その他

　　グレート ・ブリテン区域 ＝１ ．６％，前年の６６年はそれぞれ２ ．７％，１ ．１％であり ，また開発区域からの

　　人口の純流出は杜会的かつ経済的に望ましい水準を越えている，と見なされた 。（Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔｏｆ

　　Ｅｃｏｎｏｍｌｃ Ａ丘ａｌｒｓ ＆ＨＭＴ
ｒｅａｓｕｒｙ（５ｔｈＡｐｒ１１１９６７），〃６Ｄ舳Ｚｏ少舳〃ル伽Ａ丹ｏク０５０Ｚ加ブｏ

　　Ｒ妙ｏ舳Ｚ　Ｅ卿Ｚｏツ倣〃〃６〃舳（以下，Ｇズ舳１）砂ぴと略記する），ＨＭｌＳＯ，ｐ．８）ＲＥＰの立法化提

　　案直前の６７年５月の失業率はそれぞれ３９％及ぴ１９％に達していた。（Ｆ１ｒｓｔＳｅｃｒｅｔａｒｙｏｆＳｔａｔｅ ＆

　　Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ　ｏｆ　Ｓｔａｔｅ　ｆｏｒ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ａ丘ａ１ｒｓ　ａｎｄ　Ｃｈａｎｃｅ１１ｏｒ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｘｃｈｅｑｕｅｒ（Ｊｕｎｅ１９６７），丁加Ｄ６

　　〃ｏク舳〃ル６０ポＲ６ｇゴｏ〃ｏＺ　Ｅ砂Ｚｏツ肌〃〃舳ど舳（以下，Ｗ肋３Ｐ功ぴと略記する），Ｃｍｎｄ
．３３１０

，

　　ＨＭＳＯ，ｐ．１０）

２５５）Ｗ肋・Ｐ砂閉Ｐ．３

２５６）ウィルソン労働党政府は前年９月に既に年率３．８％の経済成長を目指した中期経済計画（計画年

　　度／１９６４～７０年度）の『国家計画』を放棄していたが，６７年４月 ，キャラハン蔵相は予算演説で，¢

　　現行為替平価で１９７０年までに国際収支余剰を確保し，　３％の経済成長と平均２％以下の失業率を達

　　成する，という確信を表明していた。（Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙＤｅｂａｔｅｓ，砂 ６〃 ，Ｖｏ１７４４
，ｃｏｌｓ ９８３－９２ ，Ｂｒ１ｔ

　　ｔａｎ，０ク６”，ｐ．３４２）

２５７）冊伽肋仰れＰ．４

２５８）　　Ｗん〃６１？ｏ声６汽ｐ
．４

２５９）　　Ｇｒ６６刀ｊＰｏ戸６汽ｐ．１２

２６０）ｃ£Ｂｒｏｗｎ　ｅｔ　ａ１
．，
ｏク ６批，ｐ

．３０．ブラウン教授自身は，ＲＥＰの様々な行き先（価格下落，賃金 ・俸給 ，

　　利潤や域外への漏れ）を想定して，緑書が想定した５年間で２５－３０～８０千人のレンジの雇用増を推計

　　している 。（Ｂｒｏｗｎｅｔａ１ ．，
ｏク ６北，ｐｐ

．３０ －１）

２６１）　　Ｗん〃３Ｐｏク６汽ｐ
．４

２６２）　　旧７ん〃６Ｐｏ戸６れｐｐ
．９－１０

２６３）　　Ｗん〃６１？ｏ戸６■ｐｐ
．５，８－９

２６４）　　Ｗん〃６Ｐｏ戸６れｐｐ
．５，１０ －２

２６５）　　Ｗん〃６１Ｐｏ戸６汽ｐ
．１３

２６６）冊伽Ｐ砂・れＰ，６
．ｃｆ．Ｇブ舳Ｐ砂閉ＰＰ．１０，１２

２６７）Ｇズ榊Ｐ功明ｐｐ１Ｏ －１ ，Ｗ肋６Ｐ砂６汽ｐｐ６－７，１２ｃｆ　ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏ戸６〃 ，ｐｐ１３６
－７ ，Ｒａｎｄａ１１，ｏ戸〃 ，

　　ｐ３７ ，Ｂｒｏｗｎ，ｏク６〃 ，ｐ２９０ ，ＭｃＣａ１１ｕｍ　ｏ戸６〃 ，ｐ１７ ，Ｐａｒｓｏｎｓ，ｏク６〃 ，ｐｐ２１６－７ ，Ｋｅｅ
ｂ１ｅ，１〃郷’

　　〃ｏＺ　Ｌ０６０〃ｏ〃ｏ〃ｏＺ　ＰＺｏ〃〃ど〃９ど〃¢ん３乙７〃〃３６１（ゴ〃９４ｏ〃２，Ｐ．２２９

　地域雇用プレミアムをめくる政策論争　　こうした検討経過をもっ たＲＥＰに関する提案は ，

キャラハン蔵相によっ て６月１４日の１９６７年財政法案審議の委員会段階（全院委員会）で修正新条

項（法案新条項第６７条／成立法第２６条）として提出された。（表Ｖ －１８を参照）

（２１３）



８０ 立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

表Ｖ －１８　１９６７年財政法（選択雇用税払戻し ・地域雇用プレミアム関連条項）の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【第４部　選択雇用税】

［第２５条１選択雇用税の払戻し及び同税に関するその他の諸規定～（１）被用者の１つまたはそれ以上の雇用に関わり雇用主

　が１９６７年９月４日を始点とする拠出週について被用者（当該雇用に関して１週合計で２１時問未満労働したか，または労働

　しなかった被用者）に関して選択雇用税を支払った以下の場合～（・）本税上１８歳未満として取扱われる被用者，または（ｂ）

　当該雇用で１週合計で２１時問以上の労働する契約を含んでいる場合を除き ，かつ本法別表１２のパラグラフ２ ，３及び５を

　条件として ，社会保障大臣（Ｍｍ１ｓｔｅｒ　ｏｆ　Ｓｏｃ１ａ１Ｓｅｃ甘１ｔｙ）は当該週の被用者に関して払込み税額の半額を還付するものと

　する 。（ｉ）～ 固労働時間の計算方法の細目（略）。

　（２）雇用主が１３週問以上連続した期問について被用者（当該期間中，連合王国及び１９６４年大陸棚法第１条第７項により差し

　当り指定された区域外で雇用された被用者）に関して選択雇用税を支払った場合，１９６７年９月４日を始点とする第１４週目

　以後に当該連続週の各週に関して，当該大臣は当該週の被用者に関して払込み税額と同等額を雇用主に還付するものとす

　る 。（・）～（・）外国での１３週間以上の連続期問の雇用の計算方法（略）。

　（３）本法別表１２に含まれる補足的かつ追加的な諸規定は，本条及び選択雇用税に関するその他の諸立法に対して効力を有す

　る 。

［第２６条１地域雇用プレミアム～（１）基本法第１条が適用される雇用の被用者（同条による還付が雇用主に行なわれる）に

　関して当該雇用が遂行される事業所が完全に開発区域に位置する場合，本条第２ ，４及ぴ５項を条件として，（払込み税

　額を除く）還付額は，１９６７年９月４日を始点とする以後の拠出週に関して，以下のように増額されるものとする 。（・）１８歳

　以上の男子１人に付き３０シリング，（ｂ）１８歳以上の女子１人に付き１５シリング，（・）１８歳未満の男子１人に付き１５シリング
，

　（ｄ）１８歳未満の女子１人に付き９シリング６ペンス 。

　（２）拠出週に付き上記の被用者が基本法第１条が適用される雇用の当該雇用王により雇用されているが，（・）当該雇用に関

　して被用者は１週合計で２１時問未満労働したかまたは労働せず，その上，（ｂ）当該雇用が通常１週合計で２１時間以上の就労

　する契約を遂行されなかった場合，本条第１項による当該週の被用者に関する増加額は，当分の問，所定額の半分とする 。

　（３）基本法第３条第２項（・）（同法別表１～公共機関への還付／第３部一プレミアム受領資格の事業部分）が適用される雇

　用王の事業が完全に開発区域に位置する場合，その被用者に関して当分の間本条第１及ぴ２項の所定増加額が適用される

　ものと解釈する 。

　（４）労働大臣は，基本法第１条下の雇用王が同大臣が正当に請求することのできる以下のような記録を作成しない場合，本

　条第１項による当該雇用主への還付額の増額を求められないものとする 。（・）当該週の被用者の労働時問数，（ｂ）契約等に

　より被用者が通常泌要とされる労働時間数 。
　（５）大蔵省は，委任立法（ｓｔａｔｕｔｏｒｙ　ｍｓｔｍｍｅｎｔ）により定める行政令により以下の事項を実施できるものとする 。（・）本条

　第１項で指定された金額の全てまたはいずれかを行政令により指定しうる金額に代替すること ，（ｂ）本条による還付増額分

　が支払われたが開発区域の変更のため支払いが中止される場合，行政令により指定された期問及び金額を事業所に関連し

　て本条による当該増額分の継続支払いを定めること。さらに行政令は全ての開発区域または特定の開発区域或は開発区域

　の一部に関して定めることができるものとし，また本項での先行する行政令を変更または廃止することができる。但し ，

　行政令は，両院議会の決議により承認されなければ定めることができないものとする 。

（６）本条における（・）開発区域の意味（１９６６年産業開発法第１５条第２項），（ｂ）基本法の意味（１９６６年選択雇用還付法）。

（７）北アイルランド関連規定～北アイルランド財務省整理公債基金からの地域雇用プレミアムの還付規定 。

　　　　　　　　　　　　　　　【別表１２／第２５条～選択雇用税に関する補足 ・追加規定】

［解釈１　１ ．基本法の特定（１９６６年選択雇用還付法）。

［第２５条による還付に関する制限１　 ２　基本法による還付受領者に対する適用除外，３～４　雇用王に以要とされる記録不

　備による社会保障大臣の還付実施義務の免責 。

［第２５条に基つく還付請求１　５　還付講求手続きの細目規定 。

［疑義に関する裁定１　 ６～１０　雇用王の還付請求に関連する疑義提出権と１９６４年産業訓練法により設置された労働裁判所等

　による裁定手続き 。

［強制執行１１１．１９６５年国民保険法に基づく調査官による関係施設への立入検査権，関係書類の調査 ・コピー作成権限及び

　関係者に対する情報提供の請求権に関する規定 。

［還付の相殺１１２～１３選択履用税の納付額と還付額に関する相殺規定 。

備考）本法は ，１９６７ｃ．５４，勅裁（裁可）：ユ９６７ ．７ ．２１である 。

資料）Ｂｕｔｔｅｒｗｏ耐ｈｓＬｅｇａｌＥｄｌｔｏｒ１ａ１Ｓｔａ丑（ｅｄ）（１９６８），Ｈｏ肋〃びち３吻〃泌ザＥ〃ｇ加〃４２ｎｄｅｄ，Ｖｏ１４７（１９６７） ，Ｂｕｔ

　　 ｔｅｒｗｏｒｔｈ＆Ｃｏ， ｐｐ５７０－９より ，より作成 。

　キャラハン蔵相の趣旨説明は前稿で分析した白書に沿った内容のものであ ったが，それ以外の

止目すべき点は以下の通りである。第１は，キャラハンにとっ て確信のある提案であることを示

唆するかのように，蔵相は，発書冒頭で「この提案が開発区域問題の核心そのものに迫ることは
　　　２６８）

疑いない」と切りだし，この種の政府介入により「成長する国家と衰退する国家という ，この国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１４）



　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林）　　　　　　　　　　　８１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６９）
でなかなか消えることのない２つの国家という概念」を消滅させたいという期待で締め括ったこ

とである。第２に，ＲＥＰと選択雇用プレミアムを合計した補助金は賃金の約７ ．５％に相当すると
　　　　　　　　２７０）
提示したことである。第３に，与党＝労働党のランカシャー選出の２名の新人議員から提出され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７１）
た修正案を予め封じる意図からと思われる「灰色区域」（“罫。ｙ　ａ。。。。

’’

）問題を取り上け，経済相

がこの問題についてウェスト ・ミソトランス経済計画審議会議長のハント卿（Ｓ。。Ｊ。。。ｐｈ　Ｈｍｔ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　２７２）２７３）
に調査研究を依頼したと明言したことである 。

　ＲＥＰをめぐる与野党論争は第３読会終了まで１０時問余の審議時問を要したが，議会議事録

（２１１コラム：ぺ一ジ）を読む限り ，前年の選択雇用税と払戻し ・プレミアム付き還付をめぐる論争

を再燃させはしたがその時の激しさに比べ迫力に欠けたものとなっ た。 マクラウドは委員会段階
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７４）
審議の第２読会（新条項を法案に付加する手続き）では修正動議を一切提出しないことを明言し ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　２７５）
自由党は歓迎の姿勢を示して賛成に回り ，戦後一貫して最高の地域失業率を記録してきた北アイ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７６）
ルラントの保守党の友党＝アルスター統一党は地域的特殊性を強調し「反対投票は不可能」とし

て保留または棄権（議事録に記載ナシ）に回 ったのである 。

　こうした見通しの下で，ＲＥＰをめぐる与野党論争の特徴を要約したく思う 。

　野党＝保守党の代表発言を担当したのはヒキンス（Ｍ．Ｔ。。。ｎ。。 Ｈ１ｇｇｍ。 ワーシング／ウェストサ

セソ クス／後のヒース政権大蔵担当閣外相）であ った。ヒキンスが指摘した基本的論点は以下の通り

である。¢ＲＥＰは緑書が提起したようにインフレ的でないというのは疑問であり ，その根拠の

一つとした１億ポントの財政費用が開発区域内で自己金融的であるというのであれは税収見積り

を提示せよ，　高い経済活動水準という現在のタイミングから見て短期的にはインフレ的であ

り， ＲＥＰ資金は利潤，銀行流動性，購買力増加や投資の形で開発区域外にも流出するのは明白

だ， 　この提案が地域平価切下げというのは問違いだ，なぜならそれは輸入の自由，あらゆる

地域への輸入制限全廃やその他多くの要素を前提にするからである，＠開発地域の労働集約的

投資を奨励しわが国の技術を時代遅れにして投資パターンを歪曲し，この国の経済の長期的効率

ないし長期的成長と一致しない，＠代替案としては輸送コスト削減に資する道路 ・交通手段の

改善がＲＥＰと比較して恒久的な経済的優位にある，＠最後に，ＲＥＰはサービス部門をますま

す犠牲にした製造業向け補助金という見たくもない干渉パターンであり ，若干の最も重要なサ ー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７７）
ビス活動への選択雇用税の反地域的効果をなお克服しないであろう ，と警告して締め括 った 。

　委員会段階の審議における保守党議員のＲＥＰ提案を批判する発言の多くはヒギンズ総括発言

の一部を詳論するものであ ったが，それらに答えたダイアモンド大蔵主席次官の発言以外で目立

った発言は以下の通りである 。

　¢製造業に対する無差別の補助金は輸出成長部門と輸出衰退部門との差別化に失敗しており ，

後者は「盗人に追い銭」になると批判した。（保守党＝Ｍ．アリソン：バークストン ・ア ッシュ／ノース ・

　　　　２７８）
ヨークシャー）　労働党新人２議員がＲＥＰにより開発区域に対する政府支出は２倍となり ，衰退

するランカシャー綿業の「灰色区域」と差が付き過ぎる，或は入来すべき企業は開発区域に吸

引されてしまうと指摘して蔵相に検討を要請した。（Ｍ．ヘニッ グ： ランカスター／ランカシャー；Ａデヴ

　　　　　　　　　　　　　　　　　２７９）
イッ ドソン： アッ クリングトン／ランカシャー）　自由党のスポークスマン＝スティール（Ｍ土．Ｄ．ｖｉｄ

Ｓｔｅｅ１
：ロッ クスバラ，セルカーク＆ピーブルズ／スコットランド／後の自由党党首）は「わが党はＲＥＰ提

案を歓迎する」としつつ開発区域で製造業誘致に不向きで依存度の高い観光産業をもつ区域に対

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１５）



　８２　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

して法案における省令によるＲＥＰの多様な補助率の設定 ・変更権限を行使して選択雇用税の影
　　　　　　　　　　　　２８０）
響を緩和することを要求した。＠農村 ・過疎地域選出の労働党議員がＲＥＰに積極的な支持を表

明しながら農村 ・過疎地域の観光産業へのＲＥＰの還付または一定の譲歩を要請した。（Ｅモーカ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８１）
ン： カーデイガン／ミッ ド・ ウェールズ；Ｄ．デューア ：アバディーン ・サウス／ハイランド）　農村 ・過疎地域

選出の労働党議員の発言を利用する形で，保守党のキャンベル（Ｍ土．Ｇｏ．ｄｏｎ　Ｃ．ｍｐｂ．１１ ：モーレイ＆

ナーン／ハイランド／後のヒース政権スコットランド相）は，開発区域における広大な非製造業＝農

業・ サーヒス産業地帯である南西開発区域，北西 ・中部ウェールス及ぴスコソトランドのハイラ

ンズ ・島喚区域にとっ ては差別の累積であり ，ＲＥＰもそれが依拠している選択雇用税も根本

的な誤謬であり ，政府の主張とは反対にハイランズ ・島喚区域の過疎化を促進する，と非難し
２８２）

た。

　ダイアモンド大蔵主席次官の総括答弁の中で新たに止目すべきことは以下の３点である。第１

に， ＲＥＰの実質的な財政コストは，所得税，法人税，問接税及び社会サービス給付による救済

支出の還流分により半分以下になると主張したことである。第２に，特にランカシャーの灰色区

域問題に関してハント委員会の報告が提出される迄はＩＤＣ政策の柔軟な運用で対応し，失業率

の状況により開発区域指定を行うと明言したことである。第３に，ＲＥＰ提案を支持する多くの

与野党議員の開発区域における観光産業振興を求める発言に押されて，サービス産業全体は製造

業と異なり地域問競争に欠け，したがってある区域の事業活動増加を別な区域の減少で相殺でき

ないゆえにインフレ効果を排除できないという基本認識を堅持しながら，観光産業には地域間競

争の存在を認め，国際収支への貢献を含め観光産業の重要性と助成の必要性を承認し，追加助成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８３）　２８４）
の可能性を再検討する際にこの議論で指摘された諸点を考慮すると約束したことである 。

　こうして，ＲＥＰ新条項の委員会段階審議（第２読会）は記名投票採決となり ，賛成２１７票 ・反

　　　　　　　２８５）
対１２９票で通過した 。

　６月２７～２８日の報告段階審議では，保守党は選択雇用税及ぴＲＥＰに反対しながらも行政運営

上の公平性 ・合理性を求めて，ＲＥＰ条項及び法案第２５条（選択雇用税の払戻し及び同税に関するそ

の他の諸規定＜１９６６年選択雇用還付法のパートタイム等に関する修正案〉）の別表１２に関する修正案を提

出した。前者はヒギンズが提出し，○ＲＥＰ補助率の委任立法による変更権限の削除，　継続期

問＝７年の条項における明文化と期問中における開発区域指定取消の区域内での新設事業所に対

する同一条件による還付義務規定の挿入，を求めたものであり ，後者はマクラウドが提出し，　

選択雇用税払戻しまたはプレミアム付き還付に関わる事業所登記削除に対する所管大臣の裁量権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８６）
の制限規定の挿入を求めたものである。これらはいずれも否決された 。

　６月３０日の第３読会の議論では保守党＝マクラウドは１９６７年財政法案は６５年及び６６年の先行法

ほどには論争的なものではないがと前置きして，地域間繁栄格差の縮小は歓迎しＲＥＰがこれに

成功すれば（「成功するはずがない」というのが真意）将来これを受け入れ私の疑いは間違っていた

と言うことを約束すると皮肉りながら，他方でＲＥＰは全く僅かな研究により船出した選択雇用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８７）
税という既存の異常性の上に構築されそれを混合したものである，と指摘するに留まっ た。 ヒギ

ンズも ，１９６７年財政法案は「６５年及び６６年の財政法の青ざめた幻影」であり ，本法案はパートタ

イム労働者についてた った一つの異常性を除外しただけであり ，わが国の今後の成長を鼓舞する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８８）
ものはないもない，と断定したにすぎない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１６）
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　むしろ，興味深いのは，議会労働党の経済 ・金融グループの正副議長（Ｍ。． Ｒｏｂ。。ｔ　Ｓｈ．１ｄ．ｎ： ア

シュトン　アンター　ライン／ランカシャー Ｍｒ　Ｊｏｅ１Ｂａｍｅｔｔヘイウ ソト＆ロイトン／ランカシャー）がＲＥＰ

を厳しく批判したことである。シェ ルドンはこの種の財政法案は私が望んでいたものではなく ，

私のＲＥＰへの嫌悪は開発地区に創設された新企業が指定取消の場合にペナルティが課せられる

ことであり ，雇用１人当りコストが凡そ１２，ＯＯＯポンドと見積もられしかもその効果は決定的には

証明されていないし，最も重要なのはそうした不確実性が長期に亙りしかも成功するとは限らな
　　　　　　　　２８９）
いことだと王張した。ハーネ ソトは法案の王要条項であるＲＥＰが開発区域問題の最良の解答で

あるとする主張に疑問を提起し，自らの聴取調査結果に基づき企業が開発区域に入来しない重要

な理由として¢需要または拡張の必要性について楽観的でないこと ，　上級役員や経営管理人

材が不足し開発地域での獲得困難性を挙げ，さらに　労働力の利用可能性は重要な要素である

が， ＲＥＰがなくても開発区域の労働力は廉価でありこれは小さな問題であり ，ＲＥＰにおける雇

用１人当りコストが１２ ，ＯＯＯポンド或は論争の余地のない１０ ，ＯＯＯポンドという数字を採ったとして

も高過きるコストだとして，７億ポントを官民の産業↓ち上けという特別課題をもつ政府公社に

使う案も検討の価値があると指摘し，＠最後に本格的な深い調査研究をせずに７億ポンドもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９０）
関与をするという構想こそが再検討を要求する立派な論拠である，と結んだ 。

　キャラハン蔵相は，シェ ルドン及びバーネ ット両議員の態度に失望し，保守党議員の如く延期

を要求し，自由党議員の如く一層の調査研究を要求するとは予想もしていなかったと表明しつつ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９１）
両議員の要求を拒否し，ＲＥＰの政策的意義の説明を繰り返した 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９２）
　法案は，投票採決なしに第３読会を通過 ・成立した。上院は，下院法案を承認した 。

２６８）

２６９）

２７０）

２７１）

２７２）

２７３）

２７４）

２７５）

２７６）

２７７）

２７８）

２７９）

２８０）

２８１）

２８２）

２８３）

２８４）

　Ｐａｒ１ｉａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６北 ，ｃｏｌ．５８１

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏ戸６〃 ，ｃｏ１５８７

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏ〃ｏ〃 ，ｃｏ１５８３

　灰色区域は，この時点でその定義ないし概念は明確でなかった。差し当たり確認できることは空間

的に開発区域に隣接する位置にあり自律的に産業開発と成長が可能な繁栄区域の狭間にあ って，手厚

くなる地域政策の下で産業立地上で開発区域に対して比較劣位に陥る可能性のある区域，と見なすこ

とができるであろう 。

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏ〃６〃 ，ｃｏ１ｓ５８５－６

　灰色区域問題を検討するハント委員会は６７年９月に設立され，６９年２月に『中問区域』と題する報

告書を作成し経済相に提出した。この問題は，次節（第３節）で検討する 。

　Ｐａｒｌｉａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６北，
ｃｏ１，６８０

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏ戸６〃 ，ｃｏｌｓ６１４
－９

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃
，ｃｏ１ｓ６２６－３３

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃
，ｃｏ１ｓ５８７－９６

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏ戸６〃
，ｃｏＩｓ６０２－７

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃
，ｃｏ１ｓ６０７－１４，６５８ －９

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃 ，ｃｏ１ｓ６１４
－９

　Ｐａｒｌ１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏ戸６〃 ，ｃｏ１ｓ６２０
－６，６３３－９

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃 ，ｃｏ１ｓ６３９－
４４

　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏ〃６〃
，ｃｏ１ｓ６６９－８２

　労働党政府は，翌年の１９６８年財政法によりフルタイム労働者に対する選択雇用税の５０％の引上げと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１７）



８４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

　　ともに，農村開発区域のホテル（被用者）に関して税額の満額払戻しを実施した。（Ｒｅｄｄａｗａｙ　ｅｔ　ａ１ ．，

　　 ○ク ６〃，ＰＰ．１４７ －５０）

２８５）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク６〃

，ｃｏｌｓ６８９－９２

２８６）肋〃ｚ舳６肋びＤ３６倣５（Ｈ舳鮒♂）（１９６６－６７） ，５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７４９，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ　ＨＭＳＯ ，

　　
ｃｏ１ｓ．３７９－４１６，５６２－８６

２８７）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａＷ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク〃

，ｃｏ１ｓ１１０９ －１４

２８８）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａ町Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク６〃

，ｃｏ１ｓ１１２９－３７

２８９）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａＷ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク６〃

，ｃｏｌｓ１１１４ －６

２９０）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏク６〃

，ｃｏ１ｓ１１１８－２２

２９１）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ
，ｏ〃６〃

，ｃｏ１ｓ１１３７ －４４

２９２）　Ｐａｒ１１ａｍｅｎｔａｒｙ　Ｄｅｂａｔｅｓ，ｏク６〃 ，ｃｏ１１１４４

　Ｖ －２－５第２段階における地域政策の実際とパフォーマンス

　１９６６年総選挙での労働党の圧勝により ，それ迄前保守党政権下における手直しに留めざるを得

なかった経済政策，特に産業政策 ・地域政策を独自の路線に転換していっ た。 すなわち，産業政

策・ 地域政策を貫く共通の路線は，ウィルソン政権発足以来継続する国際収支危機の短期的反復

の中で貿易収支改善の決め手として製造業の国際競争力の回復 ・改善を最優先順位に置いて，サ

ービス産業への課税を強化しつつその税収を含む財政資金を製造業に投資補助金 ・賃金（労働）

補助金等の形で重点的に投入する点にあり ，地域政策にはそれを大幅に上積みしたのである 。

　１９６６年７月の国際収支危機対策のデフレ政策措置の結果である９月の中期経済計画である『全

国計画』の放棄後には，開発区域とその他のグレート ・フリテン区域との失業率格差の拡大に重

大な懸念を抱いて，この路線を一層加速して１９６７年財政法では地域雇用プレミアム（ＲＥＰ）を新

設して地域政策への財政経費を事実上２倍化した 。

　こうして，１９６６～６７年度は地域政策における助成制度の大改革の時期となっ た。 既に指摘した

ように，地域政策の長期的な歴史的観点から見れば，１９６６～６７年の２カ年度は６８年以降の一層の

飛躍的展開への中問期に位置する。同時に，両年の諸立法によっ て地域政策全体のシステムは複

雑になっ た。

　１９６６年産業開発法は，１９６０＆６３年地方雇用法における助成措置の一部をそのまま継承し，一部

を修正して継承し，さらに一部を廃止した上に新たに独自の助成措置を立法化した。すなわち ，

商務省による企画工場等の工場建設，　般用（４条）ローン＆補助金の給付をほぼそのまま継承

し（他に遺棄地［荒廃地１整備工業団地公社基礎的サーヒス整備に関する規定を含む），建築物補助

金助成を修正して２５％助成の外に３５％助成の特例を新設し（同法第２部），ＩＤＣ条項を一部修正し

て継承し（同法第３部），さらに１０％の工場設備 ・機械装置補助金（及び６３年財政法における全国レベ

ルの投資控除，開発地区の自由償却制度）を廃止して４０％の投資補助金制度に拡充統合した（同法第

１部）。 その結果として，１９６０～６６年地方雇用法の年次報告と１９６６年産業開発法固有の全国 ・開

発区域に対する投資補助金に関する年次報告が，別々に，議会に提出されることになっ た。 しか

し， 後者は補助金支出項目別統計に留まり ，創出される推定追加雇用等その政策効果に関する調

査・ 推計 ・分析は一切含まれていない 。

　１９６６年財政法による選択雇用プレミアム及び１９６７年財政法による地域雇用プレミアムに関して

は年次報告すらないのであるが，後者は地域政策支出としては平年度（６８年度以降）１億ポンド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１８）
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に上り地域政策における単独政策措置としては最大である 。

　その他に，前節で分析した過密区域のオフィス及び工場立地規制に関する１９６５年オフィス ・産

業開発規制法は恒久立法として存続し，オフィス立地規制に関する独自の年次報告を公表してい

る（後者は１９６０＆６３年地方雇用法の年次報告にＩＤＣ規制の項目として組み込まれている）。

　本節のまとめとして，こうした新たな枠組の下での地域政策の実際とパフォーマンスを分析し

たいと思う 。

　工業１地に関する地域政策の実際とパフォーマンス　　先ず第１に指摘すべきことは ，１９６６年

８月１９日付けの「１９６６年開発区域令」（Ｓ ．Ｉ．１９６６Ｎ。． １０３２）により地域政策助成対象が従来の細分

的な開発地区制度に代わ って広域的な新開発区域制度が導入され，指定基準は労働省職業安定所

区域であるが，実際にはスコットランドとウェールズのほぼ全域，北部地域全域という３大区域 ，

またマージィサイド及びファーネス半島（開発区域としては北部に含まれる）及びコーンウォール

とノース　テウォンの大部分という２つの小区域が採用され，クレート　 フリテンの国土面積の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９３）
４０％，人口の２０％を包摂することになっ た。（図Ｖ －７を参照）　その上，この期問における特筆

すべきことは，シェイの解任に伴い就任したクロスラント商相（Ｍ．ＡｎｔｈｏｎｙＣ。。。１．ｎｄ／フェピア

ン主義者 ・穏健左派）が，６７年１１月 ，「炭坑閉鎖により例外的に高い失業率が生じうるスコットラ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９４）
ンド，ウェールズ及び北部の開発区域内の一定の区域」を特別開発区域（。ｐｅｃｉａ１ｄｅ．ｅ１ｏｐｍｅｎｔ

ａ．ｅａｓ）に指定し，新産業誘致のために次の３点の追加刺激策を講じたことである。¢商務省工場

を賃借し適切な雇用機会を提供する企業には５年問の賃借料免除（通常は２年間），　３５％の建築

物補助金及び自己負担分の低金利 ローンの供与（通常，両者は代替的），　（１９６０年地方雇用法）「４

　　　　　　　　　　　　　　２９５）
条」経常費補助金の給付，である 。

　第２に，開発区域に対する財政金融的助成について分析する。ここでまず摘記すべきことは ，

１９６６年１１～１２月の商務省の６７年企業投資意向調査の結果，６７年は６６年と比べて約１０％減少が予測

され，かつ特に開発区域の失業率が増加傾向にある中で，商務省は産業開発法第７条に基づき１２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９６）
月１４日付けで「１９６６年産業開発令（補助金率の変更）」（Ｓ　Ｉ１９６６Ｎｏ１５６９）を公布し，１９６７年１月

１日～６８年１２月３１日に招来した投資支出に対する投資補助金の標準助成率を２０％から２５％に，開

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９７）
発区域助成率を４０％から４５％に，夫々５％引上げる措置を実施したことである 。

　そうした諸措置の結果，開発区域に対する助成総額（支出承認 ・支払べ 一ス）は，１９６６年度の

８６１８万ポンド（地方雇用法関連）から制度改革実施の１９６７年度には一挙に２億３８２３万ポンド（内訳

／地方雇用法関連＝４６４４万ポンド，投資補助金（集計可能な最大値）＝１億５７００万ポンド＜制度発足の遅延

　　　　　　　　　　２９８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９９）　　　　３００）
による６６年度分が含まれる〉 ，ＲＥＰ＝約３４００万ポンド＜６７年９月４日～６８年３月末分〉）であ った（表Ｖ －

１９－１＆３を参照）。 但し，投資補助金の半分以上は，非開発区域にも給付される全国共通部分で

あるので，開発区域に差別的な純地域政策経費は１億６０００万ポンド水準であろう 。ともあれ，第

２段階は，第１段階（１９６３～６５年度）の年度平均＝３７６９万ポンドから飛躍したことが確認される 。

　開発区域別に２年間の助成総額を（確認可能な限りで）見ると，北部＝９４２９万ポンド，スコット

ランド＝９１１３万ポンド，マージィサイド＝５７３２万ポンド，ウェールズ：４０８９万ポンド，南西部 ＝

４１２万ポンドの順に並ぶ。南西部の小区域を除いて，人口比ないし生産年齢人口比で見ると ，マ

ージィサイドが突出的位置を占め，北部，スコットランド及びウェールズの順になる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１９）



８６ 立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

図Ｖ －７　１９６８年３月の開発区域
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資料）Ｂｏａｒｄ　ｏｆ 　Ｔｒａｄｅ，８〃ル舳〃Ｒ¢ｏ〃ｏグＬ０６０ＺＥ卿Ｚｏツ舳〃Ａ伽１９６ぴ１９６６
　　（１９６８），ＨＭＳＯ，ｐ

．ｉｖ，より借用 。

　　　　　３０１）
　産業別では，機械 ・金属製造（電気製品を含む）（９１８６万ポンド）が引続き首位を占め，続いて

「雇用創出」規定のない投資補助金制度により石油 ・化学 ・関連製品（８５２０万ポンド）が突然第２

位に登場し，第３位は繊維 ・衣料 ・履物（３０５２万ポンド）が占めた。それらに続くのが，自動車

類（２８６３万ポンド），食品 ・飲料 ・タバコ（２４０７万ポンド）である。与野党論争の焦点になっ たホテ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０２）
ル・ ケイタリングを含むサービス産業は，地方雇用法関連で９９５万ポンドの助成を受けた 。

　地方雇用法関連支出の個別項目に着目すると ，第１段階と比べていずれも着実な増加趨勢にあ

る中で建築物補助金の増加が顕著である。これは，補助率が裁量的な要素はあるものの２５％から

３５％に引上げられたこと及び選択雇用税施行と税制上の投資控除の廃止に伴い開発区域のサービ

ス産業が受けられる残された数少ない補助金として評価が高まっ た相乗効果であろう 。

（２２０）



表Ｖ －１９－１

現代イギリス地域政策の段階と特質／６）一３（若林） ８７

１９６０年 ・６３年地方雇用法による開発区域助成総額の推移（１９６６～６７年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額／£１０００，雇用／人）

１９６６年度 １９６７年度

プロジ １務１１洛灘船繋 推定追 プロジエクト エクト １務嚢１脊灘麿繋 推定追
数

加雇用
数

加雇用

北　　　　部 ４９７ ４． ６８９１３ ．３９２１５ ．１４２１１ ．９７８１１５ ，２０１ ２３ ，７３７ ４８１ ３， １２３：４ ．０６１１５ ．２６０１　３１７１１２ ，７６１ １８ ，７２４

マージイサイドホ １７１
　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

　　　１　３ ，６４７　ｊ　６ ．００６　１　１ ．１７４　１１１
：　　　 １　　　 ：　　　

１１ ，２１１ １６５ ５０３１２ ．９３８１２ ．９８１１１４２１６ ，５６４ ７， ８９８

南　　西　部 ４９ １， ６５８ ６９ １６３１　１２７：　４１９１　１３１　７２２ １， ９７１

イングランド計 ＃ ７２２ ５． ０４２１７ ．２４２１１１ ．５７４１３ ．１９０１２７ ，０４８ ３７ ，０７６ ７１７ ３． ７８９１７ ．２２６１８ ．６６３１４７２１２０ ，１５０ ２８ ，７５０

ウェールズ
２０Ｉ ５． ４６５１１ ，６７４：１ ．３１２１３８９１８ ，８４０ １２ ，９７９ ２２４ ３． ２２９１２ ．７５４１２ ．５９８１　 ６３１８ ，６４６ １３ ，２６０

スコットランド ７７８ ３． ８５８１４ ．７７６１８ ．２３１１２ ．６７８１１９ ，５４３ ３６ ，１２８ ７５６ ４． ５２０１５ ．０７５１７ ．２４９１　７９９１１７ ，６４３ ２５ ，３９４

合計
＃ １， ７０１ １４ ．３６５１１３ ．６９２１２１ ．１１７１６ ．２５７１５５ ，４３１ ８６ ，１８３ １， ６９７ １１ ．５３８１１５ ．０５５１１８ ，５１０ｉ１ ．３３６１４６ ，４３９ ６７ ，４０４

備考）

資料）

　＊　マージィサイドにはスケルマズデール及びウィンズフォードを含む 。

　＃　現行開発区域には含まれない旧開発地区を含む 。
　¢　推定雇用は完全操業時点での推定値（企業による申告値）であり ，当該年度の雇用者数ではない 。
　　　設備 ・機械補助金は，１９６６年１月１７日以後に招来した費用に関しては１９６６年産業開発法の「投資補助金／
　　開発区域経常補助率４０％」の助成対象となり ，１９６３年地方雇用法の該当条項は廃止された 。１９６６ ・６７年度の

　　補助金はそれ以前の申請に対する事後処理分である 。

　Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ，７〃Ａ舳伽Ｚ　Ｒ４ｏ〃 げＬ０６０Ｚ１…：舳〃ｏツ刎６〃Ａ６な１９６０
－１９６６（１９６７）

，ｐ－８；ｄｏ，８〃Ｒ¢ｏ汽
（１９６８）

，ｐ
．８，より作成 。

　　　　　　　　　表Ｖ －１９－２　開発区域における工業団地公社工場建設

　　　　　　　　　　　　　　　の延床面積（１９６６～６７年度）

イングラン　ド
ウ　エ　ー　ルズ

スコットランド

合　　計

１９６６年度

１２９ ，１

３９ ，５

７３ ．４

２４４ ．Ｏ

１９６７年度

８７ ，１

４０ ，７

８７ ．４

２１５ ．１

累　計

２１６ ，２

８０ ．２

１６２ ．７

４５９ ．１

　　　　　　　　　　備考）Ｏ　単位は１０００ｍ２ 　　工場完工統計。事業認
　　　　　　　　　　　　　　可年度は多様である。　　延床面積は原表の平
　　　　　　　　　　　　　　方フィートを平方メートルに換算した 。
　　　　　　　　　　資料）Ｂｏａｒｄ　ｏｆ 　Ｔｒａｄ ｅ， ７〃Ａ舳伽Ｚ　Ｒ４ｏ〃ｏゾェ ｏｃｏＺ

　　　　　　　　　　　　厄舳〃Ｚｏツ舳３〃Ａ６な１９６０－１９６６（１９６７） ，ｐ．４；ｄｏ，８〃

　　　　　　　　　　　　Ｒ砂ｏ〃（１９６８） ，ｐ ．５，より作成 。

表Ｖ －１９－３　１９６６年産業開発法による開発区域投資補助金（１９６７年度）（単位／£１０００）

　Ａ）補助対象種目別補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｂ）開発区域別補助金額

対象種目 補助率４０％１補助率４５％ 合　計 開発区域 補助金額

機械装置 ・プラント
１３２ ・４６４１２３ ・５７６ １５６ ，０４０ 北　　　　部

ホ ５６ ，３２４

コ　ン　ピ　ュ　ー　タ １９４…　　１５ ２０９ マージイサイド
ホ ３３ ，６７４

ホーヴ ァー・ ヴィーイクル 一　　　１　　　　　一 一 南　　西　　部
１， ７８６

船　　　　　　舶 ＿　　１　　　　一 ｉ スコットランド ４０ ，９４６

鉱　業　作　業　所 ２７４　１　　　２４ ２９８

ウェールズ
１９ ，４００

賃　　借　　資　　産
１．０９４１　 １５９ １， ２５３

合　計 １５２１３０

合　計
１３４ ．０２６１　２３ ，７７４ １５７ ，８００

備考）¢　本表は，１９６６年１月１７日～６７年３月３１日に申請者に招来した投資支出に対する支払済補
　　　　助金統計である。１９６６年度は組織体制準備のため補助金支払は執行されなか った。そのた
　　　　め，申講者の投資支出発生から補助金支払い迄のタイム ・ラグは１８ヵ月に及び，それ以後
　　　　は通常１２ヵ月になっ た。

　　　　４５％の開発区域臨時補助金率は「１９６６年産業開発令（補助金率の変更）」（Ｓ
．Ｉ．１９６６Ｎｏ．

　　　　１５６９）により１９６７年１月１日～６８年１２月３１日に招来した投資支出に対して適用された 。

　　　　ＡＢ表の合計は一致しない。Ａ表には開発区域の事業者に対する標準補助率（２０％また
　　　　は２５％）による補助金を含まず，他方でＢ表には建設 ・土木工学用賃貸機械装置 ・プラン

　　　　ト及びコンピュータの補助金が含まれていないためである 。

　　　 ＊　バロー・ イン ・ファーネス及びドゥールトン ・イン ・ファーネスは北部に含まず，マ ージ

　　　　ィサイドに含まれる 。

資料）Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ，Ａ舳伽Ｚ　Ｒ勿ｏれ げ肋〃〃〃５炉〃Ｄ舳３Ｚｏク舳〃ん¢１９６６（１９６８），ＰＰ
・３ ，５，７

，

　　より作成 。

（２２１）



　８８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

　また，商務省直轄の賃貸 ・売却向け工場の建設は２年間合計で２２１工場 ・延床面積５３万平方メ

ートル（賃貸１２８工場／売却１７工場／企画７４工場等）が認可され，そのために２５９０万ポンドの支出が

承認された。１９６８年３月末現在の「建設中」を除く商務省所有賃貸工場延床面積（ストッ ク）は

５６０万平方メートル，その雇用者総数２５万６２１２人（開発区域はそれぞれ５４２万平方メートル，２４万７５３９

人）であり ，２年前と比べてそれぞれ４０万平方メートルの増加，４０７６人の減少（開発区域は４７万平

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０３）
方メートルの増加にも拘らず僅か１５３５人の増加〈同一区域比較では実質減〉）であ った。さらに，名称変

更した商務省傘下の工業団地公社による工場建設延床面積は，第１段階と比べて年平均及び合計

で増加した（表Ｖ －１９－２を参照）。

　以上の地方雇用法関連助成に基づく推定追加雇用（完全操業時の推定値／当該年度の実数ではない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０４）
完全操業迄の累積雇用効果には８～１０年のタイム ・ラグがあるといわれる）は，１９６６年度：８万６１８３人 ，

６７年度：６万７４０４人，合計１５万３５８７人であるが，これには６７年度から給付を開始した投資補助金

及ぴ６７年９月以後のＲＥＰの雇用効果が含められていないことに注意を要する。これらを含めれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０５）
ば， ６７年度の雇用創出効果は少なくとも６６年度を凌駕しているであろう 。

　次に，工場立地の「負の規制」と呼ばれるＩＤＣ規制及びそれとともに地域政策助成措置との

相乗効果が表示される工場立地の地域別構成比率を分析したい 。

　まず指摘しておくべきことは，１９６６年８月 ，１９６６年産業開発法施行と歩調を合わせてＩＤＣ規

制基準を変更し，ミソトランズ及ぴ南東部における工業開発にＩＤＣを必要とする延床面積をそ

れ迄の１０００平方フィート（９３平方メートル）から３０００平方フィート（２７９平方メートル）に引上げ
，

その他地域を従来通り５０００平方フィート（４６５平方メートル）としたことである。これは，延床面

積の疋義を狭義の工場のみならずミソ ドランス及ぴ浦東部ではかなり高い比重を占める倉庫や食

堂・ 売店を含めたことに伴う措置と思われる。そうした条件の下で，労働党政府，特にジェイ商

相の過密区域に対する強い規制姿勢により ，両地域のＩＤＣ否認率は，１９６６年は件数で９９％，延

床面積で１９３％，関連雇用で２９９％（史上最高率），６７年は件数で８８％，延床面積で１１８％，関
　　　　　　　　　　　　　　　　　３０６）
連雇用で２２．６％という高水準で推移した。（前節の図Ｗ －１をも参照）

　こうした工場立地規制と関連して各種助成措置により開発区域への工場移転や既設工場の拡張

が奨励された。その状況を，表Ｖ －２０を資料として分析する。周知のように，北部，北西部（マ

ージイサイド），南西部（コーンウォール ・北デヴォン地方），ウェールズ及びスコットランドは工業

立地上の空間的劣位にあるばかりでなく ，伝統的な基礎産業の比重が高い構造劣位にある。した

がっ て， 何らかの政策措置なしには，その他の諸地域と比較同等水準の工場立地を達成すること

はできない。こうした視点から地域政策のパフォーマンスを見ると ，北部，ウェールズ及びスコ

ソトランドは顕著な成果を挙げていると評価できる。すなわち，それを既存の製造業就業者数比

率に対する推定追加雇用者数比率（全国比）の相対倍率で測定すると ，北部は３倍（ファーニスを

含めると２ ．９倍），ウェールズは３ ．８倍，さらにスコットランドは１ ．７倍である。マージィサイドは
　　　　　　　　　　　３０７）
１．８倍水準と推定されるが，北西部全体は僅かに比較劣位となっ ている。コーンウォール ・北デ

ヴォンの小区域は人口比率から一定の成果が推測されるが，正確な算定はできない 。

　他方で，１９６６～６７年における非開発区域から開発区域への工場移転数を見ると ，北部：３２工場 ，

ウェールス：３７工場，スコソトランド＝５４工場，南西部＝２３工場及ぴマージィサイド＝７工場と
　　　　　　　　　　　　　　コナーベイシヨン
なっ ている。その中で開発区域集合都市群（マージィサイト ，タインサイト及ぴクライトサイト）は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２２）



現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林） ８９

表Ｖ －２０標準１０地域におけるＩＤＣ認可による工業用建築物延床面積と推定追加雇用（１９６６～６７年度）

延床面積（１０００ｍ２） 推定追加雇用（１０００人） 製造業推定就業者数
標準地域

総数ｉ％／ＧＢ 開発区域 総数１％／ＧＢ 開発区域 １０００人１％／ＧＢ

北　　　　　　　部
１．

５６５１　９
．９ １， ６１０ ３９ ．１１　１５ ．８ ４０ ．１ ４６９：　５

．３

北　　　西　　　部
２．０７０１１３ ．１ ７８２ ３６ ．８…　１４ ．９ １４ ．８ １．３６０１１５ ．３

南　　　西　　　部 ９９７１　 ６． ３ １５７ １５．Ｏ１　 ６． １ ３． ９ ４１４１　 ４． ７

ウ　 エ　 ー　ル　ズ
１．

４４２１　９
．１ １， ２５４ ３４ ．７１　１４ ．Ｏ ３１ ．６ ３３１１　３

．７

ス　コ 　ッ 　ト　ラ　ン　ド
１． ９１２１　１２ ．１ １， ８５８ ３６ ．Ｏ：　１４ ．５ ３５ ．５ ７５４１　８ ．５

ヨークシャー＆ハンバーサイド
１．５５３１　９ ．８ 一

２０，４１　８
．２

■
８９５１　１０ ．１

イースト ・アングリア ７０５１　 ４． ５
’

！０，７１　 ４． ３
一

１９３１　 ２． ２

イースト ・ミッ ドランズ
１．

０７１１　６
．８

一
１０．Ｏ１　４

．Ｏ

■ ６２８１　７
．１

南　　　東　　　部
３， ２７７：　２０ ．７

Ｉ
３１ ．６１　１２ ．８

一
２． ５９７１　２９ ．２

うち　ＧＬＣ区域
１．１７５１　 ７． ４

一
６，９１　

２． ８
一

１．４０６１１５ ．８

ウェスト ・ミッ ドランズ
１，

２５０ｉ　７
．９

■
１３．２：　５

．３

一
１， ２４８：　１４ ．Ｏ

グレート ・ブリテン
１５ ．８４３１１００ ．Ｏ ５， ６６２ ２４７ ．６１１００ ．Ｏ １２５ ．９ ８． ８８８１１００ ．Ｏ

備考）¢１９６６年８月以降，工業用建築物には狭義の工場だけでなく倉庫，食堂 ・売店等の全ての付属施設の床面積が

　　算入されるようになっ た。 但し，北部，ウェールズ及びスコットランドでは従前からこうした取扱いがされてい

　　た。南東部やウェスト ・ミッ ドランズでは付属施設比率が極めて高く ，１９６７年度で４０％台に達している。　開発
　　区域の数値はすべて標準地域の内数である。但し，北部の開発区域の数値が地域全体のそれを上回 っている理由

　　は，北部開発区域が北西部のバロー・ イン ・ファーネス及びドゥールトン ・イン ・ファーネスを含むからである
　　と樹則される。　推定追加雇用は完全操業時点の推定値であり ，当該年度の追加雇用実数ではない。　原表の延

　　床面積の平方フィートは平方メートルに換算した。　製造業推定就業者数は被用者 ・失業者総数の２カ年平均数

　　である。＠地域数値は概数のため，単純集計と総計値は必ずしも一致しない 。
資料）ＢｏａｒｄｏｆＴｒａｄｅ， ７肋Ａ舳舳ＺＲ印ｏ〃ｏゾム０６０ＺＥ舳〃ｏツ鮒〃Ａ伽１９６０－１９６６（１９６７），ｐｐ．１６－８；ｄｏ，８〃Ｒ砂ｏ〃

　　（１９６８）
，ｐｐ
．１８ －９，より作成 。

工場移転先として立地魅力に乏しいことが指摘されているが，特にマージィサイドが開発区域集
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０８）
合都市群の中で最も魅力に乏しい，と評価されている 。

　これらの開発区域の対極に位置するのが，ウェスト ・ミッ ドランズと南東部である。前述の製

造業就業者数比率に対する推定追加雇用者数比率の相対倍率を適用すると立地優位 ・構造優位に

位置するにも拘らず，ウェスト ・ミッ ドランズはＯ ．３８倍，南東部はＯ ．４４倍，そのうちＧＬＣ区域

は０ ．１８倍であり ，ＩＤＣ規制の効呆が顕著であることは明白である 。

２９３）　Ｂ
ｏａｒ
ｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ（１９６７），７〃Ａ舳伽Ｚ　Ｒ砂ｏれ げＬ０６０Ｚ厄舳〃ｏツ舳６〃Ａ６な１９６０－１９６ｄ　ＨＭＳＯ，ｐｐ

　　 １ｖ，１ ，１４－５（Ａｐｐｅｎｄ１ｘ　Ｉ　Ｂｏｍｄａｒ１ｅｓ　ｏｆ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ａｒｅａｓ） ，ｄｏ（１９６８），８〃ル舳Ｚ　Ｒ砂ｏ〃 げ

　　ム０６〃Ｅ砂Ｚｏツ肋〃んな１９６ぴ１９６ｏ　ＨＭＳＯ，ｐｐ１ｖ，１ ，１５－６（Ａｐｐｅｎｄ
１ｘ　Ｉ　Ｂｏｕｎｄａｒ１ｅｓ　ｏｆ　Ｄｅｖｅ１ｏｐ

　　ｍｅｎｔ　Ａｒｅａｓ）

２９４）１９６０年代のエネルギー革命進行中の１９６６～６７年度で全国石炭庁傘下の炭坑閉鎖数は１０７に上り ，平

　　均雇用人員は５万８０００人の減少を経験した。（Ａｓｈｗｏｒｔｈ，ｏ戸． 泓， ｐｐ１６７４，６７９）

２９５）Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ（１９６８），８此ル舳ｏＺ　Ｒ¢ｏ砿ｐｐ
．２，１６ ．ｃｆ．ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク泓，ｐ

．１２８；Ｂｒｏｗｎ，ｏ声泓 ，

　　 ｐ２９０ ，Ｋｅｅｂ１ｅ，ｏク６〃 ，ｐ２２９ ，Ｒ
ａｎｄａ１１
，功 ６〃 ，ｐｐ３７－

８， ＭｃＣａｌｌｕｍ，ｏク〃
，ｐｐ１７－８， Ｐａｒｓｏｎｓ，ｏク

　　 ６ゴム，ｐ．２２１

２９６）この行政令について，政府は６７年１月２０日に下院議会承認手続きをとっ た。 ダーリング商務副大臣

　　が趣旨説明を行い，保守党のペイシ（Ｍｒ　Ｇｒａｈａｍ　Ｐａｇｅ クロスピィ／マージィサイト／後のヒース政

　　権地方行政 ・開発担当閣外相）とヒギンズが意見表明をした。その中で，ペイジは法律変更と同等の

　　委任立法手続きの頻発を批判し，ヒギンズはそれとともに投資の増加は補助金率の引上げで生じるの

　　ではなく収益率の見通しに基づくものであり ，そのためには投資補助金ではなく投資控除制度が有効

（２２３）



９０ 立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

　　であるという保守党元来の王張を繰り返したが，採決手続きは要求しなか った。（ルｒ１・舳６肋び

　　Ｄ必ｏ脇（Ｈｏ郷伽６）（１９６６－６７），５ｔｈ　Ｓｅｒ１ｅｓ，Ｖｏ１７３９，Ｈｏｕｓｅ　ｏｆ　Ｃｏｍｍｏｎｓ　ＨＭＳＯ，ｃｏ１ｓ９２４－３０）

２９７）　Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ（１９６７），１並Ａ舳伽Ｚ　Ｒ砂ｏ〃 げ１〃４〃３〃７加Ｚ　Ｄ舳６Ｚｏク刎３〃Ａび，ＨＭＳＯ，ｐ．２

２９８）産業開発法による開発区域を含む全国投資補助金支払総額は３億２４３０億ポントであり ，開発区域に

　　は，標準率補助金（コンピュータ＝６７８万ポンド，船舶＝２０９６万ポンドの一部が開発区域に給付）を

　　含めれば，その凡そ半分が給付されたものと推定される 。（ＢｏａｒｄｏｆＴｒａｄｅ（１９６７），１５川舳伽Ｚ地 一

　　クｏ〃 げ１〃６〃５炉わＺ　Ｄ３閉Ｚｏ戸刎６〃Ａ〃１９６すｐｐ．３，５［Ｔａｂ１ｅｓ２，４］）

２９９）　Ｃｅｎｔｒａ１Ｓｔａｔｌｓｔ１ｃａ１Ｏ舶ｃｅ（１９７６），Ｒ３９２０舳Ｚ８勿肱伽皐Ｎｏ１２，ＨＭＳＯ，ｐ１４８

３００）雇用省の未公刊資料をも利用したマッ カラム作成の地域政策資金表（ＲＥＰ ・選択雇用プレミアム

　　及び投資税額純控除分をも含む）によれば，１９６６年度の総合純資金支出は１億７８０万ポンド，６７年度

　　は１億７２５０万ポンドであり ，遡及して６５年度は自由償却を中心とした投資税制純控除の６３９０万ポンド

　　を含めて合計１億１７１０万ポンド（すべて１９７０－７１年固定価格）に上るが，それ以前とは明確な段階差

　　をなす。（ＭｃＣａ１１ｕｍ，ｏ〃６〃 ，ｐ３２［ＴＡＢＬＥ１５１ｃｆ　Ｒ　Ｊ　Ｐｏｍｃｅ（１９８１），１〃伽肋ｏＺ〃ｏ閉刎〃舳

　　〃３ひ伽〃４Ｋ舳ｇ６ｏ刎１９６介７５，Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ，ＨＭＳＯ，ｐ１０７［Ｔａｂｌｅ２１）

３０１）産業別助成額の集計には，１９６６年産業開発法の賃貸用資産と６７年財政法のＲＥＰは未分類のために

　　含まない。また，地方雇用法と産業開発法は産業別集計基準が多少異なるので概数として表示した 。

３０２）　Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ（１９６７），７泌Ａ舳伽Ｚ　Ｒ砂ｏ〃 げＬ０６０Ｚ　Ｅ刎〃ｏツ刎３〃Ａ６な１９６０－１９６すｐ．１６；ｄｏ

　　（１９６８），８〃Ｒ砂０７４ｐ．１７；ｄｏ（１９６８），１並Ａ〃刎〃〃Ｒ３クｏ〃ｇグ１〃６鮒炉加１Ｄ３〃６Ｚｏ〃刎３〃Ａ６¢１９６６；ｐ．４

３０３）　Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ（１９６７），７〃Ａ舳伽Ｚ　Ｒ功ｏ〃 〆工ｏ伽〃１；刎〃ｏツ刎３〃Ａ６な１９６０－１９６６；ｐｐ．３，１９；ｄｏ

　　（１９６８），８〃 一Ｒ¢ｏ砿ｐｐ
．３，２０

３０４）Ｐｏｕｎｃｅ
，ｏク６〃 ，ＰＰ２４

－５ ，Ｂ　Ｍｏｏｒｅ ＆Ｊ　Ｒｈｏｄｅｓ（１９７６） ，Ｒｅｇ１ｏｎａ１Ｅｃｏｎｏｍｌｃ　Ｐｏ１ｌｃｙ　ａｎｄ　ｔｈｅ

　　ＭｏｖｅｍｅｎｔｏｆＭａｎｕｆａｃｔｕｍｇＦｍｓ　ｔｏ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔＡｒｅａｓ，厄６０〃ｏ舳６らＶｏ１４３，ｐ２０ ，Ｈｏｗａｒ
ｄ，
ｏク

　　 ６払，Ｐ．２１

３０５）ムーア＝ローズ＝タイラーによれば，投資刺激誘因（地方雇用法，投資税額控除及び投資補助金）

　　やＲＥＰの雇用効果（実数基準）は年次毎に変化するのであるが，前者は６７年度以後も６３～６７年度と

　　同一水準か，これを境に７２年度まで年平均２０％相当の雇用効果を高めた水準の２ケースを挙げ，後者

　　のＲＥＰは同期問に年平均４８００～５８００人の雇用効果を推定している。（Ｍｏｏｒｅ，Ｒｈｏｄｅｓ ＆Ｔｙ１ｅｒ，丁加

　　倣６なｏグＧｏ閉ブ舳６〃Ｒ妙ｏ〃〃Ｅ６０〃ｏ〃６Ｐｏ〃似ｐ．４０）この推定値は，労働党政府の当初期待と

　　比較して％程度の水準である。この点は次節で別個に分析する予定である。この他に，開発区域で

　　の工場立地を促進する政策的要因にはＩＤＣ規制があることは言うまでもない 。

３０６）Ｍｏｏｒｅ，Ｒｈｏｄｅｓ ＆Ｔｙ１ｅｒ，ｏ声６北， ｐ． ２８；Ｐｏｍｃｅ，功．６批， ｐ．
９７

３０７）マージィサイトに関する推定に当 って，次の資料を参考にした。Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ　Ｍａｎｃｈｅｓｔｅｒ　Ｒｅ

　　 ｓｅａｒｃｈ　Ｓｅｃｔｉｏｎ（Ｍａｙ１９６９），丁加〃ｏ〃舳刎げ〃伽伽６炊ゴ昭〃６雌卿加伽ひ〃伽４Ｋ６〃ｇ４ｏ刎；
　　８〃ツげ〃ｏ〃舳伽川炊６伽ｇ¢加１〉；ｏ肋肌５〃妙肌（この資料は，ＤＴＩＮ

ｏ肘ｈ　Ｗｅｓｔから提供さ

　　れた）

３０８）Ｍｏｏｒｅ，Ｒｈｏｄｅｓ ＆Ｔｙｌｅｒ，ｏ声６〃，ｐｐ．５５－
６．

　オフィス開発規制の実態　　次に，工場立地規制のオフィス ・ヒル版である１９６５年オフィス ・

産業開発規制法に基づくＯＤＰ規制の実態を簡潔に分析しておきたい。両年度の年次報告は，添

付統計を別にすれば，殆ど専ら関心の焦点であるグレータ ・ロンドンについて説明し，関連して

その他首都圏（首都圏外縁）区域に触れているのみである 。

　１９６６年度報告でまず止目されるのは，１９６６年７月２１日付けの「１９６６年オフィス開発規制（区域

指定）令（［Ｓ．Ｉ．１９６６Ｎｏ．８８８１）」によりオフィス開発規制区域を拡大し，¢第１次指定区域と関連

（２２４）



　　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林）　　　　　　　　　　　　９１

して，ロントン首都圏地域から南東計画地域全域及ぴウェスト ・ミ ソトランス集合都市から同計

画地域全域に拡大し，　新たな規制区域として，イースト ・アングリア及びイースト ・ミッ ド
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０９）
ランズの計画区域を指定したことである 。

　その上で，ロンドン首都圏地域のオフィス開発について多少詳論している。オフィス開発規制

導入時点で少なくとも（都市農村計画法上の）計画許可を受けていたグレータ ・ロンドンのオフィ

ス延床面積は３７００万平方フィート（遡及規制適用分／１１－１２００万平方フィート ，ＯＤＰ不要分／２５－２６００

万平方フィート），首都圏外縁区域では１１００万平方フィートであ ったが，以後１９６６年春迄にオフィ

ス　ストソ クに追加される新オフィス延床面積は，前者で１７００万平方フィート ，後者で８００万平
　　　　　　　　　　　　　　　　　３１０）
方フィートに達したと指摘している 。

　そして，商務省はオフィス開発申請者に，ＯＤＰ発行の同意前に，規制発足当初からのオフィ

ス開発３条件（（Ｄ当該事業活動が規制区域外では遂行不可能なこと＜必須オフィス活動（ｅｓｓｅｎｔｉａ１ｏ舶ｃｅ

ａＣｔｉＶｉｔｙ）〉

，　適当な代替施設設備が見つからないこと ，　開発が公益に適うこと）を満たすよう求めて

きた。加えて，６６年度には非効率かつ時代遅れのオフィスの改築 ・近代化の場合，追加雇用収容
　　　　　　　　　　　　　　　　　３１１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１２）

力が限定的であることを条件とした。（６７年度も同様である）

　１９６６年度のロンドン首都圏地域のオフィス開発申請は，表Ｖ －２１に示されているように，前節
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１３）
で分析した特殊事情を抱えていた初年度と比較して，かなりの水準で許可された。それは，必須

表Ｖ －２１１９６６～６７年度のオフィス開発規制統計 （面積単位／１０００平方フィート）

１９６６年度 １９６７年度 ＊

許 可 否 認 許 可 否 認

件数１延床面積１廃棄面積 件数１延床面積 件数１延床面積１廃棄面積 件数１延床面積

南東部計画地域計
４８１：

５， ８１７ ２， １２７
１２６１ ３， ２０７

４６７１ ６， ８８０ ２， ８０３
１７４１ ３， ８３０

セントラル ・ロンドン
６９１ １， ５６７ ８６０

２６１
３３６

９１１ ３， １０１ １， ７５３
３０１ １， ４５３

その他のＧＬＣ区域
１５８１ １， ９１０ ９１３ ４５１ ２， １４８ １５１１ １， ５４０ ５４０ ６０１ ８３８

Ｇ　 Ｌ　 Ｃ 区域小計
２２７１ ３， ４７７ １， ７７３

７１１
２， ４８４

２４２１
４， ６４１ ２， ２９３

９０１
２， ２９１

その他ロンドン首都圏地域 １８０１ １， ９４２ ２７３ ４７１ ６３２ １８５１ １， ２６９ ３１７ ６６１ １， ０５４

ロンドン首都圏地域小計 ＃ ４０７１ ５， ４１９ ２， ０４６ １１８１ ３， １１６ ４２７１ ５， ９１０ ２， ６１０ １５６１ ３， ３４５

その他の南東部計画地域
７４１

３９８ ８１
８１ ９１

４０： ９７０ ユ９３
１８１

４８５

ウェスト ・ミ ッドランド計画地域
９２１ ６１６ １００

３０１ ３９６
６５１ ８３４ １４７

１２： ４４７

ウェスト ・ミ ッドランド集合都市 ５０１ ３２７ ６８ ２６： ３４３ ３２１ ４２６ ユ２７ １１１ ４３５

その他のウェスト ・
、ミ　ツ

４２１ ２８９ ３２
４１ ５３

３３１
４０８ ２０

１１
１２

ドランド計画地域
イースト ・ミッ ドランド計画地域

５３１ ４７６ １８５
１０１ １６８

３２１ ４１０ ３２
１４１ ３５５

イースト ・アングリア計画地域
２１１

１８８ ４３
１１

５
２６１

３５９ ６６
Ｏ１

Ｏ

備考）¢　 １平方フィート→Ｏ ．０９３ｍ２ で換算可能である 。

　　　　　廃棄面積には破壌 ・用途変更による廃棄を含む 。

　　　　　セントラル ・ロンドン，ロンドン首都圏地域及びウェスト ・ミッ ドランド集合都市の定義は，表Ｖ１－ ８に同

　　　　じ 。

　　　＠　イースト ・ミッ ドランド＆イースト ・アングリア計画地域，その他の南東部＆その他のウユスト ・ミッ ド

　　　　 ランド計画地域は，１９６６年７月２１日にオフィス開発規制が実施された（１９６６年オフィス開発規制（区域指定）

　　　　令［Ｓ ，Ｉ．１９６６Ｎｏ． ８８８１）。

　　　 ＊　 １９６７年７月２７日 ，首都圏地域外の区域におけるオフィス開発許可証を必要とする免除限度が３０００平方フィ

　　　　 ートから１万平方フィートに引上げられた（１９６７年オフィス開発規制令［Ｓ．Ｉ．１９６７Ｎ ｏ．
１０８７１）。

　　　＃　ロンドン首都圏地域の許可統計には夫々の年度以前に否認されたが異義申立てにより許可された案件及び

　　　　既設オフィスの耐用期間延長による許可分を含む（詳細は省略）。

資料）Ｃｏｎｔｒｏ１ｏｆ　Ｏ舶ｃｅ ＆Ｉｎｄｕｓｔｎａｌ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔＡ
ｃｔ１９６５（１９６７），Ａ舳伽ＺＲ４ｏれ６〃加Ｂｏ〃ゴげ丁閉伽ｐｐ５－６

　　（Ａｎｎｅｘ）；ｄｏ（１９６８），Ａ舳舳ＺＲ砂ｏ砿ｐｐ．５－６（Ａｎｎｅｘ），より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２５）



　９２　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

オフィス活動に関わる有効オフィス面積の大幅削減による申請，代替オフィス不足の充足の必要

性及び初年度に否認されたかなりの申請が許可された結果である。特に最後の点は，当初申請内

容が相当な規模の雇用収容力拡張を含んでいたが故に否認されたのであるが，基準を満たす形で

修正し再申請した結果許可されたものである，と指摘している。しかし他方で，開発許可規模は

追加雇用収容力の指標では必ずしもないことを強調し，開発許可には○既設オフィスの継続利

用申請を含んでいること，　近代的オフィスビルは地下駐車場，ボイラー室や食堂 ・売店等の

アメニティ改善のためのかなりの床面積を必要とする付属サービスを含んでいること ，を挙げて
　３１４）

いる 。

　１９６７年度報告で注目されることは，０６７年７月２７日付け行政令（ｓ．Ｉ．１９６７Ｎ ｏ． １０８７）によりロ

ンドン首都圏地域を除いてオフィス開発の規制基準を３０００平方フィートから１万平方フィートヘ

引上げた（緩和）こと，　規制が浸透した結果，当初建築中 ・計画許可取得済の延床面積がグレ

ータ ・ロンドンで３７１０万平方フィート ，首都圏外縁区域で１１７０万平方フィートに達していたのが
，

６８年３月には，それぞれ，１１７０万平方フィート ，５２０万平方フィートヘと激減した成果を誇示し

ていること，　セントラル ・ロンドンでは既設オフィスの新オフィスヘの代替がかなりの規模

で進行しているが，延床面積純増の相当の部分が地下駐車場，食堂 ・売店及び空調設備であり ，

また本社オフィスの場合には来訪者用の賛沢な空間設定を含み，潜在的な追加雇用を示さないも
　　　　　　　　　　　　３１５）
のであると指摘していること ，である 。

　その上で，前年度の基準に加えて，６７年度のＯＤＰ発行に関して，開発規制により潜在的なオ

フィス床面積の減少が生じてきたことを理由にして，計画見込便益及ひ効率利益を重視したこと

を公表した。さらに，ＯＤＰ発行を否認されたオフィス延床面積が前年より増加した（表Ｗ－２１を

参照）が，これは規制ナシの場合に創出された床面積を正確には反映してはいないとした。その

理由として，ますます多くの申請者は事前に商務省と事業計画について協議し申請を断念または

延期したり ，計画を許可基準に適合するように調整したり ，ＯＤＰ発行を否認された場合でも後

に別の場所または同じ場所での別の事業計画により許可を受けていることを指摘した。そして ，

申請者は追加オフィス床面積の創出に対する厳しい抑制にいよいよ気付いており過度と見なされ

る許可を追求しなくなっ ていることを挙げ，その例証として¢ ロンドン首都圏地域では否認さ

れた開発申請の平均延床面積は初年度の２万８０００平方フィートから６７年度には２万１０００平方フィ

ートに減少し，　これとは反対に認可された開発申請の平均延床面積はそれぞれ９０００平方フィ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１６）
一ト ，８０００平方フィートになっ ていること，を指摘した 。

３０９）　Ｃｏｎｔｒｏ１ｏｆ　Ｏ舶ｃｅ ＆Ｉｎｄｕｓ廿１ａｌ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ａｃｔ１９６５（１９６７） ，Ａ舳伽Ｚ　Ｒ砂ｏ〃 妙〃３Ｂｏｏ〃げ
　　丁閉伽，ＨＭＳＯ，ｐ．２

３１０）ｄ・，砂．・北， ＰＰ
．２－３

３１１）ｄｏ，砂．泓，Ｐ
．３

３１２）　Ｃｏｎｔｒｏ１ｏｆ　Ｏ冊
ｃｅ ＆Ｉｎｄｕｓ廿１ａ１Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ａｃｔ１９６５（１９６８），Ａ舳伽Ｚ　Ｒ功ｏ〃 妙肋６Ｂｏ〃６げ

　　丁閉ゐ，ＨＭＳＯ，ｐ．４

３１３）実は，許可基準が明確な事情の下では公式否認情報は最早規制がオフィス開発を制限している程度

　　の有意な指標ではないとして，１９６６年度報告ではＯＤＰ申請否認数は公表しないとして掲載されてい

　　なか った 。（ｄｏ（１９６７） ，ｏク６北， ｐｐ．３－ ４）ところが，６７年度報告では説明なしにその公表が復活し ，

　　６６年度分も含めて掲載された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２６）



３１４）

３１５）

３１６）

　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一 ３（若林）

ｄｏ（１９６７）
，ｏ声６

〃．
，Ｐ
．４

ｄｏ（１９６８）
，ｏ声６ゴた，ＰＰ

．２－３

ｄｏ
，ｏク６ゴム，Ｐ

．４

９３

　地域政策の総合的パフォーマンスとしての地域問失業率格差の動向と人口の社会的動態　　以

上， 分析してきた労働党政府による地域政策のパフォーマンスは，地域問失業率格差の動向と人

口の社会的動態（地域問純流出入）に表れると思われる。そこで，本節の締め括りとしてこれらの

問題を分析したい 。

　既に指摘したように，キャラハン蔵相は１９６７年４月の予算演説で７０年までの年平均経済成長率

を３％とし失業率は２％以下を達成するという確信を表明していた。しかし，６７暦年は国際的な

（成長率循環の）景気後退と重なり ，イギリスの経済（実質ＧＤＰ）成長率は引締め政策の結果でも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１７）
ある６６年の２ ．１％に続いて２ ．６％に留まっ た。 地域政策は，こうした全国的引締め政策環境の中で

も， 開発区域を対象に選択的差別的にいわばリフレーシ ョン政策を実施しようとするものであ っ

た。

　１９６５～６７年度の開発区域，非開発区域及びグレート ・ブリテンの失業者数と失業率の推移（表

Ｖ－２２を参照）は増加趨勢を辿 っている。それにも拘らず，一方では１９６７年９月に導入された

ＲＥＰの政策目標である開発区域とグレート ・ブリテンとの失業率格差を半減（平均２倍を１ ．５倍程

度に）する基準から評価すれば多少近づいている（２ ．０８倍［〉１ ．７０倍）と言いうるし，他方では開発

区域と非開発区域の失業者数の増加率で見れば前者は４４ ．５％増，後者は９５．６％増で前者の２倍以

上であり ，失業率格差倍率も縮小（３倍〔〉２ ．１７倍）した 。

　この成果は一時的かつ偶然的とも言い得るが，この限りでは地域政策は短期的には一定の積極

的な成果をあげた，と評価できる。だが，その反面，６７年度の全国（グレート ・ブリテン）平均失

業率 ＝２．３％は終戦直後以来の高水準であり ，全域化した３大開発区域の４ ．Ｏ～４．４％水準も当時

表Ｖ －２２開発区域における失業者数と失業率の推移（年度平均）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位／１０００人）

１９６５年度 １９６６年度 １９６７年度

人数１ ％ 人数１ ％ 人数１ ％

開　発　区　域
１３４ ．９１ ２． ７ １５０ ．２１ ３． Ｏ １９４ ．９１ ３． ９

北 部 ３３ ．２１ ２． ４ ３８ ．８１ ２． ８ ５５
．３１ ４． Ｏ

マージイサイド
＊ １９ ．７１ ２． ４ ２０ ．５１ ２． ５ ２６ ．３： ３． ２

南　　西　　部
４． ９１ ３． ７ ５． ５１ ４． Ｏ ６． ３１ ４． ６

ウエールズ
２０ ．Ｏ１ ３． １ ２３ ．５１ ３． ６ ２９ ．０１ ４． ４

スコットランド ５７ ．２１ ２． ９ ６１ ．９１ ３． ２ ７７ ．９１ ４． Ｏ

非開発区域
１７４ ．３１ Ｏ． ９ ２３２ ．Ｏ１ １． ３ ３４１ ．Ｏ１ １． ８

グレート ・ブリテン ３０９ ．２１ １． ３ ３８２ ．２１ １． ６ ５３５ ．９１ ２． ３

備考）¢　年度は，予算年度（４月～３月）である 。

　　　　１９６５年度統計は，６６年度に開発区域の拡大措置が取られ ，

　　　かつ計算方法の変更（年度平均値）のため，時系列比較の必

　　　要上掲載した 。

　　　＊　マージィサイドは，スケルマズデール及びウィンズフォー
　　　　ドを除く 。

資料）Ｂｏａｒｄ　ｏｆ 　Ｔｒａｄｅ，８肋Ａ舳伽Ｚ　Ｒ勿ｏれｏゾＬ０６０Ｚ厄砂Ｚｏツ〃〃

　　んな１９６０－１９６６（１９６８） ，ｐ．１７、より借用 。

　　　　　　　　　　　（２２７）



９４ 　　　　立命館経済学（第４４巻 ・第２号）

表Ｖ －２３　１９６６～６８年の地域人口の純移動増減数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位／１０００人）

標準地域 １９６６～６７１１９６７～６８

合計
北 部 一６ ．９１ 一３

．１ 一１０ ．０

北 西 部 一１５ ．８１ 一１２ ．６ 一２８ ．４

うち マージイサイド 一１４ ．４１ 一１７ ．５ 一３１ ．９

南 西 部 十１１ ．２１ 十１９ ．１ 十３０ ．３

ウ　 エ 一 ル ズ 一２ ．４１ 一１
．３

一３
．７

スコ
　ッ 　ト ラ　ン ドホ 一４５ ．Ｏ１ 一３３ ．Ｏ 一７８ ．０

ヨークシャー＆ハンバーサイド 一１１ ．Ｏ１ 一１０ ．１ 一２１ ．１

イースト ・アングリア 十１６ ．１ 十１８ ．２ 十３４ ．３

イースト ・ミッ ドランズ 十０ ．４１ 十８
．６

十９
．０

南 東 部 一９ ．５１ 十７
．１

一２
．４

うち ＧＬＣ区域
一８７ ．５１ 一８３ ．７ 一１７１ ．２

ウェスト ・ミッ ドランズ 十１ ．９ｊ 十７
．８

十９
．７

うち Ｗ． Ｍ． 集合都市 一１２ ．Ｏ１ 一１０ ．３ 一２２ ．３

備考）統計年次は，年央（ｍｉｄ－ｙｅａｒ）～年央
＝（ｍｉｄ

－ｙｅａｒ）である
。

　　＊　スコットランドは，わずかな除隊の超過分を含んでいる 。

資料）Ｃｅｎｔｒａ１Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃａ１Ｏ伍ｃｅ（１９７０），〃３炉舳ｏグＲ卿ｏ伽Ｚ３エｏ伽

　　此喜Ｎｏ．
６， ＨＭＳＯ，ｐｐ ．８－１１，より作成 。

の社会的許容水準を越えており ，いずれも総選挙があれは敗北確実の事態であ ったことに留意す

る必要がある 。

　失業問題とは別個の地域政策のもう一つの重要な目標である開発区域からの人口の社会的純流

出抑制に関わる実態を見てみよう（表Ｖ －２３を参照）。 ２年問と言う短期だけで人口動態を評価す

るのは危険なので，１９５１年以来の趨勢との比較で検討する。先ず止目すべきは，スコットランド

の人口純流出には全く歯止めが掛かっていないのを確認できることである 。１９５１～６１年の年平均

純流出が２万８２００人，６１～６６年が同，３万８８００人に対して，６６～６８年も同様の水準にある。北西

部は，１９５１～６１年に比べて６１～６６年の純流出が半減した（年平均５７００人）にも拘らず，６６～６８年

に再びそれが増勢に転じ，その中でマージィサイドはほほ一貫した増加趨勢にある 。北部は１９５１

～６６年の純流出は年平均７－８０００人水準であ ったが，なお趨勢について判断できない状況にある 。

ウェールズは，１９５１～６１年の純流出趨勢（年平均４９００人）が６１～６６年に純流入に転じた（同 ，１９００

人）が，ここで再び純流出に陥 った，ということができる。南西部は１９５１年以来，その開発区域

は６１年以来，純流入を記録しているが，それは王として気候温暖ゆえの年金生活者の流入であり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　３１８）
失業問題とは別個の杜会的現象である 。

　この対極に南東部とウェスト ・ミッ ドランズが位置する。南東部は１９５１年以来大量の人口の純

流入を経験してきたが，６６年以後純流出を経験する年次が現出した。グレータ ・ロンドンは５１年

以来南東部の純流入をはるかに上回る純流出で推移してきたが，６０年代後半になっ て純流出に加

速度がついてきた，と見ることができる。その最大の受け皿は南東地域内のＧＬＣ周辺区域であ

るが，それにイースト ・アングリアが続く 。ミッ ドランズは繁栄工業地域として域外から純流入

人口を引き付けてきたが，バーミンガムを中心とする集合都市はグレータ ・ロンドン同様に人口
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１９）
の「郊外化＝ドーナッ化」の中で１９６０年代に５０年代の２～３倍の純流出を経験している 。

　こうした地域別人口の社会的純流出入の推移を見てくると ，１９６６～６８年に主要開発区域におけ

る人口の流出圧力が低下したとは到底言いえず，むしろ増加しつつあると言うべきかもしれない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２８）



　　　　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（６）一３（若林）　　　　　　　　　　　９５

この点では，地域政策はなお有意な成果を挙げているとは言い難い。また，南東部への人口流入

圧力の低下は顕著であり ，特にグレータ ・ロンドンは深刻な夜間人口の空洞化を経験しつつある ，

と言えよう 。

３１６）

３１７）

３１８）

宮崎犀一他編『近代国際経済要覧』東大出版会，１９８１年，１３９ぺ一ジ，を参照 。

Ｃｅｎｔｒａｌ　Ｓｔａｔ１ｓｔ１ｃａＩ　Ｏｆ丘ｃｅ（１９７０），Ａ６５ヶｏｄ 〆Ｒ６９７０舳Ｚ３勿之ｚ３眈呉Ｎｏ６，ＨＭＳＯ，ｐｐ８
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（本稿は，１９９４年度立命館大学学術研究助成の成果の一部である）
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